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本編 

 





 

第１章 調査の概要 

第１節 調査の目的 

科学技術の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するに際して、研究者数や研究

時間といった、研究活動の実態把握を行うことは極めて重要である。 
研究活動の実態把握にあたっては、経済協力開発機構（OECD）において国際的な基準

が定められている。この中で、研究者数については、研究活動の規模を実際の研究時間に

即した形で国際比較できるよう、フルタイム換算値で研究者数を把握する必要があるとさ

れている。本調査は、大学等における研究者数を国際比較可能なフルタイム換算値に補正

するための係数（フルタイム換算係数）を得ることを目的に、研究時間の実態について、

OECD の基準に従い５年に一度調査するものである。 
また、平成２３年８月に閣議決定された、第４期科学技術基本計画において、研究者が

研究時間を十分確保できていないことについて指摘されており、これらの改善に向けた取

組を強化することが盛り込まれている。このため、これまで実施してきたフルタイム換算

係数を得るための最低限の調査に加え、研究者の研究及び教育等にかける時間の利用実態

をより精緻に調査し、科学技術の振興に関する基礎資料とする。 
 

 
※ フルタイム換算について 
 

例えば、1 日当たり 8 時間勤務している教員の研究活動に従事する時間が 4 時間であっ

た場合、フルタイムの研究者としては 0.5（＝4 時間／8 時間）人としてカウントする。 
 
 

第２節 調査の実施方法 

1. 各大学等における調査客体数の算出 

文部科学省から貸与された「平成 24 年科学技術研究調査」（総務省統計局）の大学等の

研究者数の個別データに、文部科学省から指定された学問分野毎の抽出率を掛け、各大学

等における調査客体数を算出した。学問分野別の抽出率は、以下のとおり。 
 

表 １-１ 学問分野別の抽出率 

分野 教員 大学院博士課程の在籍者 医局員・ 
その他の研究員 

理学 1/7 1/10 1/4 
工学 1/24 1/27 1/4 
農学 1/4 1/7 1/1 
保健 1/33 1/37 1/12 
人文・社会科学及びその他 1/33 1/31 1/3 
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2. 目標となる回収率の設定 

平成 20 年調査の実績値を基に、調査客体別に目標となる回収率を設定した。今回調査

で設定した回収率の目標値及び実績値は以下のとおり。 
 

表 １-２ 調査客体別の回収率の目標値及び実績値 

調査客体 平成 20 年調査 
実績値 

今回調査 
目標値 

今回調査 
実績値（*） 

教員 70.5% 70.0% 67.2% 
（65.8%） 

大学院博士課程の在籍者 60.8% 60.0% 58.3% 
（57.6%） 

医局員・その他の研究員 48.6% 50.0% 47.6% 
（41.8%） 

（*）括弧内は回答のうち、有効回答のもののみをカウントした場合の数値（有効回答率）。 

 

3. 調査のフレーム 

（1） 統計調査の位置付け 

統計法（平成十九年五月二十三日法律第五十三号）に基づく一般統計調査 
 

（2） 調査の対象 

総務省統計局が実施している「科学技術研究調査」における大学等の研究本務者のう

ち、教員、大学院博士課程の在籍者、医局員・その他の研究員を対象とする。 
 

表 １-３ 調査客体別の母集団数及び標本数 

調査客体 母集団数 標本数 
教員 187,730 人 8,585 人 
大学院博士課程の在籍者 70,991 人 3,195 人 
医局員・その他の研究員 27,079 人 4,644 人 
計 285,800 人 16,424 人 

（注 1）母集団数は、「平成 24 年科学技術研究調査」（総務省統計局）による。 

（注 2）標本数は、調査客体別、学問分野別に指定された抽出率を母集団数に掛けて算出した。 

 

（3） 標本の抽出 

大学等の事務局の協力を得て実施した。文部科学省が各大学等の調査客体毎（教員、

大学院博士課程の在籍者、医局員・その他の研究員）の人数（ヘッドカウント値）に応

じて一定間隔で設定した番号を提示、大学等の事務局で調査客体毎の名簿に連番を付与

し、提示した番号に該当する者を調査対象者として抽出するよう依頼した。 
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（4） 実施手順 

大学等の事務局に標本数分の調査依頼状等を送付し、事務局が抽出した調査対象者に

対し、調査依頼状等の配布を依頼した。対象者には、依頼状に記した手順に従い、専用

ウェブサイトより回答を入力するよう依頼した。 
 

（注 1）調査票は日本語版／英語版を準備した。 

（注 2）専用ウェブサイトによる回答が困難な対象者については、調査票（電子ファイル）を専用ウェブ

サイトよりダウンロードして回答を入力し、電子メールにより提出すること、又は、印刷した調査

票を FAX・郵送により提出することも可とした。 

 

表 １-４ 回答方法別の回収数 

調査客体 ウェブサ

イト 電子メール FAX 郵送 合計 
回収数 

教員 5,746 15 7 2 5,770 人 
大学院博士課程の在籍者 1,859 2 2 0 1,863 人 
医局員・その他の研究員 2,206 2 0 1 2,209 人 

 

（5） 調査の時期 

調査時点を原則として平成 25 年 11 月 1 日とし、同日に調査を開始し、平成 26 年 1
月 15 日までに提出された回答を集計対象とした。なお、未回答の調査対象者が在籍す

るか否かに関わらず、平成 25 年 11 月 28 日時点で全ての大学等の事務局に対して督促状

を発送した。 
 

（6） 調査項目 

（a） 教員 

（1）勤務先（本務）の名称 
（2）平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先（本務） 
（3）職名（本務） 
（4）雇用上の職務の範囲 
（5）本務における任期の有無 
（6）雇用形態 
（7）兼務の状況 
（8）職歴 
（9）国籍 
（10）生年月 
（11）性別 
（12）最終学位 
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（13）専門分野 
（14）平成 24 年度における区分別の週数及び休日数 
（15）平成 24 年度の各期間における職務を行う平均的な 1 日の時間数 
（16）平成 24 年度における個人又は研究代表者として得た研究資金の金額 
（17）研究時間と研究パフォーマンスに関する見解 
 

設問（3）～（13）は、平成 25 年 3 月 31 日時点の状況を調査した。 

設問（14）～（17）は、平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日の状況を調査した。 

 

（b） 大学院博士課程の在籍者 

（1）在籍大学等の名称 
（2）在籍している大学院博士課程への進学時期 
（3）生年月 
（4）国籍 
（5）性別 
（6）専門分野 
（7）雇用関係 
（8）貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類 
（9）平成 25 年度の区分別の週数及び各休日数 
（10）平成 25 年度の各期間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行う平均

的な 1 日の時間数 
 

設問（9）（10）は、平成 25 年 4 月 1 日～平成 26 年 3 月 31 日の状況を調査した。 

 

（c） 医局員・その他の研究員 

（1）勤務先（本務）の名称 
（2）平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先（本務） 
（3）研究者の区分（本務） 
（4）研究者としての状況 
（5）2013 年 3 月 31 日に勤務している機関で医局員・その他の研究員となった年月 
（6）本務における任期の有無 
（7）雇用形態 
（8）兼務の状況 
（9）職歴 
（10）国籍 
（11）生年月 
（12）性別 
（13）最終学位 
（14）専門分野 
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（15）平成 24 年度における一週間あたりの休日数 
（16）平成 24 年度における職務活動を行う平均的な 1 日の時間数 
（17）平成 24 年度における個人又は研究代表者として得た研究資金の金額 

 

設問（3）～（14）は、平成 25 年 3 月 31 日時点の状況を調査した。 

設問（15）～（17）は、平成 24 年 4 月 1 日～平成 25 年 3 月 31 日の状況を調査した。 

 

4. フルタイム換算係数等の作成 

3.の調査により把握した大学等における教員、大学院博士課程の在籍者、医局員・その

他の研究員の活動実態に関する諸データに基づき、フルタイム換算係数等の統計表を作成

し、フルタイム換算係数を算出した。 
なお、統計表の作成に当たっては、学問分野別に抽出率が異なるため、学問分野別の有

効回収数（集計客体数）に応じて、全体を反映するように重み付け集計をしている。学問

分野別の重み付けのウェイト値は、以下のとおり。 
 

表 １-５ 教員の学問分野別ウェイト値 

母集団数 抽出標本数 回収数 集計客体数 ウェイト値
A B C D A/D

全体 187,730 8,585 5,770 5,652 -
　自然科学 112,693 6,303 4,032 3,954 -
　　理学 9,868 1,433 869 852 11.582
　　工学 34,251 1,432 1,024 1,015 33.745
　　農学 6,478 1,574 967 947 6.841
　　保健 62,096 1,864 1,172 1,140 54.470
　人文・社会科学及びその他 75,037 2,282 1,738 1,698 44.191

分野

 

 

表 １-６ 大学院博士課程の在籍者の学問分野別ウェイト値 

母集団数 抽出標本数 回収数 集計客体数 ウェイト値
A B C D A/D

全体 70,991 3,195 1,863 1,840 -
　自然科学 51,145 2,559 1,502 1,484 -
　　理学 6,138 640 383 380 16.153
　　工学 17,016 639 428 422 40.322
　　農学 4,163 640 369 365 11.405
　　保健 23,828 640 322 317 75.167
　人文・社会科学及びその他 19,846 636 361 356 55.747

分野
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表 １-７ 医局員・その他の研究員の学問分野別ウェイト値 

母集団数 抽出標本数 回収数 集計客体数 ウェイト値
A B C D A/D

全体 27,079 4,644 2,209 1,940 -
　自然科学 25,107 3,865 1,904 1,675 -
　　理学 2,821 782 498 436 6.470
　　工学 2,891 782 478 438 6.600
　　農学 735 735 337 283 2.597
　　保健 18,660 1,566 591 518 36.023
　人文・社会科学及びその他 1,972 779 305 265 7.442

分野
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第２章 フルタイム換算係数 

本調査の目的は、我が国の大学等に所属する教員、大学院博士課程の在籍者及び医局

員・その他の研究員のフルタイム換算係数（以下、FTE 換算係数）を求めることである。

OECD の基準に従い、本調査の結果得られた研究従事率が FTE 換算係数となる。 
教員、大学院博士課程の在籍者及び医局員・その他の研究員の実数（ヘッドカウント値）

については、総務省統計局による平成 24 年科学技術研究調査結果を用いた。 
 

第１節 教員のフルタイム換算係数 

今回の調査では、教員全体において、年間の総職務従事時間に占める研究従事時間の割

合を求めると 35.0%となった。 
 

（%）

総数 35.0 28.4 4.9 5.0 9.2 17.5 

0 20 40 60 80 100

研究活動 教育活動
社会サービス活動(研究関連) 社会サービス活動(教育関連)
社会サービス活動(その他（診療活動等）) その他の職務活動（学内事務等）

 

図 ２-１ 教員全体の総職務時間の活動内容別割合（年平均） 

 
教員全体及び学問分野別の研究従事率（FTE 換算係数）、フルタイム換算値（フルタイ

ム研究者としての教員数）は、以下のとおり。 
 

表 ２-１ 大学等における教員数のフルタイム換算結果 

分野 ヘッドカウント値 FTE換算係数 フルタイム換算値

人 人
全体 187,730 0.350 65,661
　自然科学 112,693 0.362 40,846
　　理学 9,868 0.510 5,037
　　工学 34,251 0.392 13,414
　　農学 6,478 0.402 2,604
　　保健 62,096 0.319 19,838
　人文・社会科学及びその他 75,037 0.328 24,610
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第２節 研究に関連する社会サービスを含めた場合の教員のフルタイム換算係数 

本調査では、近年の教員の活動の多様化をふまえ、「社会サービスに関する活動」につ

いて、研究関連、教育関連、その他の 3 種類に分け、それぞれの従事時間を測定している。 
図 ２-１より教員全体については、「研究に関連する社会サービスに関する活動」の従事

割合は 4.9%であり、研究従事割合（35.0%）と合わせた従事割合は 39.9%となる。 
教員全体及び学問分野別の研究従事率（FTE 換算係数）、フルタイム換算値（フルタイ

ム研究者としての教員数）は、以下のとおり。 
 

表 ２-２ 大学等における教員数のフルタイム換算結果 
（研究に関連する社会サービスに関する活動を含めた換算結果） 

分野 ヘッドカウント値 FTE換算係数 フルタイム換算値

人 人
全体 187,730 0.399 74,870
　自然科学 112,693 0.410 46,178
　　理学 9,868 0.559 5,517
　　工学 34,251 0.448 15,355
　　農学 6,478 0.466 3,020
　　保健 62,096 0.360 22,345
　人文・社会科学及びその他 75,037 0.380 28,514
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第３節 大学院博士課程の在籍者のフルタイム換算係数 

今回の調査では、大学院博士課程の在籍者において、年間の博士課程在籍者としての活

動時間に占める研究従事時間の割合は 84.0%1となった。その内訳（割合）は、「本人の論

文作成を目的とした研究活動」が 62.2%、「本人の論文作成以外を目的とした研究活動」が

21.7%である。 
 

（%）

総数 62.2 21.7 16.0 

0 20 40 60 80 100

本人の論文作成を目的とした研究活動

本人の論文作成以外を目的とした研究活動

研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動

研究活動

 

（注）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない。 

図 ２-２ 大学院博士課程の在籍者の活動内容別割合（年平均） 

 
大学院博士課程の在籍者全体及び学問分野別の研究従事率（FTE 換算係数）、フルタイ

ム換算値（フルタイム研究者としての大学院博士課程の在籍者数）は、以下のとおり。 
 

表 ２-３ 大学院博士課程の在籍者数のフルタイム換算結果 

分野 ヘッドカウント値 FTE換算係数 フルタイム換算値

人 人
全体 70,991 0.840 59,622
　自然科学 51,145 0.849 43,422
　　理学 6,138 0.904 5,550
　　工学 17,016 0.870 14,811
　　農学 4,163 0.868 3,614
　　保健 23,828 0.812 19,342
　人文・社会科学及びその他 19,846 0.812 16,116

 
 
 

1
端数処理により図の数値の合計と一致しない。 
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第４節 医局員・その他の研究員のフルタイム換算係数 

医局員・その他の研究員については、教員や大学院博士課程の在籍者のように年間の活

動時間の内訳を調査せず、平均的な一週間における活動時間の内訳を調査した。 
医局員・その他の研究員全体において、研究に従事した比率は、年平均で 44.0%となっ

た。その内訳（割合）は、「本人の論文作成を目的とした研究活動」が 27.7%、「本人の論

文作成以外を目的とした研究活動」が 16.3%である。 
医局員が研究に従事した比率は、年平均で 16.6%。その内訳（割合）は、「本人の論文作

成を目的とした研究活動」が 10.7%、「本人の論文作成以外を目的とした研究活動」が 5.9%
である。 

その他の研究員が研究に従事した比率は、年平均で 74.2%1、「本人の論文作成を目的と

した研究活動」が 46.5%、「本人の論文作成以外を目的とした研究活動」が 27.8%である。 
 

（%）

総数

医局員

その他の研究員

27.7 

10.7 

46.5 

16.3 

5.9 

27.8 

3.4 

1.8 

5.0 

39.5 

72.0 

3.6 

4.4 

3.1 

5.7 

1.8 

1.3 

2.3 

7.0 

5.2 

9.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

研究活動(本人の論文作成を目的とした研究活動)
研究活動(本人の論文作成以外を目的とした研究活動（研究補助など）)
社会サービス活動(研究関連)
社会サービス活動(医療関連)
社会サービス活動(教育関連)
社会サービス活動(その他)
その他の職務活動（学内事務等）  

 
（注）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。 

図 ２-３ 医局員・その他の研究員の活動時間の内訳（割合） 

1
端数処理により図の数値の合計と一致しない。 

10 

                                                        



 

医局員・その他の研究員全体及び学問分野別の研究従事率（FTE 換算係数）、フルタイ

ム換算値（フルタイム研究者としての医局員・その他の研究員数）は、以下のとおり。 
 

表 ２-４ 医局員・その他の研究員数のフルタイム換算結果 

分野 ヘッドカウント値 FTE換算係数 フルタイム換算値

人 人
全体 27,079 0.440 11,919
　自然科学 25,107 0.431 10,819
　　理学 2,821 0.852 2,403
　　工学 2,891 0.758 2,192
　　農学 735 0.807 593
　　保健 18,660 0.322 6,015
　人文・社会科学及びその他 1,972 0.590 1,164

 
 

表 ２-５ 医局員、その他の研究員それぞれのフルタイム換算係数 

FTE換算係数
医局員・その他の研究員

医局員 その他の研究員

全体 0.440 0.166 0.742
　自然科学 0.431 0.166 0.763
　　理学 0.852 - 0.852
　　工学 0.758 X 0.759
　　農学 0.807 X 0.807
　　保健 0.322 0.165 0.719
　人文・社会科学及びその他 0.590 - 0.590

分野
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第５節 研究に関連する社会サービスを含めた場合の医局員・その他の研究員のフルタ

イム換算係数 

本調査では、近年の医局員・その他の研究員の活動の多様化をふまえ、「社会サービス

に関する活動」について、研究関連、医療関連、教育関連、その他の 4 種類に分け、それ

ぞれの従事時間を測定している。 
図 ２-３より医局員・その他の研究員全体については、「研究に関連する社会サービスに

関する活動」の従事割合は 3.4%であり、研究従事割合（44.0%）と合わせた従事割合は 47.4%
となる。 

医局員・その他の研究員全体及び学問分野別の研究従事率（FTE 換算係数）、フルタイ

ム換算値（フルタイム研究者としての医局員・その他の研究員数）は、以下のとおり。 
 

表 ２-６ 大学等における医局員・その他の研究員数のフルタイム換算結果 
（研究に関連する社会サービスに関する活動を含めた換算結果） 

分野 ヘッドカウント値 FTE換算係数 フルタイム換算値

人 人
全体 27,079 0.474 12,829
　自然科学 25,107 0.463 11,624
　　理学 2,821 0.895 2,523
　　工学 2,891 0.823 2,380
　　農学 735 0.836 615
　　保健 18,660 0.349 6,513
　人文・社会科学及びその他 1,972 0.649 1,280

 
 

表 ２-７ 大学等における医局員、その他の研究員それぞれのフルタイム換算係数 
（研究に関連する社会サービスに関する活動を含めた換算係数） 

FTE換算係数
医局員・その他の研究員

医局員 その他の研究員

全体 0.474 0.184 0.793
　自然科学 0.463 0.184 0.813
　　理学 0.895 - 0.895
　　工学 0.823 X 0.824
　　農学 0.836 X 0.836
　　保健 0.349 0.184 0.767
　人文・社会科学及びその他 0.649 - 0.649

分野
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第３章 統計調査の集計事項 

本章においては教員、大学院博士課程の在籍者及び医局員・その他の研究員を対象とし

たそれぞれの調査について、設問毎の集計結果を示す。 
 

第１節 教員 

第１項 回収数及び回収率 

（教員 第 1 表） 
調査対象となった 8,585 人から 5,770 件の回答を得た（回収率 67.2%）。そのうち、集計

に際しては、平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先が国内の大学等であり、かつ設問 14、15
について論理的な誤りが無いもの 1、あるいは、誤りが修正可能な回答を対象とし、それ

らを「有効回答」とした。その結果、教員の有効回答数は 5,652 件（有効回答率 65.8%）

となり、これに基づいて以下の集計を行った。 
属性毎の有効回答率は図 ３-１に示すとおりとなった。属性毎の母集団数については、

科学技術研究調査の結果を用いた。 
 

（1） 大学等の種類 

「短大」（84.4%）の有効回答率が最も高かった。 

（2） 組織の形態 

「私立」（71.0%）の有効回答率が最も高かった。 

（3） 組織の学問区分 

「家政」（82.2%）の有効回答率が最も高かった。 
 

1 例えば、1 週間の日数が 7 日よりも大きくなるものや 1 日の活動時間が 20 時間以上の場合等を指す。 
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（%）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

65.8 

64.6 

84.4 

72.7 

69.2 

61.0 

65.5 

71.0 

74.9 

76.6 

69.4 

77.6 

73.1 

62.7 

59.5 

70.9 

60.2 

61.2 

73.4 

82.2 

68.5 

75.2 

0 20 40 60 80 100

 
（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-１ 教員の属性別有効回答率 
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第２項 研究者数 1の各種属性別の内訳 

（教員 第 1 表・第 2 表） 
調査結果から属性毎の割合は以下のとおりとなった。2（図 ３-２、図 ３-３、図 ３-４） 
 

（1） 大学等の種類 

本調査の集計結果では、「大学の学部」（大学院を含む）が 86.6%、「短大」が 5.5%、「附

置研究所」が 2.5%、「その他」が 5.4%であった。平成 25 年科学技術研究調査によると、

母集団に対する割合は、「大学の学部」が 88.0%、「短期大学」が 4.6%、「大学附置研究

所」が 2.2%、「その他」が 5.2%となっており、その結果と比較して、ほぼ同じ割合とな

っている。 

（2） 組織の形態 

本調査の集計結果では、「国立」が 34.8%、「公立」が 7.0%、「私立」が 58.1%であった。

なお、平成 25 年科学技術研究調査によると、「国立」が 36.3%、「公立」が 6.9%、「私立」

が 56.7%となっており、その結果と比較して、ほぼ同じ割合となっている。 

（3） 組織の学問区分 

組織の学問区分別に見ると、「人文・社会科学及びその他」が 40.0%、「理学」が 5.3%、

「工学」が 18.2%、「農学」が 3.5%、「保健」が 33.1%となっている。 

（4） 国籍 

大多数が「日本」（98.1%）国籍で「外国」（1.9%）国籍はわずかであった。平成 22 年

度学校教員統計調査では、全教員に占める外国人教員の割合は 3.6%であり、その結果と

比較して、「外国」国籍がやや少ない。 

（5） 性別 

本調査の集計結果では、「男性」が 77.8%、「女性」が 22.2%であった。平成 22 年度学

校教員統計調査では、全教員に占める割合は、「男性」79.8%、「女性」20.2%であり、そ

の結果と比較して、ほぼ同じ割合となっている。 

（6） 職名 

本調査の集計結果では、「教授」が 39.1％、「准教授」が 28.0%、「講師」が 13.6%、「助

教」が 17.7%、「助手」が 1.6%であった。平成 22 年度学校教員統計調査では、全教員に

占める割合は、「教授」40.1%、「准教授」23.9%、「講師」11.2%、「助教」20.7%、「助手」

3.2%であり、その結果と比較して、「准教授」がやや多い。 

1 ここで言う研究者数とは、回答から得られた結果から推定した推定母集団数を指す。 
2 端数処理により割合の合計が 100%になっていない場合がある。 
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（7） 年齢階層 

本調査の集計結果では、「～24 歳」0.1%、「25～34 歳」9.5%、「35～44 歳」32.7%、「45
～54 歳」31.0%、「55～64 歳」23.4%、「65 歳～」3.3%であった。平成 22 年度学校教員統

計調査では、全教員に占める割合は、「～24 歳」0.2%、「25～34 歳」11.7%、「35～44 歳」

28.5%、「45～54 歳」27.8%、「55～64 歳」25.4%、「65 歳～」6.4%であり、その結果と比

較して、「35～44 歳」「45～54 歳」がやや多く、「65 歳～」がやや少ない。 

（8） 最終学位 

「博士」（62.1%）が最も多く、次いで「修士」（19.2%）、「博士課程満期退学・単位取

得退学」（9.7%）、「学士」（6.6%）、「その他」（1.9%）、「専門職学位」（0.5%）であった。 

（9） 平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先 

平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先は、「現在と同じ」が 98.5%、「他の大学等」が 1.5%
であった。集計にあたっては、平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先が「現在と同じ」回答

者と、「他の大学等」のうち、「学校名等」「学部・学科名等」の記入内容が国内の大学

等の回答者を集計対象とした。 

（10） 専門分野別区分 

専門分野別区分は、回答者の自己申告によるものであり、所属している学部等の組織

の科学技術研究調査における学問区分と異なっている可能性があることに注意する必

要がある。 
専門分野別区分を見ると、「人文・社会科学及びその他」が 38.5%、「理学」が 10.2%、

「工学」が 15.4%、「農学」が 4.1%、「保健」が 31.8%1となっており、組織の学問区分と

比べて「理学」が多くなっている。 

（11） 雇用上の職務の範囲 

「教育と研究が明示的に職務に含まれる」が 93.3%、「原則として教育のみが職務」が

2.1%、「原則として研究のみが職務」が 1.7%、「教育・研究以外の特定の職務の専任」が

1.1%、「その他」が 1.8%であった。 

（12） 本務における任期の有無 

「任期無し」が 76.1%、「任期有り」が 23.9%であった。 

（13） 雇用形態 

プロジェクト雇用は、「科学研究費助成事業」が 0.3%、「科学研究費助成事業以外の競

争的資金」が 0.4%、「その他の公的資金」が 0.6%、「その他」が 0.4%といずれも少なく、

大多数が「いずれにも該当しない」（98.3%）であった。 

1
端数処理により図の数値の合計と一致しない。 
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（14） 兼務の状況 

「学外での兼務無し」が 59.8%、「学外での兼務有り」が 40.2%であった。「学外での

兼務有り」の回答者について、その兼務先（複数回答可）を見ると、「他の大学等の職

務を兼務」が 22.5%、「公的機関の職務を兼務」が 14.1%、「非営利団体の職務を兼務」

が 11.9%、「企業の職務を兼務」が 4.8%、「外国の機関の職務を兼務」が 0.7%（それぞれ％

は全体に占める割合）となっている。 

（15） 職歴 

職歴（複数回答可）は、「大学等のみ」が 55.2%、「公的機関有り」が 26.5%、「非営利

団体有り」が 9.4%、「企業有り」が 19.0%であった。外国機関での勤務経験は、「大学等

（外国）有り」が 10.3%、「公的機関（外国）有り」が 2.5%、「非営利団体（外国）有り」

が 0.9%、「企業（外国）有り」が 0.9%であった。 

（16） 平成 24 年度に得た研究資金の金額 

平成 24 年度に得た研究資金について、「内部資金」「外部資金」「外部資金のうち競争

的資金」それぞれの有無は、「内部資金無し」が 39.5%、「内部資金有り」が 59.9%、「外

部資金無し」が 53.2%、「外部資金有り」が 46.7%、「外部資金のうち競争的資金無し」

が 59.7%、「外部資金のうち競争的資金有り」38.2%（「外部資金のうち競争的資金」の％

は全体に占める割合）であった。なお、合計が 100%とならないのは設問への無回答者

がいるためである。 
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（人）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【職名】

教授

准教授

講師

助教

助手

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

187,730(100%)

162,607(86.6%)

10,316(5.5%)

4,637(2.5%)

10,170(5.4%)

65,373(34.8%)

13,232(7.0%)

109,125(58.1%)

49,760(26.5%)

13,611(7.3%)

5,215(2.8%)

14,583(7.8%)

16,351(8.7%)

112,693(60.0%)

9,868(5.3%)

34,251(18.2%)

6,478(3.5%)

62,096(33.1%)

25,277(13.5%)

5,922(3.2%)

11,446(6.1%)

7,910(4.2%)

184,178(98.1%)

3,552(1.9%)

146,070(77.8%)

41,660(22.2%)

73,410(39.1%)

52,567(28.0%)

25,555(13.6%)

33,186(17.7%)

3,013(1.6%)

133(0.1%)

17,899(9.5%)

61,414(32.7%)

58,133(31.0%)

43,879(23.4%)

6,151(3.3%)

0 50,000 100,000 150,000 200,000

 
（注 1）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。 

（注 2）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野と

は異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-２ 研究者数（教員）の属性別内訳（1） 
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（人）

【最終学位】

学士

修士

博士

博士課程満期退学・単位取得退学

専門職学位

その他

【平成25年3月31日時点の勤務先】

現在と同じ

他の大学等

公的機関

非営利団体

企業

外国の機関

その他（無職等）

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

12,321(6.6%)

36,095(19.2%)

116,522(62.1%)

18,118(9.7%)

1,029(0.5%)

3,645(1.9%)

184,833(98.5%)

2,897(1.5%)

-

-

-

-

-

50,655(27.0%)

23,562(12.6%)

6,893(3.7%)

11,368(6.1%)

8,832(4.7%)

115,459(61.5%)

7,107(3.8%)

12,052(6.4%)

28,933(15.4%)

6,747(3.6%)

480(0.3%)

462(0.2%)

12,159(6.5%)

24,096(12.8%)

1,906(1.0%)

3,466(1.8%)

6,437(3.4%)

11,614(6.2%)

21,616(11.5%)

2,611(1.4%)

10,835(5.8%)

5,004(2.7%)

3,166(1.7%)

0 50,000 100,000 150,000 200,000

理学

保健

農学

 
（注）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。 

図 ３-３ 研究者数（教員）の属性別内訳（2） 
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20 

（人）

【雇用上の職務の範囲】

教育と研究が明示的に職務に含まれる

原則として教育のみが職務

原則として研究のみが職務

教育・研究以外の特定の職務の専任

その他

【本務における任期の有無】

任期無し

任期有り

【雇用形態】

科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用

科学研究費助成事業以外の競争的資金

　によるプロジェクト雇用

その他の公的資金によるプロジェクト雇用

その他のプロジェクト雇用

いずれにも該当しない

【兼務の状況】

学外での兼務無し

他の大学等の職務を兼務

公的機関の職務を兼務

非営利団体の職務を兼務

企業の職務を兼務

外国の機関の職務を兼務

【職歴】

大学等のみ

公的機関有り

非営利団体有り

企業有り

大学等（外国）有り

公的機関（外国）有り

非営利団体（外国）有り

企業（外国）有り

【平成24年度に得た研究資金の金額】

内部資金

　無し

　有り

外部資金

　無し

　有り

うち競争的資金

　無し

　有り

175,192(93.3%)

3,963(2.1%)

3,211(1.7%)

2,015(1.1%)

3,348(1.8%)

142,850(76.1%)

44,880(23.9%)

640(0.3%)

840(0.4%)

1,068(0.6%)

716(0.4%)

184,466(98.3%)

112,199(59.8%)

42,262(22.5%)

26,461(14.1%)

22,298(11.9%)

9,101(4.8%)

1,383(0.7%)

103,533(55.2%)

49,829(26.5%)

17,579(9.4%)

35,716(19.0%)

19,265(10.3%)

4,761(2.5%)

1,673(0.9%)

1,660(0.9%)

74,161(39.5%)

112,391(59.9%)

99,921(53.2%)

87,755(46.7%)

112,065(59.7%)

71,666(38.2%)

0 50,000 100,000 150,000 200,000

 

（注）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。また、研究資金については設問へ

の無回答者がいるため合計が 100%とならない。 

図 ３-４ 研究者数（教員）の属性別内訳（3） 

 



 

第３項 平成 24 年度の活動時間について 

1. 基本的な週のパターン 

（教員 第 3 表） 
教員の活動時間は、学生指導の有無、さらには担当授業の有無によって大きく影響され

ると考えられる。本調査では、1 年間を 52 週間として、以下の 3 つのパターンに分類し、

パターン毎に平均的な活動時間を調査することとした。 
 

表 ３-１ 教員の週のパターンの区分 

（a）学生の休暇期間以外の期間 （a-1）授業を行う期間 
 （a-2）授業を行わない期間 
（b）学生の休暇期間  

 

1 年間を上記の 3 つのパターンに分類した結果、教員全体では「授業を行う期間」（27.7
週）が最も長く、次いで「学生の休暇期間」（13.5 週）、「授業を行わない期間」（10.8 週）

であった。教員の属性別内訳を図 ３-５、図 ３-６、図 ３-７に示す。 
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（週）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【職名】

教授

准教授

講師

助教

助手

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

27.7 

27.8 

32.8 

14.4 

26.6 

25.3 

29.5 

28.9 

30.8 

31.3 

29.5 

30.7 

31.0 

25.4 

24.1 

29.5 

28.2 

23.1 

31.6 

32.1 

32.4 

30.1 

27.7 

28.6 

27.3 

28.9 

30.6 

29.8 

27.5 

19.2 

13.6 

20.3 

21.4 

26.0 

29.3 

30.1 

31.0 

10.8 

10.6 

5.4 

26.0 

12.4 

13.5 

9.0 

9.4 

5.2 

4.6 

6.4 

5.4 

5.3 

14.4 

13.6 

7.7 

9.4 

18.7 

5.6 

5.3 

4.6 

7.4 

10.8 

10.9 

11.0 

10.2 

6.9 

7.8 

11.8 

21.8 

27.3 

12.0 

18.3 

12.7 

9.0 

8.1 

6.3 

13.5 

13.6 

13.8 

11.6 

13.0 

13.2 

13.4 

13.8 

15.9 

16.2 

16.1 

15.9 

15.7 

12.2 

14.2 

14.9 

14.4 

10.2 

14.8 

14.6 

15.0 

14.4 

13.6 

12.5 

13.7 

13.0 

14.5 

14.3 

12.7 

11.1 

11.1 

19.7 

12.3 

13.4 

13.8 

13.8 

14.7 

0 13 26 39 52

(a-1)授業を行う期間 (a-2)授業を行わない期間 (b)学生の休暇期間  
（注 1）1 年間を 52 週間としている。 

（注 2）端数処理により内訳の合計が 52 週になっていない場合がある。 

（注 3）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野と

は異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-５ 教員の年間におけるパターン別の週数（1） 
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（週）

【最終学位】

学士

修士

博士

博士課程満期退学・単位取得退学

専門職学位

その他

【平成25年3月31日時点の勤務先】

現在と同じ

他の大学等

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

26.5 

30.5 

26.7 

30.3 

23.9 

23.7 

27.7 

26.8 

30.9 

31.1 

30.0 

30.9 

30.8 

25.6 

29.5 

24.7 

29.2 

28.5 

31.4 

30.5 

19.2 

19.4 

26.5 

24.3 

26.1 

32.5 

31.4 

32.0 

31.9 

31.2 

29.3 

13.6 

7.5 

11.9 

6.6 

19.6 

16.1 

10.8 

9.5 

5.2 

4.8 

6.4 

5.1 

5.3 

14.1 

6.8 

14.5 

7.8 

9.0 

5.9 

5.3 

22.1 

23.7 

14.1 

18.5 

14.7 

7.5 

6.2 

5.8 

5.4 

6.6 

8.6 

11.9 

14.0 

13.4 

15.1 

8.5 

12.2 

13.5 

15.7 

16.0 

16.1 

15.6 

16.0 

15.9 

12.3 

15.7 

12.9 

15.0 

14.5 

14.7 

16.1 

10.8 

8.9 

11.3 

9.2 

11.2 

12.1 

14.4 

14.3 

14.7 

14.2 

14.1 

0 13 26 39 52

(a-1)授業を行う期間 (a-2)授業を行わない期間 (b)学生の休暇期間

理学

農学

保健

 

（注 1）1 年間を 52 週間としている。 

（注 2）端数処理により内訳の合計が 52 週になっていない場合がある。 

図 ３-６ 教員の年間におけるパターン別の週数（2） 
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（週）

【雇用上の職務の範囲】

教育と研究が明示的に職務に含まれる

原則として教育のみが職務

原則として研究のみが職務

教育・研究以外の特定の職務の専任

その他

【本務における任期の有無】

任期無し

任期有り

【雇用形態】

科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用

科学研究費助成事業以外の競争的資金

　によるプロジェクト雇用

その他の公的資金によるプロジェクト雇用

その他のプロジェクト雇用

いずれにも該当しない

【兼務の状況】

学外での兼務無し

他の大学等の職務を兼務

公的機関の職務を兼務

非営利団体の職務を兼務

企業の職務を兼務

外国の機関の職務を兼務

【職歴】

大学等のみ

公的機関有り

非営利団体有り

企業有り

大学等（外国）有り

公的機関（外国）有り

非営利団体（外国）有り

企業（外国）有り

【平成24年度に得た研究資金の金額】

内部資金

　無し

　有り

外部資金

　無し

　有り

うち競争的資金

　無し

　有り

28.4 

27.6 

7.6 

12.6 

18.5 

29.0 

23.6 

16.8 

6.4 

19.1 

10.6 

27.9 

27.4 

30.0 

26.6 

28.4 

24.9 

26.1 

28.0 

26.2 

27.9 

29.0 

25.0 

23.8 

27.3 

31.0 

24.2 

30.0 

28.2 

27.0 

28.2 

26.6 

9.9 

10.9 

35.1 

30.5 

22.9 

8.9 

16.6 

23.5 

34.6 

24.8 

31.0 

10.5 

11.1 

7.8 

12.3 

10.2 

14.5 

13.0 

10.1 

13.5 

11.2 

8.9 

14.9 

15.9 

12.6 

7.9 

15.4 

7.7 

10.3 

11.3 

10.3 

11.7 

13.7 

13.5 

9.3 

8.9 

10.6 

14.1 

11.8 

11.7 

11.0 

8.1 

10.4 

13.6 

13.5 

14.3 

13.1 

13.4 

12.6 

12.9 

13.9 

12.3 

12.9 

14.0 

12.1 

12.3 

12.1 

13.1 

12.3 

14.4 

13.4 

13.7 

13.4 

13.7 

0 13 26 39 52

(a-1)授業を行う期間 (a-2)授業を行わない期間 (b)学生の休暇期間  

（注 1）1 年間を 52 週間としている。 

（注 2）端数処理により内訳の合計が 52 週になっていない場合がある。 

図 ３-７ 教員の年間におけるパターン別の週数（3） 
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2. 基本的な週のパターンの内訳 

（教員 第 4 表） 
前述の 3 つの週のパターンにおける、一週間あたりの「職務を行わない日数」を調査し

た。集計した結果は以下のようになった。 
 

表 ３-２ 教員の基本的な週のパターンの内訳 

週のパターン  職務を行う日数 職務を行わない日数 
学生の休暇期間以外の期間 授業を行う期間 5.3 日 1.7 日 
 授業を行わない期間 5.5 日 1.5 日 
学生の休暇期間  4.9 日 2.1 日 

 

3. 年間における活動パターン別の日数 

（教員 第 5 表） 
教員の活動を以下の活動パターンに区分し、1 年間当たりの日数の集計を行った。 

表 ３-３ 教員の活動パターンの区分 

職務を行う日   
 学生の休暇期間以外の期間  
  授業を行う期間 
  授業を行わない期間 
 学生の休暇期間  
職務を行わない日   

 

教員全体としては、「職務を行う日」が 1 年間に 265.5 日あり、その内訳は「授業を行う

期間」（145.2 日）が最も多かった。教員の属性別内訳を図 ３-８、図 ３-９、図 ３-１０

に示す。 
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（日）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【職名】

教授

准教授

講師

助教

助手

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

145.2 

146.0 

168.6 

78.3 

139.4 

133.9 

152.8 

151.1 

158.2 

160.4 

149.0 

156.1 

161.2 

135.2 

129.0 

156.8 

151.5 

122.5 

164.3 

169.0 

168.7 

154.4 

145.2 

143.3 

143.4 

151.7 

159.2 

156.7 

145.6 

102.1 

74.3 

114.9 

113.1 

137.8 

154.6 

156.3 

145.4 

55.6 

54.6 

25.6 

144.2 

62.7 

70.8 

45.7 

47.8 

25.3 

21.2 

32.4 

25.3 

26.5 

75.4 

71.2 

40.6 

49.3 

97.9 

27.3 

24.9 

22.7 

35.6 

55.7 

53.5 

57.1 

50.6 

34.7 

39.8 

59.3 

115.3 

151.0 

60.3 

99.3 

65.6 

46.0 

40.5 

27.7 

64.7 

65.0 

62.5 

62.0 

63.5 

67.5 

67.0 

62.7 

69.6 

68.4 

69.8 

68.9 

71.1 

61.7 

73.1 

74.7 

74.2 

51.4 

68.6 

68.4 

71.2 

65.1 

64.9 

57.5 

65.9 

60.7 

66.7 

69.3 

61.9 

56.1 

54.9 

88.2 

60.9 

66.5 

66.2 

62.6 

57.8 

98.5 

98.4 

107.2 

79.5 

98.3 

91.8 

98.4 

102.4 

110.9 

113.9 

112.8 

113.6 

105.2 

91.8 

90.8 

91.8 

89.0 

92.2 

103.9 

101.8 

101.5 

108.9 

98.2 

109.6 

97.7 

101.0 

103.3 

98.1 

97.2 

90.4 

83.8 

100.6 

90.6 

94.0 

97.2 

104.5 

133.1 

0 91 182 273 364

職務を行う日(授業を行う期間) 職務を行う日(授業を行わない期間)

職務を行う日(学生の休暇期間) 職務を行わない日(全ての期間)  

（注 1）1 年間を 52 週間としているため日数の合計は 364 日となる。 

（注 2）端数処理により内訳の合計が 364 日になっていない場合がある。 

（注 3）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野と

は異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-８ 教員の年間における活動パターン別の日数（1） 
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（日）

【最終学位】

学士

修士

博士

博士課程満期退学・単位取得退学

専門職学位

その他

【平成25年3月31日時点の勤務先】

現在と同じ

他の大学等

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

136.7 

157.4 

141.1 

157.6 

125.6 

127.7 

145.3 

140.6 

158.5 

158.2 

152.9 

158.9 

163.2 

136.1 

152.5 

134.3 

155.1 

152.9 

169.0 

167.3 

101.8 

102.8 

142.5 

124.1 

145.2 

170.9 

162.5 

165.9 

165.4 

159.7 

154.6 

69.7 

36.9 

62.1 

32.5 

117.4 

85.5 

55.7 

48.7 

25.0 

22.5 

32.1 

24.8 

26.5 

73.9 

35.1 

77.7 

41.2 

48.2 

27.9 

28.4 

117.5 

121.8 

72.7 

93.0 

82.9 

38.2 

29.8 

27.9 

26.3 

30.1 

43.1 

54.6 

64.6 

65.9 

67.2 

41.7 

57.5 

64.6 

73.4 

70.0 

68.5 

67.3 

71.9 

73.8 

62.0 

75.4 

66.6 

75.4 

74.7 

77.0 

83.7 

54.7 

44.2 

57.4 

44.3 

57.1 

59.6 

67.0 

67.4 

67.6 

63.0 

70.5 

103.0 

105.0 

95.0 

106.7 

79.3 

93.3 

98.4 

101.4 

110.5 

114.8 

111.6 

108.5 

100.5 

92.0 

100.9 

85.3 

92.3 

88.3 

90.2 

84.6 

90.0 

95.1 

91.4 

102.7 

78.8 

95.3 

104.7 

102.9 

104.6 

111.2 

95.9 

0 91 182 273 364

職務を行う日(授業を行う期間) 職務を行う日(授業を行わない期間)
職務を行う日(学生の休暇期間) 職務を行わない日(全ての期間)

理学

農学

保健

 
（注 1）1 年間を 52 週間としているため日数の合計は 364 日となる。 

（注 2）端数処理により内訳の合計が 364 日になっていない場合がある。 

図 ３-９ 教員の年間における活動パターン別の日数（2） 
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（日）

【雇用上の職務の範囲】

教育と研究が明示的に職務に含まれる

原則として教育のみが職務

原則として研究のみが職務

教育・研究以外の特定の職務の専任

その他

【本務における任期の有無】

任期無し

任期有り

【雇用形態】

科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用

科学研究費助成事業以外の競争的資金

　によるプロジェクト雇用

その他の公的資金によるプロジェクト雇用

その他のプロジェクト雇用

いずれにも該当しない

【兼務の状況】

学外での兼務無し

他の大学等の職務を兼務

公的機関の職務を兼務

非営利団体の職務を兼務

企業の職務を兼務

外国の機関の職務を兼務

【職歴】

大学等のみ

公的機関有り

非営利団体有り

企業有り

大学等（外国）有り

公的機関（外国）有り

非営利団体（外国）有り

企業（外国）有り

【平成24年度に得た研究資金の金額】

内部資金

　無し

　有り

外部資金

　無し

　有り

うち競争的資金

　無し

　有り

149.1 

137.4 

40.8 

61.4 

99.5 

152.1 

123.3 

86.4 

30.7 

105.9 

53.1 

146.5 

143.3 

157.6 

141.8 

150.8 

127.1 

139.9 

146.5 

137.7 

148.5 

151.6 

134.7 

121.5 

150.8 

163.6 

126.6 

157.7 

145.7 

144.6 

146.3 

142.6 

51.1 

48.6 

186.6 

162.5 

112.7 

45.7 

87.4 

121.0 

181.8 

118.7 

159.4 

54.1 

57.5 

39.0 

63.5 

53.4 

75.1 

67.9 

52.2 

69.1 

61.1 

46.3 

77.1 

75.2 

69.6 

37.4 

79.6 

39.6 

52.2 

59.5 

52.7 

61.2 

65.7 

55.4 

49.7 

41.0 

50.6 

66.9 

57.6 

60.2 

60.0 

37.1 

48.6 

65.0 

64.3 

68.0 

64.3 

65.0 

61.7 

62.9 

66.0 

59.7 

61.3 

67.6 

61.0 

57.9 

59.8 

65.2 

58.5 

68.8 

61.1 

68.8 

62.0 

69.2 

98.1 

122.7 

87.0 

99.2 

101.1 

99.3 

95.7 

96.5 

91.4 

102.3 

102.9 

98.5 

98.9 

99.4 

94.5 

94.8 

100.1 

93.3 

99.3 

97.5 

93.0 

98.5 

91.2 

109.5 

83.8 

97.8 

99.3 

97.9 

104.9 

91.1 

103.1 

91.1 

0 91 182 273 364

職務を行う日(授業を行う期間) 職務を行う日(授業を行わない期間)

職務を行う日(学生の休暇期間) 職務を行わない日(全ての期間)  
（注 1）1 年間を 52 週間としているため日数の合計は 364 日となる。 

（注 2）端数処理により内訳の合計が 364 日になっていない場合がある。 

図 ３-１０ 教員の年間における活動パターン別の日数（3） 
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4. 活動パターン別の職務を行う平均的な 1 日における職務時間について 

（教員 第 6 表） 
教員の 1 日における職務時間について、以下の諸活動で構成されると仮定して、職務活

動パターン別に、「標準的な 1 日」を想定して時間数を調査した。 
 

表 ３-４ 教員の職務活動パターンの区分 

教育活動  

研究活動  

社会サービス活動 教育関連 

 研究関連 

 その他（診療活動等） 

その他の職務活動（学内事務等）  

 

（1） 授業を行う期間 

授業を行う期間における教員全体の総職務時間の平均は 1 日 9 時間 25 分であった。

そのうち「研究活動」は 2 時間 27 分、「社会サービス活動（研究関連）」を含めた広義

の研究活動は 2 時間 511分であった。（図 ３-１１） 
 

（2） 授業を行わない期間 

授業を行わない期間における教員全体の総職務時間の平均は 1 日 7 時間 25 分であっ

た。そのうち「研究活動」は 3 時間 08 分、「社会サービス活動（研究関連）」を含めた

広義の研究活動は 3 時間 341分であった。（図 ３-１１） 
 

（3） 学生の休暇期間 

学生の休暇期間における教員全体の総職務時間の平均は 1 日 8 時間 47 分であった。

そのうち「研究活動」は 4 時間 19 分、「社会サービス活動（研究関連）」を含めた広義

の研究活動は 4 時間 53 分であった。（図 ３-１１） 
 

1 端数処理により図の数値の合計と一致しない。 
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（時間：分）

a1_授業を行う期間

a2_授業を行わない

期間

b_学生の休暇期間

2:27

3:08

4:19

3:45

1:13

1:03

0:23

0:25

0:34

0:28

0:24

0:28

0:44

0:47

0:47

1:36

1:26

1:33

総職務時間 9:25

総職務時間 7:25

総職務時間 8:47

研究活動 教育活動
社会サービス活動(研究関連) 社会サービス活動(教育関連)
社会サービス活動(その他（診療活動等）) その他の職務活動（学内事務等）  

図 ３-１１ 教員の平均的な 1 日における職務時間 

 

5. 総職務時間の活動時間の内訳 

（教員 第 7 表） 
1 年間における活動パターン別の日数と活動パターン別の標準的な 1 日における職務

時間を乗じることで、年間の職務従事時間を集計した。その結果、教員全体の平均年間

職務時間は 2,573 時間であった。そのうち「研究活動」は 900 時間、「社会サービス活動

（研究関連）」を含めた広義の研究活動は 1,026 時間であった。（図 ３-１２） 
 

総数 900 731 126 129 237 450 総職務時間 2,573 

研究活動 教育活動

社会サービス活動(研究関連) 社会サービス活動(教育関連)
社会サービス活動(その他（診療活動等）) その他の職務活動（学内事務等）  

図 ３-１２ 教員の総職務時間の活動時間の内訳 

 
教員の属性別の傾向は以下のとおりである。なお、「国籍」、「平成 25 年 3 月 31 日時

点の勤務先」、「雇用上の職務の範囲」及び「雇用形態」は、ほとんどが「日本」、「現在

と同じ」、「教育と研究が明示的に職務に含まれる」及び「いずれにも該当しない」のた

め、ここでは特に言及しない。（図 ３-１３、図 ３-１４、図 ３-１５） 

（1） 大学等の種類 

「短大」（2,271 時間）で総職務時間が最も短かった。 
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（2） 組織の形態 

「私立」（2,495 時間）は総職務時間が最も短いが、教育活動に要する時間（799 時間）

は最も長かった。 

（3） 組織の学問区分 

「農学」（2,750 時間）で総職務時間が最も長かった。平成 25 年調査の結果は、前回

の調査結果と比べて全体的に総職務時間が短く、中でも「保健」で 359 時間、「その他」

で 354 時間短かった。活動別に見ると、「保健」では、その他（診療活動等）は 181 時

間長くなっているものの、研究活動の時間が 328 時間、その他の職務活動が 123 時間短

くなっている。「その他」では、全ての活動時間が短くなっているが、中でも、その他

の職務活動が 116 時間、研究時間が 98 時間、教育活動が 73 時間短くなっている。 

（4） 性別 

「男性」（2,595 時間）が「女性」（2,494 時間）よりも総職務時間が長かった。 

（5） 職名 

「教授」「助手」「准教授」「講師」「助教」の順で総職務時間が長くなった。 

（6） 年齢階層 

総職務時間は「25～34 歳」「35～44 歳」が長く、回答者数の少ない「～24 歳」を除き、

年齢階層が上がるほど短くなった。 

（7） 最終学位 

教員数の少ない「専門職学位」を除き、「博士」（2,672 時間）で総職務時間が最も長

かった。 

（8） 専門分野別区分 

「薬学」（2,956 時間）で総職務時間が最も長かった。 

（9） 本務における任期の有無 

「任期有り」が「任期無し」よりも 140 時間総職務時間が長かった。 

（10） 兼務の状況 

「外国の機関の職務を兼務」（2,992 時間）で総職務時間が最も長かった。 

（11） 職歴 

「大学等（外国）有り」（2,862 時間）で総職務時間が最も長かった。 

（12） 平成 24 年度に得た研究資金の金額 

「外部資金のうち競争的資金有り」（2,754 時間）で総職務時間が最も長かった。 
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（時間）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【職名】

教授

准教授

講師

助教

助手

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

900 

893 

503 

1904 

947 

1152 

930 

745 

827 

787 

928 

853 

806 

982 

1388 

1034 

1106 

876 

677 

538 

734 

699 

899 

935 

951 

721 

824 

922 

827 

1103 

732 

0 

1164 

969 

841 

805 

691 

731 

730 

902 

376 

734 

609 

769 

799 

806 

849 

730 

772 

826 

667 

619 

797 

765 

593 

864 

932 

831 

860 

732 

670 

686 

887 

757 

810 

773 

532 

527 

458 

650 

710 

772 

753 

632 

126 

128 

88 
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（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-１３ 教員の総職務時間の活動時間の属性別内訳（1） 
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図 ３-１４ 教員の総職務時間の活動時間の属性別内訳（2） 
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図 ３-１５ 教員の総職務時間の活動時間の属性別内訳（3） 
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6. 総職務時間の活動時間の割合について 

（教員 第 8 表） 
各活動の年間従事割合（年間の各職務活動に従事した時間を年間の総職務時間で除した

値）を算出した。教員全体の「研究活動」に対する従事割合は 35.0%であり、「社会サービ

ス活動（研究関連）」を含めた広義の研究活動に対する従事割合は 39.9%であった。（図 
３-１６） 
 

（%）

総数 35.0 28.4 4.9 5.0 9.2 17.5 

0 20 40 60 80 100
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社会サービス活動(研究関連) 社会サービス活動(教育関連)
社会サービス活動(その他（診療活動等）) その他の職務活動（学内事務等）

 

図 ３-１６ 教員の各職務活動に対する年間従事割合 

 
教員の属性別内訳を図 ３-１７、図 ３-１８、図 ３-１９に示す。 
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（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-１７ 教員の各職務活動に対する年間従事割合の属性別内訳（1） 

36 



 

（%）

【最終学位】

学士

修士

博士

博士課程満期退学・単位取得退学

専門職学位

その他

【平成25年3月31日時点の勤務先】

現在と同じ

他の大学等

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

24.6 

29.2 

38.0 

34.3 

16.7 

28.5 

34.9 

41.8 

35.2 

33.6 

39.6 

39.0 

31.3 

36.1 

41.1 

50.1 

39.7 

38.6 

34.4 

37.7 

57.2 

17.5 

49.0 

20.7 

42.8 

21.3 

27.7 

23.6 

28.3 

28.5 

27.5 

28.8 

35.5 

25.9 

32.5 

16.6 

27.1 

28.4 

26.2 

33.5 

35.0 

30.4 

32.2 

33.9 

24.9 

31.7 

24.5 

29.3 

29.1 

27.9 

32.4 

18.7 

11.7 

22.9 

18.7 

29.4 

42.7 

37.6 

41.3 

37.1 

37.9 

36.3 

4.5 

5.1 

4.9 

4.9 

4.4 

4.0 

4.9 

3.9 

5.2 

4.7 

5.2 

5.5 

6.1 

4.8 

3.5 

4.1 

6.5 

6.0 

10.2 

6.5 

3.6 

4.1 

5.2 

2.9 

4.0 

4.6 

5.1 

3.6 

5.3 

5.6 

4.8 

6.1 

6.4 

4.4 

5.6 

5.0 

5.2 

5.0 

6.4 

5.3 

5.2 

6.4 

4.9 

5.3 

4.5 

3.1 

3.8 

4.4 

5.0 

4.7 

3.9 

3.8 

3.8 

4.6 

4.2 

4.8 

8.4 

7.4 

5.4 

8.6 

6.3 

6.6 

17.6 

4.3 

10.1 

3.9 

41.7 

18.0 

9.3 

3.6 

1.1 

1.3 

0.6 

0.7 

1.2 

13.6 

0.4 

0.3 

0.7 

1.6 

2.4 

1.4 

5.2 

52.0 

3.9 

43.7 

1.6 

3.2 

1.6 

0.7 

1.1 

2.2 

3.1 

18.5 

19.5 

16.7 

18.9 

15.6 

17.2 

17.5 

18.0 

19.7 

20.1 

18.0 

17.7 

22.3 

16.2 

20.1 

17.1 

19.5 

19.6 

20.4 

18.1 

11.6 

11.0 

14.5 

9.8 

17.3 

19.8 

20.5 

25.4 

19.5 

19.5 

21.7 

0 20 40 60 80 100

研究活動 教育活動
社会サービス活動(研究関連) 社会サービス活動(教育関連)
社会サービス活動(その他（診療活動等）) その他の職務活動（学内事務等）

理学

農学

保健

 

図 ３-１８ 教員の各職務活動に対する年間従事割合の属性別内訳（2） 
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図 ３-１９ 教員の各職務活動に対する年間従事割合の属性別内訳（3） 
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7. 研究従事率について（FTE 換算係数） 

（教員 第 8 表・第 9 表） 
研究従事率（年間の研究活動に従事した時間を年間の総職務時間で除した値）を属性

別に算出した。なお、「国籍」、「平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先」、「雇用上の職務の

範囲」及び「雇用形態」は、ほとんどが「日本」、「現在と同じ」、「教育と研究が明示的

に職務に含まれる」及び「いずれにも該当しない」のため、ここでは特に言及しない。

（図 ３-２０、図 ３-２１、図 ３-２２） 
 

（1） 大学等の種類 

研究従事率は「附置研究所」（65.6%）が最も高く、「短大」（22.1%）が最も低かった。 

（2） 組織の形態 

研究従事率は「国立」（42.5％）が最も高く、「私立」（29.9%）が最も低かった。 

（3） 組織の学問区分 

研究従事率は「理学」（51.0%）が最も高く、「家政」（22.8%）が最も低かった。平成

25 年調査の結果は、前回の調査結果と比べて「保健」で 6.2 ポイント研究従事率が低く

なっている。 

（4） 性別 

「男性」が「女性」よりも 7.7 ポイント研究従事率が高かった。 

（5） 職名 

研究従事率は「助教」（40.8%）が最も高く、「助手」（28.5%）が最も低かった。 

（6） 年齢階層 

若手の「25 歳～34 歳」（43.8%）が最も研究従事率が高かった。 

（7） 最終学位 

研究従事率は「博士」（38.0%）が最も高く、「専門職学位」（16.7%）が最も低かった。 

（8） 専門分野別区分 

研究従事率は「医学（基礎系・社会系）」（57.2%）が最も高く、「医学（臨床系）」（17.5%）

が最も低かった。 

（9） 本務における任期の有無 

「任期有り」が「任期無し」よりも 5.9 ポイント研究従事率が高かった。 
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（10） 兼務の状況 

「外国の機関の職務を兼務」（36.8%）が最も研究従事率が高かった。 

（11） 職歴 

「非営利団体（外国）有り」（45.3%）、「公的機関（外国）有り」（45.2%）で研究従事

率が高かった。 

（12） 平成 24 年に得た研究資金の金額 

「外部資金のうち競争的資金有り」（42.0%）が最も研究従事率が高かった（「外部資

金のうち競争的資金」の％は全体に占める割合）。 
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31.9 

28.5 

22.8 

30.6 

29.8 

34.9 

38.9 

36.6 

28.9 

33.1 

35.7 

31.6 

40.8 

28.5 

0.0 

43.8 

36.4 

32.1 

33.0 

34.4 
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（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-２０ 教員の研究従事率の属性別内訳（1） 
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図 ３-２１ 教員の研究従事率の属性別内訳（2） 
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図 ３-２２ 教員の研究従事率の属性別内訳（3） 
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8. 研究時間と研究パフォーマンスに関する見解 

（教員 第 16 表） 
「研究時間を増やすための有効な手段」「研究パフォーマンスを上げるための有効な手

段」についての意見を調査し、各手段について 1 位又は 2 位と回答した者の数の合計（以

下、「1 位・2 位の合計」）及び、1 位と回答した者の数を集計した。 
なお、これらの設問は実態ではなく意見の調査であるため、重み付けをせずに算出して

いる。 
 

（1） 研究時間を増やすための有効な手段 

研究時間を増やすための有効な手段は、1 位・2 位の合計、1 位とも、「大学運営業務・

学内事務手続きの効率化」が最も多く、「教育専任教員の確保による教育活動の負担の

低減」「事務従事者の確保」が続く。（図 ３-２３） 
 

（2） 研究パフォーマンスを上げるための有効な手段 

研究パフォーマンスを上げるための有効な手段は、1 位・2 位の合計は、「大学運営業

務・学内事務手続きの効率化」が最も多く、「研究補助者・技能者の確保」「若手研究者

（ポスドク等）の確保」が続く。1 位は、「大学運営業務・学内事務手続きの効率化」が

最も多く、「共同研究者の確保」「若手研究者（ポスドク等）の確保」が続く。（図 ３-２
４） 
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図 ３-２３ 研究時間を増やすための有効な手段 
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図 ３-２４ 研究パフォーマンスを上げるための有効な手段 
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第４項 その他研究活動に付随する項目について 

今回の調査では、教員の活動時間に付随する項目として、以下のデータを取得した。詳

細は統計表を参照されたい。 
 

1. 雇用上の職務の範囲 

（教員 第 10 表） 
 

2. 本務における任期の有無 

（教員 第 11 表） 
 

3. 雇用形態 

（教員 第 12 表） 
 

4. 兼務の状況 

（教員 第 13 表） 
 

5. 職歴 

（教員 第 14 表） 
 

6. 平成 24 年度の研究資金の金額 

（教員 第 15 表） 
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第２節 大学院博士課程の在籍者 

第１項 回収数及び回収率 

（大学院博士課程の在籍者 第 1 表） 
調査対象となった 3,195 人から 1,863 件の回答を得た（回収率 58.3%）。そのうち、集計

に際しては、設問 9、10 について論理的な誤りが無いもの 1、あるいは、誤りが修正可能

な回答を対象とし、それらを「有効回答」とした。その結果、大学院博士課程の在籍者の

有効回答数は 1,840 件（有効回答率 57.6%）となり、これに基づいて以下の集計を行った。 
属性毎の有効回答率は図 ３-２５に示すとおりとなった。属性毎の母集団数については、

科学技術研究調査の結果を用いた。 
 

（1） 組織の形態 

「公立」（66.7%）からの有効回答率が最も高かった。 

（2） 組織の学問区分 

「家政」（90.0%）からの有効回答率が最も高く、次いで「教育」（70.2%）が高かった。 

 

1  例えば、1 週間の日数が 7 日よりも大きくなるものや 1 日の活動時間が 20 時間を超える場合等を指す。 
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（%）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育
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49.0 

63.3 

52.5 

58.0 

59.4 

66.0 

57.0 

49.5 
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90.0 

70.2 

41.3 
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（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告した専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-２５ 大学院博士課程の在籍者の属性別有効回答率 
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第２項 研究者数 1の各種属性別の内訳 

（大学院博士課程の在籍者 第 1 表・第 2 表） 
属性毎の割合は以下のとおりとなった。2（図 ３-２６と図 ３-２７） 
 

（1） 大学等の種類 

本調査の集計結果では、「大学の学部」が 97.9%、「附置研究所」が 1.5%、「その他」

が 0.5%であった。平成 25 年科学技術研究調査によると、母集団に対する割合は、「大学

の学部」が 98.1%、「大学附置研究所」が 1.5%、「その他」が 0.5%となっており、割合に

は大きな差がみられなかった。 

（2） 組織の形態 

本調査の集計結果では、「国立」が 65.6%、「公立」が 6.6%、「私立」が 27.8%であった。

平成 25 年科学技術研究調査によると、母集団に対する割合は、「国立」が 70.3%、「公立」

が 5.8%、「私立」が 23.9%であり、母集団と比較して、「国立」がやや少ない結果となっ

た。 

（3） 組織の学問区分 

組織の学問区分別に見ると、「人文・社会科学及びその他」が 28.0%、「理学」が 8.6%、

「工学」が 24.0%、「農学」が 5.9%、「保健」が 33.6%となっている。 

（4） 国籍 

国籍は、「日本」が 82.7%、「外国」が 17.3%であった。 

（5） 性別 

性別比は、「男性」が 66.5%、「女性」が 33.5%であった。 

（6） 年齢階層 

「～24 歳」が 2.6%、「25 歳～34 歳」が 75.2%、「35 歳～44 歳」が 14.2%、「45 歳～54
歳」が 4.8%、「55 歳～64 歳」が 2.3%、「65 歳～」が 0.9%、であった。 

（7） 進学時期 

「2013 年」（24.0%）、「2012 年」（24.8%）、「2011 年」（26.4%）がほぼ均一の割合で 8
割弱を占める。 

1 ここで言う研究者数とは、回答から得られた結果から推定した推定母集団数を指す。 
2 端数処理により割合の合計が 100%になっていない場合がある。 
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（8） 専門分野別区分 

専門分野別区分は、回答者の自己申告によるものであり、所属している学部等の組織

の科学技術研究調査における学問区分と異なっている可能性があることに注意する必

要がある。 
専門分野別区分を見ると、「人文・社会科学及びその他」が 30.1%、「理学」が 10.8%、

「工学」が 20.5%、「農学」が 5.2%1、「保健」が 33.4%と、組織の学問区分とほぼ同じ割

合となっている。 

（9） 雇用関係 

「雇用関係無し」が 43.4%で最も多く、次いで「リサーチアシスタント」（23.3%）、「テ

ィーチングアシスタント」（20.7%）となっている。 

（10） 貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類 

「奨学金・研究奨励金を受けていない」が 48.3%で最も多く、次いで「日本学生支援

機構」（27.0%）、「日本学術振興会」（9.7%）、「左記以外の公的機関」（11.0%）。「民間（企

業・非営利団体）」（8.8%）となっている。 
 

1
端数処理により図の数値の合計と一致しない。 

51 

                                                        



 

（人）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

【進学時期】

2013年（博士課程1年）

2012年

2011年

2010年

2009年以前

70,991(100%)

69,531(97.9%)

0(0.0%)

1,088(1.5%)

372(0.5%)

46,598(65.6%)

4,652(6.6%)

19,741(27.8%)

15,386(21.7%)

4,739(6.7%)

1,338(1.9%)

3,456(4.9%)

5,853(8.2%)

51,145(72.0%)

6,138(8.6%)

17,016(24.0%)

4,163(5.9%)

23,828(33.6%)

4,460(6.3%)

502(0.7%)

2,230(3.1%)

1,728(2.4%)

58,714(82.7%)

12,277(17.3%)

47,225(66.5%)

23,766(33.5%)

1,879(2.6%)

53,399(75.2%)

10,086(14.2%)

3,384(4.8%)

1,629(2.3%)

614(0.9%)

17,040(24.0%)

17,577(24.8%)

18,763(26.4%)

10,113(14.2%)

7,357(10.4%)

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000

 
（注 1）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。 

（注 2）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野と

は異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-２６ 研究者数（大学院博士課程の在籍者）の属性別割合（1） 
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（人）

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

【雇用関係】

無し

リサーチアシスタント

ティーチングアシスタント

テクニカルアシスタント

その他

【貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類】

受けていない

日本学生支援機構

日本学術振興会

左記以外の公的機関

民間（企業・非営利団体）

17,068(24.0%)

8,341(11.7%)

2,024(2.9%)

3,347(4.7%)

3,356(4.7%)

49,617(69.9%)

2,138(3.0%)

5,539(7.8%)

14,538(20.5%)

3,231(4.6%)

217(0.3%)

274(0.4%)

6,187(8.7%)

8,660(12.2%)

642(0.9%)

3,307(4.7%)

2,492(3.5%)

2,393(3.4%)

4,305(6.1%)

246(0.3%)

1,976(2.8%)

506(0.7%)

1,577(2.2%)

30,779(43.4%)

16,553(23.3%)

14,724(20.7%)

976(1.4%)

7,959(11.2%)

34,254(48.3%)

19,157(27.0%)

6,877(9.7%)

7,786(11.0%)

6,282(8.8%)

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000

理学

農学

保健

 
（注）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。 

図 ３-２７ 研究者数（大学院博士課程の在籍者）の属性別割合（2） 
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第３項 平成 25 年度の活動時間について 

1. 基本的な週のパターン 

（大学院博士課程の在籍者 第 3 表） 
大学院博士課程の在籍者の活動時間は、在籍大学の授業の有無によって大きく影響され

ると考えられる。本調査では、1 年間を 52 週間として、以下の 2 つのパターンに分類し、

パターン毎に平均的な活動時間を調査することとした。 
 

表 ３-５ 大学院博士課程の在籍者の週のパターンの区分 

（a）在籍大学の授業期間 
（b）在籍大学の授業期間以外 

 

1 年間を上記の 2 つのパターンに分類した結果、大学院博士課程の在籍者全体では「在

籍大学の授業期間」が 28.0 週であり、「在籍大学の授業期間以外」が 24.0 週であった。属

性別内訳を図 ３-２８と図 ３-２９に示す。 
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（週）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

【進学時期】

2013年（博士課程1年）

2012年

2011年

2010年

2009年以前

28.0 

28.0 

25.4 

24.3 

28.2 

26.1 

27.8 

29.8 

31.6 

30.8 

28.3 

29.0 

27.3 

27.7 

28.1 

28.3 

26.6 

28.8 

21.8 

29.9 

29.3 

26.7 

34.1 

28.4 

27.1 

33.2 

28.4 

26.0 

23.5 

26.7 

31.8 

31.5 

27.9 

27.5 

24.7 

25.3 

24.0 

24.0 

26.6 

27.7 

23.8 

25.9 

24.2 

22.2 

20.4 

21.2 

23.7 

23.0 

24.7 

24.3 

23.9 

23.7 

25.4 

23.2 

30.2 

22.1 

22.7 

25.3 

17.9 

23.6 

24.9 

18.8 

23.6 

26.0 

28.5 

25.3 

20.2 

20.5 

24.1 

24.5 

27.3 

26.7 

0 13 26 39 52

授業期間の週数 授業期間以外の週数  

（注 1）1 年間を 52 週間としている。 

（注 2）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野と

は異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-２８ 大学院博士課程の在籍者の年間におけるパターン別の週数（1） 
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（週）

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

【雇用関係】

無し

リサーチアシスタント

ティーチングアシスタント

テクニカルアシスタント

その他

【貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類】

受けていない

日本学生支援機構

日本学術振興会

左記以外の公的機関

民間（企業・非営利団体）

29.7 

30.5 

31.7 

27.9 

28.3 

27.2 

27.7 

28.4 

28.1 

26.8 

35.4 

24.8 

26.0 

25.1 

23.7 

31.6 

27.9 

22.8 

30.1 

28.4 

30.9 

26.7 

30.4 

27.6 

28.2 

29.5 

30.8 

25.8 

26.3 

28.4 

27.5 

32.1 

31.0 

22.3 

21.5 

20.3 

24.1 

23.7 

24.8 

24.3 

23.6 

23.9 

25.2 

16.6 

27.2 

26.0 

26.9 

28.3 

20.4 

24.1 

29.2 

21.9 

23.6 

21.1 

25.3 

21.6 

24.4 

23.8 

22.5 

21.2 

26.2 

25.7 

23.6 

24.5 

19.9 

21.0 

0 13 26 39 52

授業期間の週数 授業期間以外の週数

農学

保健

理学

 
（注）1 年間を 52 週間としている。 

図 ３-２９ 大学院博士課程の在籍者の年間におけるパターン別の週数（2） 
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2. 基本的な週のパターンの内訳 

（大学院博士課程の在籍者 第 4 表） 
前述の 2 つの週のパターンにおける、一週間あたりの「大学院博士課程の在籍者として

の活動を行わない日数」を調査した。集計した結果は以下のようになった。 

 

表 ３-６ 大学院博士課程の在籍者の基本的な週のパターンの内訳 

週のパターン 大学院博士課程の在籍者と

しての活動を行う日数 
大学院博士課程の在籍者と

しての活動を行わない日数 

在籍大学の授業期間 5.3 日 1.7 日 
在籍大学の授業期間以外 4.9 日 2.1 日 

 

 

3. 年間における活動パターン別の日数 

（大学院博士課程の在籍者 第 5 表） 
大学院博士課程の在籍者の活動を以下の活動パターンに区分し、1 年間当たりの日数の

集計を行った。 
 

表 ３-７ 大学院博士課程の在籍者の活動パターンの区分 

大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日 在籍大学の授業期間 
 在籍大学の授業期間以外 
大学院博士課程の在籍者としての活動を行わない日  

 
大学院博士課程の在籍者全体としては、「大学院博士課程の在籍者としての活動を行う

日」が 1 年間に 260.9 日 1あり、その内訳は「在籍大学の授業期間」（142.7 日）が多かった。

大学院博士課程の在籍者の属性別内訳を図 ３-３０と図 ３-３１に示す。 
 
 

1
端数処理により図の数値の合計と一致しない。 
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（日）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

【進学時期】

2013年（博士課程1年）

2012年

2011年

2010年

2009年以前

142.7 

143.3 

110.9 

135.3 

145.2 

131.6 

139.5 

150.8 

157.8 

142.3 

149.5 

148.0 

140.3 

149.4 

144.4 

154.4 

132.6 

142.6 

97.9 

146.2 

150.9 

136.7 

171.5 

145.0 

138.2 

187.9 

150.1 

117.7 

88.9 

110.1 

159.3 

163.6 

145.3 

142.6 

121.2 

117.3 

118.1 

117.8 

128.0 

141.5 

118.7 

123.7 

115.4 

101.8 

89.8 

104.1 

115.9 

102.6 

123.9 

127.3 

118.4 

125.0 

126.8 

108.0 

127.4 

105.8 

105.1 

124.4 

88.0 

117.1 

120.2 

101.0 

121.5 

111.0 

114.0 

91.7 

85.6 

101.2 

121.0 

122.8 

129.5 

124.2 

103.1 

102.9 

125.1 

87.1 

100.0 

108.6 

109.2 

111.4 

116.4 

117.7 

98.6 

113.5 

99.8 

87.3 

101.1 

84.6 

104.6 

113.4 

138.7 

112.0 

108.0 

102.9 

104.5 

101.9 

105.6 

75.1 

92.4 

135.3 

161.1 

162.2 

119.1 

99.3 

97.7 

98.5 

113.3 

122.5 

0 91 182 273 364

大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数(授業期間)
大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数(授業期間以外)
大学院博士課程の在籍者としての活動を行わない日数(全ての期間)  

（注 1）1 年間を 52 週間としているため日数の合計は 364 日となる。 

（注 2）端数処理により内訳の合計が 364 日になっていない場合がある。 

（注 3）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野と

は異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-３０ 大学院博士課程の在籍者の 1 年間における活動パターン別の日数（1） 
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（日）

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

【雇用関係】

無し

リサーチアシスタント

ティーチングアシスタント

テクニカルアシスタント

その他

【貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類】

受けていない

日本学生支援機構

日本学術振興会

左記以外の公的機関

民間（企業・非営利団体）

150.2 

152.6 

154.9 

141.6 

150.0 

139.8 

145.4 

155.3 

143.8 

144.3 

198.5 

137.8 

130.0 

126.4 

127.7 

158.8 

159.4 

94.6 

146.3 

159.0 

151.2 

137.4 

141.0 

134.4 

150.9 

159.1 

157.5 

125.9 

128.7 

152.4 

158.2 

162.9 

149.1 

100.0 

95.4 

98.2 

110.5 

101.7 

125.8 

127.5 

129.1 

118.4 

135.3 

92.1 

126.3 

132.3 

132.1 

152.0 

104.6 

140.9 

118.9 

101.5 

83.8 

102.8 

127.5 

94.2 

113.4 

124.6 

117.0 

103.0 

126.9 

116.1 

125.6 

139.5 

100.1 

106.9 

113.8 

115.9 

110.8 

111.9 

112.3 

98.3 

91.1 

79.6 

101.8 

84.4 

73.4 

99.8 

101.6 

105.5 

84.2 

100.6 

63.7 

150.5 

116.2 

121.2 

109.9 

99.1 

128.8 

116.2 

88.5 

87.9 

103.5 

111.2 

119.2 

86.0 

66.2 

100.9 

108.1 

0 91 182 273 364

大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数(授業期間)
大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数(授業期間以外)
大学院博士課程の在籍者としての活動を行わない日数(全ての期間)

農学

保健

理学

 
（注 1）1 年間を 52 週間としているため日数の合計は 364 日となる。 

（注 2）端数処理により内訳の合計が 364 日になっていない場合がある。 

図 ３-３１ 大学院博士課程の在籍者の 1 年間における活動パターン別の日数（2） 
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4. 活動パターン別の標準的な 1 日における職務時間について 

（大学院博士課程の在籍者 第 6 表） 
大学院博士課程の在籍者の 1 日における活動時間について、以下の諸活動で構成される

と仮定して、活動パターン別に、「標準的な 1 日」を想定して時間数を調査した。 

 

表 ３-８ 大学院博士課程の在籍者の活動パターンの区分 

研究活動 
本人の論文作成を目的とした研究活動 
本人の論文作成以外を目的とした研究活動 

研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動 

 
 

（1） 在籍大学の授業期間 

在籍大学の授業期間における回答者全体の活動時間の平均は 7 時間 46 分であった。

そのうち「研究活動」は 6 時間 19 分、「研究活動以外」は 1 時間 26 分であった。1（図 ３-３
２） 

（2） 在籍大学の授業期間以外 

在籍大学の授業期間以外における大学院博士課程の在籍者者全体の活動時間の平均

は 7 時間 47 分であった。そのうち「研究活動」は 6 時間 38 分、「研究活動以外」は 1
時間 08 分であった。1（図 ３-３２） 

 
 

（時間：分）

a_在籍大学の授業

期間

b_在籍大学の授業

期間以外

4:31

5:00

1:48

1:37

1:26

1:08

総活動時間 7:46

総活動時間 7:47

本人の論文作成を目的とした研究活動

本人の論文作成以外を目的とした研究活動

研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動
 

図 ３-３２ 大学院博士課程の在籍者の標準的な 1 日における活動時間 

 

1 端数処理により図の数値の合計と一致しない。 
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5. 年間活動時間の内訳 

（大学院博士課程の在籍者 第 7 表） 
1 年間における活動パターン別の日数と活動パターン別の標準的な 1 日における活動時

間を乗じることで、年間の活動時間を集計した。 
その結果、大学院博士課程の在籍者全体の平均年間活動時間は 2,494 時間であった。

そのうち「研究活動」は 2,095 時間、「研究活動以外」は 399 時間であった。1（図 ３-３
３） 
 

 

総数 1,552 542 399 総活動時間 2,494 

本人の論文作成を目的とした研究活動

本人の論文作成以外を目的とした研究活動

研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動

研究活動

 

図 ３-３３ 大学院博士課程の在籍者の年間活動時間の内訳 

 
大学院博士課程の在籍者の属性別の傾向は以下のとおりである。なお、「大学等の種類」

はほとんどが「大学の学部」のため、ここでは特に言及しない。（図 ３-３４と図 ３-３５） 
 

 

（1） 組織の形態 

総活動時間は「国立」（2,602 時間）が最も長く、「私立」（2,314 時間）、「公立」（2,185
時間）が続く。研究活動に要する時間も同様の傾向であった。 

（2） 組織の学問区分 

総活動時間は「農学」（2,980 時間）が最も長く、次いで「理学」（2,939 時間）が長か

った。平成 25 年調査の結果は、前回の調査結果と比べて「工学」を除く各学問分野で

「研究活動」が短く、中でも「人文・社会科学」で 251 時間、「農学」で 247 時間短く

なっている。 

（3） 国籍 

総活動時間は「日本」が 2,499 時間、「外国」が 2,474 時間であった。 

1 端数処理により図の数値の合計と一致しない。 

61 

                                                        



 

（4） 性別 

「男性」（2,571 時間）が「女性」（2,341 時間）よりも総活動時間が長かった。 

（5） 年齢階層 

回答者数が少ない「65 歳～」を除くと、年齢階層が上がると総活動時間が短くなる傾

向があった。 

（6） 進学時期 

総活動時間は「2011 年」（2,641 時間）が最も長く、「2009 年以前」（1,970 時間）が最

も短かった。 

（7） 回答者の専門分野別区分 

「薬学」（3,533 時間）で総活動時間が最も長かった。 

（8） 雇用関係 

総活動時間は「リサーチアシスタント」（2,898 時間）が最も長く、次いで「ティーチ

ングアシスタント」（2,846 時間）が長かった。 

（9） 貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類 

「日本学術振興会」から給付を受けている者（3,301 時間）が最も総活動時間が長か

った。 
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（時間）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

【進学時期】

2013年（博士課程1年）

2012年

2011年

2010年

2009年以前

1552 

1546 

1865 

1824 

1657 

1408 

1341 

1251 

1144 

1323 

1422 

1221 

1675 

2077 

1711 

2020 

1485 

1188 

1163 

1158 

1233 

1556 

1533 

1646 

1366 

1855 

1693 

1181 

727 

724 

1234 

1533 

1609 

1684 

1480 

1231 

542 

546 

337 

448 

559 

432 

529 

551 

575 

598 

477 

564 

537 

581 

553 

567 

510 

569 

507 

649 

485 

535 

579 

542 

543 

675 

596 

371 

297 

276 

322 

605 

533 

559 

496 

440 

399 

403 

221 

233 

386 

345 

445 

420 

496 

601 

356 

356 

394 

281 

337 

393 

463 

395 

310 

446 

354 

407 

362 

383 

432 

416 

431 

311 

235 

242 

372 

408 

402 

399 

457 

298 

総活動時間 2494 

2495 

2423 

2505 

2602 

2185 

2314 

2223 

2215 

2521 

2255 

2141 

2606 

2939 

2601 

2980 

2458 

2152 

1980 

2253 

2072 

2499 

2474 

2571 

2341 

2946 

2721 

1863 

1259 

1243 

1929 

2547 

2544 

2641 

2433 

1970 

0 1000 2000 3000 4000

本人の論文作成を目的とした研究活動

本人の論文作成以外を目的とした研究活動

研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動  
（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-３４ 大学院博士課程の在籍者の年間活動時間の属性別内訳（1） 
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（時間）

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

【雇用関係】

無し

リサーチアシスタント

ティーチングアシスタント

テクニカルアシスタント

その他

【貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類】

受けていない

日本学生支援機構

日本学術振興会

左記以外の公的機関

民間（企業・非営利団体）

1241 

1157 

1332 

1346 

1288 

1691 

1678 

2253 

1710 

2061 

1736 

1629 

1829 

1278 

1571 

1112 

2571 

833 

1196 

1237 

1114 

1166 

1302 

1402 

1831 

1750 

1159 

1240 

1286 

1832 

2256 

1577 

1479 

553 

595 

665 

470 

464 

528 

646 

573 

543 

539 

710 

525 

403 

496 

674 

655 

592 

344 

670 

468 

702 

629 

676 

480 

669 

587 

625 

428 

458 

641 

649 

569 

525 

412 

441 

550 

321 

349 

396 

285 

292 

341 

402 

415 

303 

223 

490 
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942 

371 

301 

394 

675 

458 

222 

325 

351 

398 

510 

358 

389 

365 

466 

396 

438 

357 

2206 

2192 

2547 

2137 

2101 

2614 

2609 

3119 

2594 

3002 

2860 

2457 

2456 

2265 

3153 

2709 

3533 

1478 

2260 

2380 

2274 

2017 

2302 

2233 

2898 

2846 

2142 

2056 

2109 

2940 

3301 

2583 

2361 

0 1000 2000 3000 4000

本人の論文作成を目的とした研究活動

本人の論文作成以外を目的とした研究活動

研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動

農学

理学

保健

 

図 ３-３５ 大学院博士課程の在籍者の年間活動時間の属性別内訳（2） 
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6. 年間活動時間の割合について 

（大学院博士課程の在籍者 第 8 表） 
各活動の年間従事割合（年間の各活動に従事した時間を年間の総活動時間で除した値）

を算出した。 
大学院博士課程の在籍者全体の「研究活動」に対する従事割合は 84.0%1であり、「研究

活動以外」に対する従事割合は 16.0%であった。（図 ３-３６） 

 

（%）

総数 62.2 21.7 16.0 

0 20 40 60 80 100

本人の論文作成を目的とした研究活動

本人の論文作成以外を目的とした研究活動

研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動

研究活動

 

図 ３-３６ 大学院博士課程の在籍者の各活動に対する年間従事割合 

 
大学院博士課程の在籍者の属性別内訳を図 ３-３７と図 ３-３８に示す。 

 

1 端数処理により図の数値の合計と一致しない。 
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（%）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

【進学時期】

2013年（博士課程1年）

2012年

2011年

2010年

2009年以前

62.2 

62.0 

77.0 

72.8 

63.7 

64.4 

57.9 

56.3 

51.7 

52.5 

63.1 

57.0 

64.3 

70.6 

65.8 

67.8 

60.4 

55.2 

58.8 

51.4 

59.5 

62.3 

62.0 

64.0 

58.3 

63.0 

62.2 

63.4 

57.7 

58.3 

64.0 

60.2 

63.3 

63.7 

60.8 

62.5 

21.7 

21.9 

13.9 

17.9 

21.5 

19.8 

22.8 

24.8 

25.9 

23.7 

21.2 

26.4 

20.6 

19.8 

21.2 

19.0 

20.8 

26.5 

25.6 

28.8 

23.4 

21.4 

23.4 

21.1 

23.2 

22.9 

21.9 

19.9 

23.6 

22.2 

16.7 

23.7 

20.9 

21.2 

20.4 

22.3 

16.0 

16.2 

9.1 

9.3 

14.8 

15.8 

19.2 

18.9 

22.4 

23.8 

15.8 

16.6 

15.1 

9.6 

13.0 

13.2 

18.8 

18.4 

15.7 

19.8 

17.1 

16.3 

14.6 

14.9 

18.5 

14.1 

15.8 

16.7 

18.7 

19.5 

19.3 

16.0 

15.8 

15.1 

18.8 

15.1 

0 20 40 60 80 100

本人の論文作成を目的とした研究活動

本人の論文作成以外を目的とした研究活動

研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動  

（注 1）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。 

（注 2）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野と

は異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-３７ 大学院博士課程の在籍者の各活動に対する年間従事割合の属性別内訳（1） 
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（%）

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

【雇用関係】

無し

リサーチアシスタント

ティーチングアシスタント

テクニカルアシスタント

その他

【貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類】

受けていない

日本学生支援機構

日本学術振興会

左記以外の公的機関

民間（企業・非営利団体）

56.3 

52.8 

52.3 

63.0 

61.3 

64.7 

64.3 

72.3 

65.9 

68.7 

60.7 

66.3 

74.5 

56.4 

49.8 

41.1 

72.8 

56.3 

52.9 

52.0 

49.0 

57.8 

56.5 

62.8 

63.2 

61.5 

54.1 

60.3 

61.0 

62.3 

68.4 

61.0 

62.6 

25.1 

27.1 

26.1 

22.0 

22.1 

20.2 

24.8 

18.4 

20.9 

17.9 

24.8 

21.4 

16.4 

21.9 

21.4 

24.2 

16.7 

23.3 

29.7 

19.7 

30.9 

31.2 

29.4 

21.5 

23.1 

20.6 

29.2 

20.8 

21.7 

21.8 

19.6 

22.0 

22.2 

18.7 

20.1 

21.6 

15.0 

16.6 

15.1 

10.9 

9.4 

13.2 

13.4 

14.5 

12.3 

9.1 

21.6 

28.8 

34.8 

10.5 

20.4 

17.4 

28.4 

20.1 

11.0 

14.1 

15.7 

13.7 

17.9 

16.7 

18.9 

17.3 

15.9 

12.0 

17.0 

15.1 

0 20 40 60 80 100

本人の論文作成を目的とした研究活動

本人の論文作成以外を目的とした研究活動

研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動

理学

農学

保健

 
（注）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。 

図 ３-３８ 大学院博士課程の在籍者の各活動に対する年間従事割合の属性別内訳（2） 
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7. 研究従事率について（FTE 換算係数） 

（大学院博士課程の在籍者 第 8 表・第 9 表） 
研究従事率（年間の研究活動に従事した時間を年間の総活動時間で除した値）を属性別

に算出した。大学院博士課程の在籍者の属性別の傾向は以下のとおりである。なお、「大学

等の種類」はほとんどが「大学の学部」のため、ここでは特に言及しない。（図 ３-３９と

図 ３-４０） 
 

（1） 組織の形態 

研究従事率は「国立」（85.2％）が最も高く、「私立」（80.8%）が最も低かった。 

（2） 組織の学問区分 

研究従事率は「理学」（90.4％）が最も高かった。 

（3） 国籍 

研究従事率は「日本」が 83.7%、「外国」が 85.4%であった。 

（4） 性別 

「男性」が「女性」よりも 3.6 ポイント研究従事率が高かった。 

（5） 年齢階層 

「～24 歳」（85.9%）で最も研究従事率が高かった。 

（6） 進学時期 

進学時期による違いは特に見られなかった。 

（7） 回答者の専門分野別区分 

「医学（基礎系・社会系）」（90.9%）、「理学（実験系）」（90.6%）で研究従事率が高か

った。 

（8） 雇用関係 

「リサーチアシスタント」（86.3%）で最も研究従事率が高かった。 

（9） 貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類 

「日本学術振興会」（88.0%）からの給付を受けている者が最も研究従事率が高かった。 
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（%）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

【進学時期】

2013年（博士課程1年）

2012年

2011年

2010年

2009年以前

84.0 

83.8 

90.9 

90.7 
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84.2 
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81.1 

77.6 

76.2 

84.2 

83.4 

84.9 
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87.0 
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81.6 

84.3 

80.2 

82.9 

83.7 

85.4 

85.1 

81.5 

85.9 

84.2 
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81.3 
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84.9 
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（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-３９ 大学院博士課程の在籍者の属性別の研究従事率（1） 
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（%）

【専門分野別区分】

人文社会系
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　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学系

　理学（理論系）

　理学（実験系）
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図 ３-４０ 大学院博士課程の在籍者の属性別の研究従事率（2） 
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第４項 その他研究活動に付随する項目について 

今回の調査では、大学院博士課程の在籍者の活動時間に付随する項目として、以下のデ

ータを取得した。詳細は統計表を参照されたい。 
 

1. 雇用関係の種類 

（大学院博士課程の在籍者 第 10 表） 
 

2. 貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類 

（大学院博士課程の在籍者 第 11 表） 
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第３節 医局員・その他の研究員 

第１項 回収数及び回収率 

（医局員・その他の研究員 第 1 表） 
調査対象となった 4,644 人から 2,209 件の回答を得た（回収率 47.6%）。そのうち、集計

に際しては、平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先が国内の大学等であり、かつ設問 15、16
について論理的な誤りが無いもの 1、あるいは、誤りが修正可能な回答を対象とし、それ

らを「有効回答」とした。その結果、医局員・その他の研究員の有効回答数は 1,940 件（有

効回答率 41.8%）となり、これに基づいて以下の集計を行った。 
属性毎の有効回答率は図 ３-４１に示すとおりとなった。属性毎の母集団数については、

科学技術研究調査の結果を用いた。 
 

（1） 大学等の種類 

「大学の学部」が 39.4%、「短大」が 100%、「附置研究所」が 45.0%、「その他」が 51.5%
の有効回答率であった。 

（2） 組織の形態 

「国立」（46.2%）からの有効回答率が最も高かった。 

（3） 組織の学問区分 

「教育」が 60.0%と高かった。なお「農学」分野については医局員・その他の研究員

の人数が母集団においても少ないことから、抽出率 100%（全数を抽出）で調査してい

る。 
 

1 例えば、1 週間の日数が 7 日よりも大きくなるものや 1 日の活動時間が 20 時間を超える場合等を指す。 
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（%）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

41.8 

39.4 

100 

45.0 

51.5 

46.2 

30.0 

33.2 

32.3 

28.2 

25.0 

24.8 

38.8 

43.3 

55.8 

56.0 

38.5 

33.1 

40.6 

28.6 

60.0 

32.0 

0 20 40 60 80 100

 
（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告した専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-４１ 医局員・その他の研究員の属性別有効回答率 
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第２項 研究者数 1の各種属性別の内訳 

（医局員・その他の研究員 第 2 表） 
属性毎の割合は以下のとおりとなった。（図 ３-４２、図 ３-４３、図 ３-４４） 
 

（1） 大学等の種類 

本調査の集計結果では、「大学の学部」が 83.9%、「短大」が 0.1%、「附置研究所」が

7.4%、「その他」が 8.6%であった。平成 25 年科学技術研究調査によると、「大学の学部」

が 85.3%、「短期大学」が 0.0%、「大学附置研究所」が 7.2%、「その他」が 7.5%となって

おり、母集団と比較して、ほぼ同じ割合となっている。 

（2） 組織の形態 

「国立」が 65.7%、「公立」が 5.2%、「私立」が 29.0%であった。平成 25 年科学技術研

究調査によると、「国立」が 58.3%、「公立」が 7.5%、「私立」が 34.2%となっており、母

集団と比較して、「国立」が多く、「私立」が少ない結果となった。 

（3） 組織の学問区分 

組織の学問区分を見ると、「人文・社会科学及びその他」が 7.3%、「理学」が 10.4%、

「工学」が 10.7%、「農学」が 2.7%、「保健」が 68.9%となっている。 

（4） 研究者の区分 

「医局員」が 46.2％、「その他の研究員」が 53.8%であった。 

（5） 国籍 

大多数が「日本」（95.1%）に国籍を有している。 

（6） 性別 

性別比は、「男性」が 55.4%、「女性」が 44.6%であった。 

（7） 年齢階層 

「～24 歳」が 0.5%、「25 歳～34 歳」が 57.2%、「35 歳～44 歳」が 31.6%、「45 歳～54
歳」が 6.9%、「55 歳～64 歳」が 2.6%、「65 歳～」が 1.2%であった。 

（8） 医局員・その他の研究者となった時期 

医局員・その他の研究員の現職場での勤務開始時期については、「2013 年」が 4.4%、

「2012 年」が 30.8%、「2011 年」が 21.2%、「2010 年」が 13.1%、「2009 年」が 8.7%、「そ

れ以前」が 20.5%であった。 

1 ここで言う研究者数とは、回答から得られた結果から推定した推定母集団数を指す。 
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（9） 最終学位 

「博士」（40.6%）が最も多く、次いで「学士」（29.6%）、「修士」（15.8%）であった。 

（10） 平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先 

平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先は、「現在と同じ」が 95.8%、「他の大学等」が 4.2%
であった。集計にあたっては、平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先が「現在と同じ」回答

者と、「他の大学等」のうち、「学校名等」「学部・学科名等」の記入内容が国内の大学

等の回答者を集計対象とした。 

（11） 専門分野別区分 

専門分野別区分は、回答者の自己申告によるものであり、所属している学部等の科学

技術研究調査における組織の学問区分と異なっている可能性があることに注意する必

要がある。 
専門分野別区分を見ると、「人文・社会科学及びその他」が 9.7%、「理学」が 15.2%、

「工学」が 8.8%、「農学」が 4.8%、「保健」が 61.6%と、組織の学問区分と比べて「理学」

が多く、「工学」が少なくなっている。 

（12） 研究者としての状況 

「大学院博士課程（後期）在籍中」が 12.6％、「ポストドクター」が 32.6%、「いずれ

にも該当しない」が 54.8%であった。 

（13） 任期の有無 

「任期有り」が 62.5%、「任期無し」が 37.5%で、多くの回答者が任期付きの勤務形態

である。 

（14） 雇用形態 

「プロジェクト雇用」が 37.7%、「いずれにも該当しない」が 62.3%であった。 

（15） 兼務の状況 

「学外での兼務無し」が 66.8%、「学外での兼務有り」が 33.2%であった。「学外での

兼務有り」の研究者について、その兼務先（複数回答可）を見ると、「他の大学等の職

務を兼務」が 8.7%、「公的機関の職務を兼務」が 12.2%、「非営利団体の職務を兼務」が

5.6%、「企業の職務を兼務」が 10.1%、「外国の機関の職務を兼務」が 0.1%（それぞれ%
は全体に占める割合）となっている。 

（16） 職歴 

職歴（複数回答可）は、「大学等のみ」が 52.2%、「公的機関有り」が 29.5%、「非営利

団体有り」が 8.6%、「企業有り」が 21.9%であった。このうち、外国機関での勤務経験

は、「大学等（外国）有り」が 5.7%、「公的機関（外国）有り」が 1.8%、「非営利団体（外

国）有り」が 0.6%、「企業（外国）有り」が 0.9%であった。 
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（17） 平成 24 年度に得た研究資金の金額 

平成 24 年度に得た研究資金について、「内部資金」「外部資金」「外部資金のうち競争

的資金」それぞれの有無は、「内部資金無し」が 90.8%、「内部資金有り」が 8.3%、「外

部資金無し」が 83.6%、「外部資金有り」が 16.4%、「外部資金のうち競争的資金無し」

が 87.1%、「外部資金のうち競争的資金有り」12.4%（「外部資金のうち競争的資金」の％

は全体に占める割合）であった。なお、合計が 100%とならないのは設問への無回答者

がいるためである。 
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（人）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【研究者の区分】

医局員

その他の研究員

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

27,079(100%)

22,711(83.9%)

15(0.1%)

2,013(7.4%)

2,340(8.6%)

17,803(65.7%)

1,420(5.2%)

7,856(29.0%)

1,488(5.5%)

327(1.2%)

104(0.4%)

208(0.8%)

848(3.1%)

25,107(92.7%)

2,821(10.4%)

2,891(10.7%)

735(2.7%)

18,660(68.9%)

484(1.8%)

15(0.1%)

223(0.8%)

246(0.9%)

12,509(46.2%)

14,570(53.8%)

25,761(95.1%)

1,318(4.9%)

15,001(55.4%)

12,078(44.6%)

128(0.5%)

15,477(57.2%)

8,565(31.6%)

1,862(6.9%)

714(2.6%)

333(1.2%)

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

 
（注 1）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。 

（注 2）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野と

は異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-４２ 研究者数（医局員・その他の研究員）の属性別割合（1） 
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（人）

【医局員・その他の研究者となった時期】

2013年

2012年

2011年

2010年

2009年

それ以前

【最終学位】

学士

修士

博士

博士課程満期退学・単位取得退学

専門職学位

その他

【平成25年3月31日時点の勤務先】

現在と同じ

他の大学等

公的機関

非営利団体

企業

外国の機関

その他（無職等）

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

1,205(4.4%)

8,342(30.8%)

5,734(21.2%)

3,547(13.1%)

2,369(8.7%)

5,549(20.5%)

8,004(29.6%)

4,290(15.8%)

10,988(40.6%)

1,102(4.1%)

743(2.7%)

1,952(7.2%)

25,933(95.8%)

1,146(4.2%)

-

-

-

-

-

1,904(7.0%)

1,100(4.1%)

190(0.7%)

192(0.7%)

423(1.6%)

24,455(90.3%)

861(3.2%)

3,247(12.0%)

2,379(8.8%)

1,238(4.6%)

46(0.2%)

5(0.0%)

2,578(9.5%)

11,230(41.5%)

224(0.8%)

1,549(5.7%)

651(2.4%)

448(1.7%)

720(2.7%)

43(0.2%)

195(0.7%)

105(0.4%)

376(1.4%)

0 5,000 10,000 15,000 20,000 25,000 30,000

理学

農学

保健

 

（注）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。 

図 ３-４３ 研究者数（医局員・その他の研究員）の属性別割合（2） 
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（人）

【研究者としての状況】

大学院博士課程（後期）在籍中

ポストドクター

いずれにも該当しない

【任期の有無】

任期無し

任期有り

【雇用形態】

科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用

科学研究費助成事業以外の競争的資金

　によるプロジェクト雇用

その他の公的資金によるプロジェクト雇用

その他のプロジェクト雇用

いずれにも該当しない

【兼務の状況】

学外での兼務無し

他の大学等の職務を兼務

公的機関の職務を兼務

非営利団体の職務を兼務

企業の職務を兼務

外国の機関の職務を兼務

【職歴】

大学等のみ

公的機関有り

非営利団体有り

企業有り

大学等（外国）有り

公的機関（外国）有り

非営利団体（外国）有り

企業（外国）有り

【平成24年度に得た研究資金の金額】

内部資金

　無し

　有り

外部資金

　無し

　有り

うち競争的資金

　無し

　有り

3,408(12.6%)

8,832(32.6%)

14,839(54.8%)

10,143(37.5%)

16,936(62.5%)

3,485(12.9%)

2,411(8.9%)

2,729(10.1%)

1,583(5.8%)

16,870(62.3%)

18,076(66.8%)

2,352(8.7%)

3,311(12.2%)

1,511(5.6%)

2,727(10.1%)

40(0.1%)

14,141(52.2%)

7,983(29.5%)

2,340(8.6%)

5,942(21.9%)

1,541(5.7%)

493(1.8%)

165(0.6%)

234(0.9%)

24,587(90.8%)

2,236(8.3%)

22,636(83.6%)

4,443(16.4%)

23,599(87.1%)

3,359(12.4%)

0 5000 10000 15000 20000 25000 30000

 
（注）端数処理により内訳の合計が 100%になっていない場合がある。また、研究資金については設問へ

の無回答者がいるため合計が 100%とならない。 

図 ３-４４ 研究者数（医局員・その他の研究員）の属性別割合（3） 
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第３項 平成 24 年度の活動時間について 

1. 平均的な一週間の内訳 

（医局員・その他の研究員 第 3 表） 
医局員・その他の研究員の活動パターンは、年間を通じておおむね同様の活動形態にあ

ると仮定して、期間を短縮して一週間を基準として、「休日数」（職務を行わない日）を調

査することとした。集計した結果は以下のようになった。 
 

表 ３-９ 医局員・その他の研究員の職務を行う日数及び職務を行わない日数 

職務を行う日数 職務を行わない日数 
5.4 日 1.6 日 

 
 
医局員・その他の研究員の属性別内訳を（図 ３-４５、図 ３-４６、図 ３-４７）に示

す。 
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（日）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【研究者の区分】

医局員

その他の研究員

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

5.4 

5.5 

5.3 

5.2 

5.4 

5.4 

5.5 

4.9 

5.0 

4.8 

4.9 

4.9 

5.5 

5.3 

5.1 

5.3 

5.6 

5.0 

5.1 

4.9 

5.7 

5.2 

5.4 

5.3 

5.5 

5.3 

5.5 

5.6 

5.3 

5.1 

5.0 

4.4 

1.6 

1.5 

1.7 

1.8 

1.6 

1.6 

1.5 

2.1 

2.0 

2.2 

2.1 

2.1 

1.5 

1.7 

1.9 

1.7 

1.4 

2.0 

1.9 

2.1 

1.3 

1.8 

1.6 

1.7 

1.5 

1.7 

1.5 

1.4 

1.7 

1.9 

2.0 

2.6 

0 1 2 3 4 5 6 7

職務を行う日数 職務を行わない日数

 
（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野と

は異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-４５ 医局員・その他の研究員の平均的な一週間の内訳（1） 

81 



 

（日）

【医局員・その他の研究者となった時期】

2013年

2012年

2011年

2010年

2009年

それ以前

【最終学位】

学士

修士

博士

博士課程満期退学・単位取得退学

専門職学位

その他

【平成25年3月31日時点の勤務先】

現在と同じ

他の大学等

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

5.7 

5.4 

5.5 

5.4 

5.3 

5.5 

5.5 

5.4 

5.0 

4.9 

5.7 

5.4 

5.7 

5.0 

5.0 

4.8 

5.1 

5.5 

5.1 

5.3 

5.1 

5.2 

5.3 

5.4 

5.7 

4.5 

5.4 

5.6 

5.2 

5.0 

5.1 

4.9 

4.7 

5.2 

1.3 

1.6 

1.5 

1.6 

1.7 

1.5 

1.5 

1.6 

2.0 

2.1 

1.3 

1.6 

1.3 

2.0 

2.0 

2.2 

1.9 

1.5 

1.9 

1.7 

1.9 

1.8 

1.7 

1.6 

1.3 

2.5 

1.6 

1.4 
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2.0 
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職務を行う日数 職務を行わない日数

理学

農学

保健

 

図 ３-４６ 医局員・その他の研究員の平均的な一週間の内訳（2） 
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（日）

【研究者としての状況】

大学院博士課程（後期）在籍中

ポストドクター

いずれにも該当しない

【任期の有無】

任期無し

任期有り

【雇用形態】

科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用

科学研究費助成事業以外の競争的資金

　によるプロジェクト雇用

その他の公的資金によるプロジェクト雇用

その他のプロジェクト雇用

いずれにも該当しない

【兼務の状況】

学外での兼務無し

他の大学等の職務を兼務

公的機関の職務を兼務

非営利団体の職務を兼務

企業の職務を兼務

外国の機関の職務を兼務

【職歴】

大学等のみ

公的機関有り

非営利団体有り

企業有り

大学等（外国）有り

公的機関（外国）有り

非営利団体（外国）有り

企業（外国）有り

【平成24年度に得た研究資金の金額】

内部資金

　無し

　有り

外部資金

　無し

　有り

うち競争的資金

　無し

　有り

5.7 

5.4 

5.4 

5.7 

5.3 

5.3 
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5.2 
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5.6 
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5.3 
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1.6 
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1.7 

1.8 

1.8 

1.8 

1.4 

1.6 

1.7 

1.4 

1.3 

1.5 

1.6 

1.5 

1.4 

1.8 

1.7 

1.7 

1.4 

2.0 
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1.4 

1.6 

1.5 

0 1 2 3 4 5 6 7

職務を行う日数 職務を行わない日数  

図 ３-４７ 医局員・その他の研究員の平均的な一週間の内訳（3） 
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2. 平均的な 1 日における活動時間について 

（医局員・その他の研究員 第 3 表） 
医局員・その他の研究員の研究活動を行う平均的な 1 日における活動時間について、以

下の諸活動で構成されると仮定して、「平均的な 1 日」を想定して時間数を調査した。 
 

表 ３-１０ 医局員・その他の研究員の活動パターンの区分 

研究活動 
本人の論文作成を目的とした研究活動 
本人の論文作成以外を目的とした研究活動 

社会サービス活動 

医療関連 
教育関連 
研究関連 
その他 

その他の職務活動（学内事務等） 

 

医局員・その他の研究員全体の平均的 1 日における総活動時間の平均は 9 時間 50 分で

あった。そのうち「研究活動」は 4 時間 26 分、「社会サービス活動」は 4 時間 40 分 1であ

った。（図 ３-４８） 
 

総数 2:45 1:41 0:20 3:43 0:26 0:10 0:42 総活動時間 9:50

研究活動（本人の論文作成を目的とした研究活動）

研究活動（本人の論文作成以外を目的とした研究活動（研究補助など））

社会サービス活動（研究関連）

社会サービス活動（医療関連）

社会サービス活動（教育関連）

社会サービス活動（その他）

その他の職務活動（学内事務等）

 

図 ３-４８ 医局員・その他の研究員の平均的な 1 日における活動時間 

1 端数処理により図の数値の合計と一致しない。 
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3. 平均的な一週間における活動時間について 

（医局員・その他の研究員 第 4 表） 
一週間における「職務を行う日数」と「平均的な 1 日における活動時間」を乗じて求め

た一週間の活動時間を集計した。医局員・その他の研究員全体の平均的な一週間における

総活動時間の平均は 54 時間 39 分であった。そのうち「研究活動」は 24 時間 03 分、「社会

サービス活動」は 26 時間 45 分であった。1（図 ３-４９） 

 

総数 15:09 8:54 1:50 21:34 2:22 0:58 3:50 総活動時間 54:39

研究活動（本人の論文作成を目的とした研究活動）

研究活動（本人の論文作成以外を目的とした研究活動（研究補助など））

社会サービス活動（研究関連）

社会サービス活動（医療関連）

社会サービス活動（教育関連）

社会サービス活動（その他）

その他の職務活動（学内事務等）
 

図 ３-４９ 医局員・その他の研究員の平均的な一週間における活動時間 

 
医局員・その他の研究員の属性別の傾向は以下のとおりである。なお、「国籍」、「平成

25 年 3 月 31 日時点の勤務先」は、ほとんどが「日本」、「現在と同じ」のため、ここでは

特に言及しない。（図 ３-５０、図 ３-５１、図 ３-５２） 

（1） 大学等の種類 

総活動時間は「大学の学部」（55 時間 41 分）が最も長かったが、うち「研究活動」に

ついては「附置研究所」（43 時間 05 分）が最も長かった。 

（2） 組織の形態 

総活動時間は特に組織の形態による違いがみられなかったが、うち「研究活動」につ

いては「私立」（19 時間 47 分）が最も短かった。 

（3） 組織の学問区分 

総活動時間は「保健」（57 時間 58 分）が最も長かったが、うち「研究活動」について

は「理学」（42 時間 49 分）が最も長かった。平成２５年調査の結果では、前回の調査結

果と比べて全体的に総活動時間が短く、中でも「人文・社会科学」で 11 時間 12 分短か

った。 

1 端数処理により図の数値の合計と一致しない。 
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（4） 研究者の区分 

総活動時間は「医局員」が「研究員」よりも 13 時間 37 分長かったが、うち｢研究活

動｣については、｢研究員｣が「医局員」よりも 25 時間 37 分長かった。 

（5） 性別 

総活動時間は「男性」が「女性」よりも 8 時間 47 分長かった。 

（6） 年齢階層 

推定母集団数の少ない「～24 歳」を除くと、年齢階層が上がると総活動時間が短くな

る傾向があった。 

（7） 医局員・その他の研究者となった時期 

特に勤務開始時期による違いはみられなかった。 

（8） 最終学位 

総活動時間は「学士」（56 時間 24 分）が最も長かったが、うち「研究活動」について

は「博士」（35 時間 49 分）が最も長かった。 

（9） 専門分野別区分 

総活動時間は「医学（臨床系）」（62 時間 06 分）が最も長かったが、うち「研究活動」

については「理学（実験系）」（43 時間 45 分）が最も長かった。 

（10） 研究者としての状況 

総活動時間は「大学院博士課程（後期）在籍中」（63 時間 47 分）が最も長かったが、

うち「研究活動」については「ポストドクター」（39 時間 10 分）が最も長かった。 

（11） 任期の有無 

総活動時間は「任期無し」が「任期有り」よりも 10 時間長かったが、うち「研究活

動」については「任期有り」が「任期無し」よりも 15 時間 46 分長かった。 

（12） 雇用形態 

総活動時間は「いずれにも該当しない」（57 時間 54 分）が最も長かったが、うち「研

究活動」については「いずれにも該当しない」（15 時間 17 分）が最も短かった。 

（13） 兼務の状況 

総活動時間は大学以外の機関の職務の兼務者がやや長く、うち「研究活動」について

は、回答者数の少ない「外国の機関の職務を兼務」を除き、「学外での兼務無し」「他の

大学等の職務を兼務」が長かった。 
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（14） 職歴 

総活動時間は「大学等のみ」「公的機関有り」「非営利団体有り」でやや長く、「企業

有り」と外国の機関の職務経験者でやや短かった。うち「研究活動」については外国の

機関の職務経験者でやや長かった。 

（15） 平成 24 年に得た研究資金の金額 

総活動時間については違いがみられなかった。「研究活動」については、「外部資金の

うち競争的資金有り」（37 時間 28 分）と「外部資金有り」（36 時間 45 分）で長かった。 
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（時間：分）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【研究者の区分】

医局員

その他の研究員

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

15:09

13:07

28:03

23:54

17:27

14:17

10:04

14:44

16:42

14:21

17:26

13:20

15:10

30:45

22:44

26:50

11:11

15:09

14:30

15:55

6:37

22:28

14:14

33:03

18:55

10:28

10:35

16:06

14:57

9:28

12:38

14:37

8:54

8:01

15:01

12:11

8:36

8:02

9:42

10:41

8:07

6:57

11:10

12:01

8:45

12:03

12:31

13:13

7:29

11:15

9:44

12:57

3:38

13:25

8:55

8:18

7:58

10:02

12:33

7:54

9:25

12:09

14:00

11:13

1:50

1:43

1:20

3:22

1:44

0:59

2:13

2:44

2:15

1:47

1:36

3:19

1:46

2:09

3:01

1:25

1:32

1:58

1:51

2:01

1:08

2:26

1:48

2:32

1:52

1:47

0:00

1:35

2:06

2:17

2:58

1:53

21:34

25:40

0:03

0:17

20:38

26:26

22:47

0:06

0:00

0:00

0:00

0:11

23:14

0:01

0:02

0:18

31:14

0:54

1:58

0:00

44:39

1:44

22:40

0:02

22:16

20:41

0:00

26:43

17:20

11:10

1:29

0:00

2:22

2:26

1:28

2:26

1:57

2:52

3:14

5:48

8:53

3:48

6:30

4:41

2:06

1:48

2:36

3:17

2:02

5:40

6:04

4:55

1:56

2:45

2:24

1:43

2:42

1:58

2:09

2:13

2:29

2:46

3:50

1:47

0:58

1:00

0:37

0:53

0:46

0:54

1:27

1:28

1:54

0:25

1:54

1:19

0:57

0:40

1:25

1:16

0:54

0:31

0:32

0:22

0:48

1:07

0:59

0:45

1:07

0:47

0:00

0:52

0:40

3:02

1:04

2:06

3:50

3:42

3:29

5:31

3:28

4:44

4:29

7:27

5:30

11:19

5:35

8:12

3:31

2:47

4:08

3:15

3:32

9:26

10:28

7:15

3:11

4:23

3:57

1:26

3:40

4:02

0:16

3:14

4:26

5:23

7:07

1:57

0:00 12:00 24:00 36:00 48:00 60:00 72:00

研究活動（本人の論文作成を目的とした研究活動）

研究活動（本人の論文作成以外を目的とした研究活動（研究補助など））

社会サービス活動（研究関連）

社会サービス活動（医療関連）

社会サービス活動（教育関連）

社会サービス活動（その他）

その他の職務活動（学内事務等）

 
（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-５０ 医局員・その他の研究員の平均的な一週間における活動時間の属性別内訳（1） 
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（時間：分）

【医局員・その他の研究者となった時期】

2013年

2012年

2011年

2010年

2009年

それ以前

【最終学位】

学士

修士

博士

博士課程満期退学・単位取得退学

専門職学位

その他

【平成25年3月31日時点の勤務先】

現在と同じ

他の大学等

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

15:30

17:43

15:48

18:24

12:53

9:52

5:44

9:36

26:33

16:16

5:42

4:47

14:34

28:27

13:59

13:10

11:27

22:22

13:26

15:28

29:22

29:34

21:08

19:03

17:27

30:06

6:22

17:51

4:43

30:52

4:35

7:10

3:54

3:55

7:12

9:13

7:25

7:23

9:38

8:10

7:24

11:18

6:50

10:35

9:15

11:51

9:05

9:52

8:54

8:34

12:19

13:30

8:35

11:19

11:21

8:37

10:44

14:11

13:59

18:35

19:56

13:06

4:27

5:58

1:55

8:17

10:27

9:20

3:45

10:04

14:23

8:10

2:49

1:34

1:50

1:44

1:48

2:06

1:43

1:55

1:59

1:40

1:53

1:16

1:51

1:12

2:27

2:17

1:05

1:57

3:44

1:43

1:48

2:49

2:53

1:43

0:43

0:47

1:06

0:24

1:00

6:16

4:51

4:00

5:41

3:16

4:56

3:56

24:10

22:46

21:32

19:44

25:01

19:45

34:44

25:51

9:20

6:48

29:26

32:20

21:50

15:13

0:13

0:17

0:00

0:00

0:12

23:48

0:00

0:06

0:09

0:03

0:00

3:09

44:36

11:11

42:33

1:42

6:23

1:55

0:00

0:00

0:11

3:38

1:13

2:26

2:49

1:34

1:49

2:54

2:04

1:17

3:11

4:04

0:45

1:05

2:17

4:25

5:10

6:06

3:46

4:35

3:39

2:08

3:10

1:39

2:32

2:17

1:43

2:06

1:42

4:30

3:22

4:05

3:41

2:55

5:37

2:33

5:38

2:03

1:25

0:41

1:23

0:47

0:56

1:04

1:33

0:31

0:54

0:19

0:02

0:39

0:58

1:00

2:07

1:02

8:20

3:23

1:32

0:51

1:04

0:40

1:31

0:57

0:00

0:42

0:43

0:26

1:27

0:47

0:04

2:16

8:01

1:06

2:46

2:03

5:10

3:27

3:54

4:37

2:44

3:45

3:43

3:57

3:22

6:26

2:49

5:37

3:51

3:36

8:23

8:32

5:42

4:54

10:47

3:14

2:12

2:18

3:40

3:19

7:07

2:41

3:07

3:49

2:47

5:44

12:43

12:11

9:36

18:37

8:32

10:10

0:00 12:00 24:00 36:00 48:00 60:00 72:00

研究活動（本人の論文作成を目的とした研究活動）

研究活動（本人の論文作成以外を目的とした研究活動（研究補助など））

社会サービス活動（研究関連）

社会サービス活動（医療関連）

社会サービス活動（教育関連）

社会サービス活動（その他）

その他の職務活動（学内事務等）

理学

農学

保健

 

図 ３-５１ 医局員・その他の研究員の平均的な一週間における活動時間の属性別内訳（2） 
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（時間：分）

【研究者としての状況】

大学院博士課程（後期）在籍中

ポストドクター

いずれにも該当しない

【任期の有無】

任期無し

任期有り

【雇用形態】

科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用

科学研究費助成事業以外の競争的資金

　によるプロジェクト雇用

その他の公的資金によるプロジェクト雇用

その他のプロジェクト雇用

いずれにも該当しない

【兼務の状況】

学外での兼務無し

他の大学等の職務を兼務

公的機関の職務を兼務

非営利団体の職務を兼務

企業の職務を兼務

外国の機関の職務を兼務

【職歴】

大学等のみ

公的機関有り

非営利団体有り

企業有り

大学等（外国）有り

公的機関（外国）有り

非営利団体（外国）有り

企業（外国）有り

【平成24年度に得た研究資金の金額】

内部資金

　無し

　有り

外部資金

　無し

　有り

うち競争的資金

　無し

　有り

16:44

29:29

6:15

7:52

19:31
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図 ３-５２ 医局員・その他の研究員の平均的な一週間における活動時間の属性別内訳（3） 
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4. 活動時間の割合について 

（医局員・その他の研究員 第 5 表） 
医局員・その他の研究員全体の各活動の従事割合（一週間の「各活動に従事した時間」

を一週間の「総活動時間」で除した値）を算出した。 
医局員・その他の研究員全体の「研究活動」に対する従事割合は 44.0%であり、「社会サ

ービス活動」に対する従事割合は 49.0%1であった。（図 ３-５３） 

 

（%）

総数 27.7 16.3 3.4 39.5 4.4 1.8 7.0 
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研究活動(本人の論文作成を目的とした研究活動)
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社会サービス活動(医療関連)
社会サービス活動(教育関連)
社会サービス活動(その他)
その他の職務活動（学内事務等）

 

図 ３-５３ 医局員・その他の研究員の各活動に対する従事割合 

 
医局員・その他の研究員の属性別内訳を図 ３-５４、図 ３-５５、図 ３-５６に示す。 

 

1 端数処理により図の数値の合計と一致しない。 
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（%）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【研究者の区分】

医局員

その他の研究員

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳
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（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分野とは

異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-５４ 医局員・その他の研究員の各活動に対する従事割合の属性別内訳（1） 
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（%）

【医局員・その他の研究者となった時期】
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図 ３-５５ 医局員・その他の研究員の各活動に対する従事割合の属性別内訳（2） 
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（%）

【研究者としての状況】

大学院博士課程（後期）在籍中

ポストドクター

いずれにも該当しない

【任期の有無】

任期無し

任期有り

【雇用形態】

科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用
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　によるプロジェクト雇用
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図 ３-５６ 医局員・その他の研究員の各活動に対する従事割合の属性別内訳（3） 
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5. 研究従事率について（FTE 換算係数） 

（医局員・その他の研究員 第 5 表・第 6 表） 
研究従事率（一週間の研究活動に従事した時間を一週間の総活動時間で除した値）を属

性別に算出した。なお、「国籍」、「平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先」は、ほとんどが「日

本」、「現在と同じ」のため、ここでは特に言及しない。（図 ３-５７、図 ３-５８、図 ３-５
９） 

（1） 大学等の種類 

「附置研究所」（86.0%）の研究従事率が高かった。 

（2） 組織の形態 

「国立」（47.7%）が最も研究従事率が高かった。 

（3） 組織の学問区分 

「保健」（32.2%）で極端に研究従事率が低かった。平成２５年調査の結果では、前回の

調査結果と比べて研究従事率の低い「保健」が有効回答に占める割合が高く、全体の研究

従事率を押し下げている。 

（4） 研究者の区分 

「その他の研究員」が「医局員」よりも 57.7 ポイント研究従事率が高かった。「医局員」

（16.6%）で研究従事率が低かったが、これは臨床等の理由により社会サービス活動従事

率が高いことに原因があると考えられる。 

（5） 性別 

「男性」が「女性」よりも 4.8 ポイント研究従事率が高かった。 

（6） 年齢階層 

回答者の少ない「～24 歳」を除き、年齢階層が高いほど研究従事率が高くなる傾向が

あった。 

（7） 医局員・その他の研究者となった時期 

「2010 年」（48.3%）が最も研究従事率が高かった。 

（8） 最終学位 

「博士」（65.6%）が最も研究従事率が高かった。 

（9） 専門分野別区分 

「理学（実験系）」（85.3%）が最も研究従事率が高かった。 
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（10） 研究者としての状況 

「ポストドクター」（72.3%）が最も研究従事率が高かった。 

（11） 任期の有無 

「任期有り」が「任期無し」よりも 35.6 ポイント研究従事率が高かった。 

（12） 雇用形態 

研究従事率は「プロジェクト雇用」で高く、「いずれにも該当しない」で 26.4%と低い。 

（13） 兼務の状況 

「学外での兼務無し」（53.2%）、「他の大学等の職務を兼務」（43.8%）で研究従事率が

高かった。 

（14） 職歴 

外国の機関での職務経験者で研究従事率が高い傾向がみられた。 

（15） 平成 24 年に得た研究資金の金額 

「外部資金のうち競争的資金有り」（65.4%）、「外部資金有り」（64.2%）で研究従事率

が高かった（「外部資金のうち競争的資金」の％は全体に占める割合）。 
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（%）

総数

【大学等の種類】

大学の学部

短大

附置研究所

その他

【組織の形態】

国立

公立

私立

【組織の学問区分】

人文・社会科学

　文学

　法学

　経済学

　その他の人文・社会科学

自然科学

　理学

　工学

　農学

　保健

その他

　家政

　教育

　その他

【研究者の区分】

医局員

その他の研究員

【国籍】

日本

外国

【性別】

男

女

【年齢階層】

～24歳

25歳～34歳

35歳～44歳

45歳～54歳

55歳～64歳

65歳～

44.0 

38.0 

86.0 

74.3 

47.7 

38.3 

36.6 

59.1 

57.2 

55.2 

64.7 

58.9 

43.1 

85.2 

75.8 

80.7 

32.2 

58.8 

53.7 

66.4 

16.6 

74.2 

42.1 

86.4 

45.9 

41.2 

90.5 

40.9 

47.4 

46.7 

61.8 

76.9 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

 
（注）組織の学問区分は科学技術研究調査データを用いているため、回答者が自己申告する専門分

野とは異なっている可能性がある点に注意。 

図 ３-５７ 医局員・その他の研究員の属性別の研究従事率（1） 
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（%）

【医局員・その他の研究者となった時期】

2013年

2012年

2011年

2010年

2009年

それ以前

【最終学位】

学士

修士

博士

博士課程満期退学・単位取得退学

専門職学位

その他

【平成25年3月31日時点の勤務先】

現在と同じ

他の大学等

【専門分野別区分】

人文・社会科学

　人文科学

　法学・政治

　商学・経済

　その他の社会科学（社会学を含む）

自然科学

　理学（理論系）

　理学（実験系）

　工学

　農学（農業工学および農業経済を除く）

　農業工学

　農業経済

　医学（基礎系・社会系）

　医学（臨床系）

　歯学（基礎系・社会系）

　歯学（臨床系）

　薬学

　その他の保健

その他

　家政

　教育

　芸術

　その他

39.7 

44.8 

48.3 

38.6 

41.7 

22.3 

37.6 

65.6 

59.3 

29.7 

26.3 

43.2 

59.2 

58.9 

59.4 

51.4 

69.4 

43.1 

82.9 

85.3 

76.5 

81.9 

79.6 

82.0 

17.4 

53.9 

11.5 

67.8 

35.2 

41.4 

20.9 

35.4 

49.4 

44.3 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

理学

農学

保健

 

図 ３-５８ 医局員・その他の研究員の属性別の研究従事率（2） 
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（%）

【研究者としての状況】

大学院博士課程（後期）在籍中

ポストドクター

いずれにも該当しない

【任期の有無】

任期無し

任期有り

【雇用形態】

科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用

科学研究費助成事業以外の競争的資金

　によるプロジェクト雇用

その他の公的資金によるプロジェクト雇用

その他のプロジェクト雇用

いずれにも該当しない

【兼務の状況】

学外での兼務無し

他の大学等の職務を兼務

公的機関の職務を兼務

非営利団体の職務を兼務

企業の職務を兼務

外国の機関の職務を兼務

【職歴】

大学等のみ

公的機関有り

非営利団体有り

企業有り

大学等（外国）有り

公的機関（外国）有り

非営利団体（外国）有り

企業（外国）有り

【平成24年度に得た研究資金の金額】

内部資金

　無し

　有り

外部資金

　無し

　有り

うち競争的資金

　無し

　有り

36.5 

72.3 

28.8 

23.3 

58.9 

83.5 

79.3 

72.4 

74.2 

26.4 

53.2 

43.8 

22.3 

18.3 

23.2 

62.1 

47.6 

35.8 

34.1 

46.1 

78.7 

69.8 

94.5 

43.3 

49.3 

39.8 

64.2 

40.6 

65.4 

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90 100

 

図 ３-５９ 医局員・その他の研究員の属性別の研究従事率（3） 
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第４項 その他研究活動に付随する項目について 

今回の調査では、医局員・その他の研究員の活動時間に付随する項目として、以下のデ

ータを取得した。詳細は統計表を参照されたい。 
 

1. 研究者としての状況 

（医局員・その他の研究員 第 7 表） 
 

2. 本務における任期の有無 

（医局員・その他の研究員 第 8 表） 
 

3. 雇用形態 

（医局員・その他の研究員 第 9 表） 
 

4. 兼務の状況 

（医局員・その他の研究員 第 10 表） 
 

5. 職歴 

（医局員・その他の研究員 第 11 表） 
 

6. 平成 24 年度の研究資金の金額 

（医局員・その他の研究員 第 12 表） 
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第４章 調査方法に関する課題と今後の改善策について 

 

「回収率」 

平成 20 年調査の調査客体別の回収率は、教員が 70.5%、大学院博士課程の在籍者が 60.8%、

医局員・その他の研究員が 48.6%であり、その実績値を基に、今回の目標となる回収率を

設定した。今回設定した目標回収率は、教員が 70.0%、大学院博士課程の在籍者が 60.0%、

医局員・その他の研究員が 50.0%である。 
結果的に、今回の調査における回収率は、表 １-２に示したとおり、教員、大学院博士

課程の在籍者、医局員・その他の研究員の全ての区分で目標とする回収率に至らなかった。 
原因としては、調査依頼状の配布方法と督促方法の変更が考えられる。 
今回の調査では、大学等の事務局で調査客体毎の名簿に連番を付与し、文部科学省が無

作為に設定した番号に該当する者を調査対象者として抽出するよう依頼した。 
教員と医局員・その他の研究員については、平成 25 年 3 月 31 日時点の在籍者、もしく

は他の国内の大学等に本務を置いた方を対象とするよう依頼したが、異動・退職等の理由

で該当者が現在在籍していない例も多く、原則、該当者を追跡して調査票を配布するよう

依頼したため、調査票の配布が困難であったことが考えられる。督促状もまた、大学等の

事務局を経由して対象者へ配布する方法を採ったため、調査票の場合と同様に配布が困難

な事例があったと考えられる。 
また、今回の調査では、回答者・未回答者の匿名性を保つため、大学等事務局が各研究

者の回答状況を把握しないよう、督促状に未回答者の ID を記載せず、全ての対象者へ督

促状を配布するよう大学等事務局へ依頼した。未回答者を特定して督促する方法と比べて、

効果が薄い督促方法であったと考えられる。 
今後は、調査票の配布方法や督促方法について検討する必要があると考えられるが、回

答者の匿名性を確保するためには未回答者を特定して督促することは困難であるため、配

布時、督促時はもとより、事前においても本調査結果の利活用方法や必要性を啓蒙・発信

することが重要と思われる。 
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第１章 調査項目の集計方法 

第１節 教員 

第１項 集計対象調査票 

勤務先、週数・日数・勤務時間について以下の 4 条件をすべて満たす調査票を集計対象

とした。（調査票に追加記入した記号による表記を併記） 
 

1. 平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先（本務） 

設問「2」の「平成 25 年 3 月 31 日の勤務先（本務）」が「現在と同じ」又は「他の大学

等」であり、「他の大学等」の場合、「学校名等」「学部・学科名等」に記入された勤務先が

国内の大学等となっている調査票 
 

2. 平成 24 年度の区分 

設問「14」［1］の「左記の期間の週数」の、 
「(a)学生の休暇期間以外の期間」の 

「(a1) あなたが授業を行う期間」欄（Wa1）、 
「(a2) あなたが授業を行わない期間」欄（Wa2,） 

及び 
「(b) 学生の休暇期間」欄（Wb） 

の合計が 52 週となっている調査票 
 

Wa1+ Wa2+ Wb = 52 
 

3. 平成 24 年度の区分別の 1 週間における職務を行わない日数 

設問「14」［2］の「左記の期間の平均的な一週間で職務を行わない日数」の 
(a)学生の休暇期間以外の期間の 

「(a1) あなたが授業を行う期間」欄（Da1）、 
「(a2) あなたが授業を行わない期間」欄（Da2） 

及び 
「(b) 学生の休暇期間」欄（Db） 

のそれぞれの日数が 7 以下となっている調査票 
 

Da1≦7 かつ Da2≦7 かつ Db≦7 
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4. 平成 24 年度の各期間における職務を行う平均的な 1 日の時間数 

設問「15」の「合計職務時間」欄（Ta1,s, Ta2,s, Tb,s）のそれぞれの時間が 20 未満となって

いる調査票 
 

Ta1,s<20 かつ Ta2,s<20 かつ Tb,s<20 
 

第２項 区分別の週数 

1. 該当結果表 

第 3 表 

2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

1 人当たりの区分別週数 

（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 区分別の週数 

設問「14」［1］の「左記の期間の週数」の 
(a)学生の休暇期間以外の期間の 

「(a1) あなたが授業を行う期間」欄（Wa1）、 
「(a2) あなたが授業を行わない期間」欄（Wa2） 

及び 
「(b) 学生の休暇期間」欄（Wb） 

の各週数。 
 

（注）未記入は 0 としてカウントした。 

3. 算出方法 

 
1 人当たりの区分別週数（Wpi）＝ ∑（Wi×X）／ΣX 
 
Wi：集計対象調査票（教員）の記入週数 
∑：集計対象調査票における対象変数の和 
X：集計対象調査票（教員）のウェイト（表 １-５参照） 
i =a1,a2,b（区分に対応） 
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4. 表章桁数 

小数点第 1 位まで表章（小数点第 2 位を四捨五入） 
 

第３項 区分別の職務日数（年間、週間） 

1. 該当結果表 

第 4 表、第 5 表 

2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

区分別の 1 人当たりの 1 年間における職務を行う日数、1 週間における職務を行う日数 

（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 区分別の週数 

第２項 2.（2）（a）と同じ。 

（b） 区分別の 1 週間における職務を行わない日数 

設問「14」［2］の「左記の期間の平均的な一週間で職務を行わない日数」の 
(a)学生の休暇期間以外の期間の 

「(a1) あなたが授業を行う期間」欄（Da1）、 
「(a2) あなたが授業を行わない期間」欄（Da2） 

及び 
「(b) 学生の休暇期間」欄（Db） 

の各日数（Da1, Da2, Db）。 
 

（注）未記入は 0 としてカウントした。 

 

3. 算出方法 

各区分の週数に対応する職務を行う日数を乗じて、各区分の 1 年間における日数を算出

した。1 週間における日数は、各区分の 1 年間における日数を 1 人当たりの区分別週数で

除して算出した。 
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区分別、1 人当たりの 

1 年間における職務を行う日数（Dyi）＝ ∑（（Wi ×（7－Di））×X）／ΣX 
1 週間における職務を行う日数（Dwi） 
  ＝1 年間における職務を行う日数（Dyi）／1 人当たりの区分別週数（Wpi） 

 
Wi：集計対象調査票（教員）の記入週数 
Di：集計対象調査票（教員）の記入日数 
∑：集計対象調査票における対象変数の和 
X：集計対象調査票（教員）のウェイト 
i = a1,a2,b（区分に対応） 
 

 
4. 表章桁数 

小数点第 1 位まで表章（小数点第 2 位を四捨五入） 
 

第４項 年間職務時間及び活動内容別割合 

1. 該当結果表 

第 7 表～第 9 表 

2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

区分別、1 人当たりの年間における以下の時間 
 総職務時間 
 教育活動時間 
 研究活動時間 
 社会サービス活動時間（教育関連、研究関連、その他（診療活動等）） 
 その他の職務活動時間（学内事務等） 
 
1 人当たりの活動内容別の年間総職務時間 
 
活動内容別の割合 
 

（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 区分別の週数 

第２項 2.（2）（a）と同じ。 
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（b） 区分別の 1 週間における職務を行わない日数 

第３項 2.（2）（b）と同じ。 

（c） 区分別の平均的な 1 日の時間数 

設問「15」「平成 24 年度の各期間における職務を行う平均的な１日の時間数」の区

分別の各活動時間（（1）教育活動時間、（2）研究活動時間、社会サービス活動時間（（3）
教育関連、（4）研究関連、（5）その他（診療活動等））、（6）その他の職務活動時間（学

内事務等））（ti,j ただし、i = a1,a2,b j = 1～6）。 
 

（注 1）（ ）内の数字は、記号による表記の「j」に対応している。 

（注 2）未記入は 0 として計算した。 

 

3. 算出方法 

区分別、活動内容別の 1 人当たり年間職務時間については、各区分の「平均的な 1 日の

活動時間」に、対応する区分別の「年間における職務を行う日数」を乗じて各区分の年間

職務時間を算出し、集計対象調査票数で除して算出した。 
 

 
区分別、活動内容別の 1 人当たり年間職務時間（tyi,j） 
 ＝ ∑（（Wi ×（7－Di）× ti,j）×X）／ ΣX 
活動内容別の年間総職務時間（Tyj） ＝ ∑（tya1,j ＋ tya2,j ＋ tyb,j） 
活動内容別の割合 ＝ Tyj ／（Ty1 ＋ Ty2 ＋ Ty3 ＋Ty4 ＋ Ty5 ＋ Ty6） 
 
Wi：集計対象調査票（教員）の記入週数 
Di：集計対象調査票（教員）の記入日数 
∑：集計対象調査票における対象変数の和 
ti,j：集計対象調査票（教員）の記入時間 
X：集計対象調査票（教員）のウェイト 
i = a1,a2,b（区分に対応） 
j = 1～6（活動内容に対応） 
 

 
4. 表章桁数 

小数点第 1 位まで表章（小数点第 2 位を四捨五入） 
 

第５項 職務を行う平均的な 1 日の活動内容別内訳 

1. 該当結果表 

第 6 表 
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2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

区分別、1 人当たりの平均的な 1 日の以下の時間 
 総職務時間 
 教育活動時間 
 研究活動時間 
 社会サービス活動時間（教育関連、研究関連、その他（診療活動等）） 
 その他の職務活動時間（学内事務等） 

（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 区分別の週数 

第２項 2.（2）（a）と同じ。 

（b） 区分別の 1 週間における職務を行わない日数 

第３項 2.（2）（b）と同じ。 

（c） 区分別の平均的な 1 日の時間数 

第４項 2.（2）（c）と同じ。 

3. 算出方法 

「区分別、活動内容別の 1 人当たり年間職務時間」を「区分別、1 人当たりの年間にお

ける職務を行う日数」で除して区分別、活動内容別の職務を行う平均的な 1 日の活動内容

別内訳を算出した。 
 
 
区分別、活動内容別の職務を行う平均的な 1 日の活動内容別時間 ＝ tyi,j ／ Dyi 
 
tyi,j：区分別、活動内容別の 1 人当たり年間総職務時間 
Dyi：区分別、1 人当たりの年間における職務を行う日数 
i = a1,a2,b（区分に対応） 
j = 1～6（活動内容に対応） 
 

4. 表章桁数 

時間：分 
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第６項 雇用上の職務の範囲 

1. 該当結果表 

第 10 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「4」の「雇用上の職務の範囲」 

3. 集計方法 

記入された職務の範囲ごとに対象調査票数をカウントした。 
 

第７項 本務における任期の有無 

1. 該当結果表 

第 11 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「5」の「本務における任期の有無」の 
「本務における任期の有無」 
「任期」（E） 
 

（注 1）本務における任期が「有り」の場合で、E が未記入の場合は、不明とした。 

（注 2）記入された任期が 20 年以上の場合は、不明とした。 

 

3. 集計方法 

選択番号及び記入期間ごとに対象調査票数をカウントした。 
集計区分は、大区分としては「任期無し」「任期有り」「無回答」で、「任期有り」につ

いては、期間ごとの区分を設けた。 
 

第８項 雇用形態 

1. 該当結果表 

第 12 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「6」の「雇用形態」 
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3. 集計方法 

記入された雇用形態ごとに対象調査票数をカウントした。 
 

第９項 兼務の状況 

1. 該当結果表 

第 13 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「7」の「兼務の状況」 

3. 集計方法 

記入された兼務の状況ごとに対象調査票数をカウントした。 
集計区分は、大区分としては「学外での兼務無し」「兼務の状況」で、「兼務の状況」に

ついては、状況ごとの区分を設けた。 
 

第１０項 職歴 

1. 該当結果表 

第 14 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「8」の「職歴」の 
「大学等」欄（K 1） 
「（大学等）うち外国機関」欄（K 2） 
「公的機関」欄（K 3） 
「（公的機関）うち外国機関」欄（K 4） 
「非営利団体」欄（K 5） 
「（非営利団体）うち外国機関」欄（K 6） 
「企業」欄（K 7） 
「（企業）うち外国機関」欄（K 8） 

の各機関数 
 

（注 1）K1 が未記入または 0 の場合は、K1～K8 は不明とした。 

（注 2）K2～K8 が未記入の場合は 0 としてカウントした。 

（注 3）各機関数の記入において、国内外合計<外国機関（K 1<K 2、K 3<K 4、K 5<K 6、K 7<K 8）の場合は、

国内外合計、外国機関とも不明とした。全機関数の算出に当たっては、各機関数のいずれかが不明

の場合は、不明とした。 
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（注 4）K1～K8 の各機関数への記入が 30 以上の場合は、不明とした。 
 

3. 集計方法 

記入された機関数ごとに対象調査票数をカウントした。 
 

第１１項 平成 24 年度の研究資金の金額 

1. 該当結果表 

第 15 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「16」の「平成 24 年度における個人もしくは研究代表者として得た研究資金の金

額」の 
（a）「内部資金」 
（b）「外部資金」 
（c）「うち競争的資金」 
の各金額欄（Fi ただし、i = a,b,c）。 
 

（注 1）番号が選択されておらず、金額記入欄に金額の記載がない場合、無回答とした。 

（注 2）各資金が「2 ある」で金額の記載がない場合は、は不明とした。研究資金総額の算出に当たって

は、各資金額のいずれかが不明の場合は、不明とした。 

 

3. 集計方法 

選択番号及び記入金額ごとに対象調査票数をカウントした。 
集計区分は、金額ごとの区分と「なし」「無回答」を設け、「平均値」「中央値」「標準偏

差」を算出した。 
 

第１２項 研究時間と研究パフォーマンスに関する見解 

1. 該当結果表 

第 16 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「17」の「研究時間と研究パフォーマンスに関する見解」の 
「本人の研究時間を増やすための有効な手段」 
「本人の研究パフォーマンスを上げるための有効な手段」 
のそれぞれ「1 位」「2 位」の回答記入欄 
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（注 1）「本人の研究時間を増やすための有効な手段」「本人の研究パフォーマンスを上げるための有効

な手段」のそれぞれで、「1 位」「2 位」のいずれかまたは両方に記入があるものについて有効回

答とみなした。 

（注 2）設問「17」の「研究時間と研究パフォーマンスに関する見解」は意見の回答であるため、重み付

けをせずに集計している。 

 
3. 集計方法 

「本人の研究時間を増やすための有効な手段」「本人の研究パフォーマンスを上げるた

めの有効な手段」では、順位を問わず、記載された回答をカウントした。 
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第２節 大学院博士課程の在籍者 

第１項 集計対象調査票 

週数・日数・活動時間について以下の 3 条件をすべて満たす調査票を集計対象とした。

（調査票に追加記入した記号による表記を併記） 
 

（1） 平成 25 年度の区分別の週数 

設問「9」［1］の「左記の期間の週数」の 
「(a) 在籍大学の授業期間」（Wa） 
「(b) 在籍大学の授業期間以外」（Wb） 
の合計が 52 週となっている調査票 
 

Wa + Wb = 52 
 

（2） 平成 25 年度の区分別の大学院博士課程の在籍者としての活動を行わない日数 

設問「9」［2］の「左記の期間の平均的な一週間で大学院博士課程の在籍者としての

活動を行わない日数」の 
「(a) 在籍大学の授業期間」（Da） 
「(b) 在籍大学の授業期間以外」（Db） 
のそれぞれの日数が 7 以下となっている調査票 
 

Da≦7 かつ Db≦7 
 

（3） 平成 25 年度の各期間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行う平

均的な 1 日の時間数 

設問「10」の「大学院博士課程の在籍者としての活動の合計時間」欄（Ta,s, Tb,s）のそれ

ぞれの時間が 20 未満となっている調査票 
 

Ta,s<20 かつ Tb,s<20 
 

 

付録11 



 

第２項 区分別の週数 

1. 該当結果表 

第 3 表 

2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

1 人当たりの区分別週数 

（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 区分別の週数 

設問「9」［1］の「左記の期間の週数」の 
「(a) 在籍大学の授業期間」（Wa） 
「(b) 在籍大学の授業期間以外」（Wb） 
 

（注）未記入は 0 としてカウントした。 

3. 算出方法 

 
1 人当たりの区分別週数（Wpi）＝ ∑（Wi×X）／ΣX 
 
Wi：集計対象調査票（大学院博士課程の在籍者）の記入週数 
∑：集計対象調査票における対象変数の和 
X：集計対象調査票（大学院博士課程の在籍者）のウェイト（表 １-６参照） 
i =a,b（区分に対応） 
 

 

4. 表章桁数 

小数点第 1 位まで表章（小数点第 2 位を四捨五入） 
 

第３項 区分別の研究活動日数（年間、週間） 

1. 該当結果表 

第 4 表、第 5 表 
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2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

区分別、1 人当たりの 
1 年間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数 
1 週間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数 

（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 区分別の週数 

第２項 2.（2）（a）と同じ。 

（b） 区分別の 1 週間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行わない日

数 

設問「9」［2］の「左記の期間の平均的な一週間で大学院博士課程の在籍者として

の活動を行わない日数」の 
「(a) 在籍大学の授業期間」（Da） 
「(b) 在籍大学の授業期間以外」（Db） 
 

（注）未記入は 0 としてカウントした。 

3. 算出方法 

各区分の週数に、対応する大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数を乗じて、

各区分の 1 年間における日数を算出した。1 週間における日数は、各区分の 1 年間におけ

る日数を 1 人当たりの区分別週数で除して算出した。 
 

 
区分別、1 人当たりの 

1 年間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数（Dyi） 
＝ ∑（（Wi ×（7－Di））×X）／ΣX 

1 週間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数（Dwi） 
 ＝1 年間における研究活動を行う日数（Dyi）／1 人当たりの区分別週数（Wpi） 

 
Wi：集計対象調査票（大学院博士課程の在籍者）の記入週数 
Di：集計対象調査票（大学院博士課程の在籍者）の記入日数 
∑：集計対象調査票における対象変数の和 
X：集計対象調査票（大学院博士課程の在籍者）のウェイト 
i = a, b（区分に対応） 
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第４項 年間総活動時間及び活動内容別割合 

1. 該当結果表 

第 7 表～第 9 表 

2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

区分別、1 人当たりの年間における以下の時間 
 「総活動時間」 
 研究活動のうち 

「あなたの論文作成を目的とした研究活動」 
「あなたの論文作成以外を目的とした研究活動」 

 「研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動」 
 
1 人当たりの活動内容別の年間総活動時間 
 
活動内容別の割合 
 

（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 区分別の週数 

第２項 2.（2）（a）と同じ。 

（b） 区分別の 1 週間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行わない日

数 

第３項 2.（2）（b）と同じ。 

（c） 区分別の平均的な 1 日の時間数 

設問「10」「平成 25 年度の各期間における大学院博士課程の在籍者としての活動を

行う平均的な１日の時間数」の区分別の 
（1）「あなたの論文作成を目的とした研究活動」、 
（2）「あなたの論文作成以外を目的とした研究活動」、 
（3）「研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動」 
の各時間（ti,j ただし、i = a, b j = 1～3） 
 

（注 1）（ ）内の数字は、記号による表記の「j」に対応している。 

（注 2）未記入は 0 として計算した。 
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3. 算出方法 

区分別、活動内容別の 1 人当たり年間活動時間については、各区分の「平均的な 1 日の

活動時間」に、対応する区分別の「年間における大学院博士課程の在籍者としての活動を

行う日数」を乗じて各区分の年間活動時間を算出し、集計対象調査票数で除して算出した。 
 
 

区分別、活動内容別の 1 人当たり年間活動時間（tyi,j） 
 ＝∑（（Wi ×（7－Di）× ti,j）×X）／ ΣX 
活動内容別の年間総活動時間（Tyj） ＝ ∑（tya,j＋ tyb,j） 
活動内容別の割合 ＝ Tyj ／（Ty1 ＋ Ty2 ＋ Ty3 ＋Ty4 ＋ Ty5 ＋ Ty6） 
 
Wi：集計対象調査票（大学院博士課程の在籍者）の記入週数 
Di：集計対象調査票（大学院博士課程の在籍者）の記入日数 
∑：集計対象調査票における対象変数の和 
ti,j：集計対象調査票（大学院博士課程の在籍者）の記入時間 
X：集計対象調査票（大学院博士課程の在籍者）のウェイト 
i = a, b（区分に対応） 
j = 1～3（活動内容に対応） 
 
 

4. 表章桁数 

小数点第 1 位まで表章（小数点第 2 位を四捨五入） 
 

第５項 研究活動を行う平均的な 1 日の活動内容別内訳 

1. 該当結果表 

第 6 表 

2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

区分別、1 人当たりの平均的な 1 日の以下の時間 
 総活動時間、 
 研究活動のうち 

「あなたの論文作成を目的とした研究活動」 
「あなたの論文作成以外を目的とした研究活動」 

 「研究活動以外の大学院博士課程の在籍者としての活動」 
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（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 区分別の週数 

第２項 2.（2）（a）と同じ。 

（b） 区分別の 1 週間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行わない日

数 

第３項 2.（2）（b）と同じ。 

（c） 区分別の平均的な 1 日の時間数 

第４項 2.（2）（c）と同じ。 

3. 算出方法 

「区分別、活動内容別の 1 人当たり年間活動時間」を「区分別、1 人当たりの年間にお

ける大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日数」で除し、「区分別、活動内容別の大

学院博士課程の在籍者としての活動を行う平均的な 1 日の活動内容別時間」を算出した。 
 
 
区分別、活動内容別の大学院博士課程の在籍者としての活動を行う平均的な 1 日の活動

内容別時間 ＝ tyi,j ／ Dyi 
 
tyi, j：区分別、活動内容別の 1 人当たり年間活動時間 
Dyi：区分別、1 人当たりの年間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行う日

数 
i = a,b（区分に対応） 
j = 1～3（活動内容に対応） 
 

 

4. 表章桁数 

時間：分 
 

第６項 雇用関係の種類 

1. 該当結果表 

第 10 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「7」の「雇用関係」 
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3. 集計方法 

記入された雇用関係ごとに対象調査票数をカウントした。 
 

第７項 貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類 

1. 該当結果表 

第 11 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「8」の「貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類」 
 

3. 集計方法 

記入された貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類ごとに対象調査票数をカ

ウントした。 
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第３節 医局員・その他の研究員 

第１項 集計対象調査票 

勤務先、日数・勤務時間について以下の 3 条件をすべて満たす調査票を集計対象とした。

（調査票に追加記入した記号による表記を併記） 
 

（1） 平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先（本務） 

設問「2」の「平成 25 年 3 月 31 日の勤務先（本務）」が「現在と同じ」又は「他の大

学等」であり、「他の大学等」の場合、「学校名等」「学部・学科名等」に記入された勤

務先が国内の大学等となっている調査票 
 

（2） 平成 24 年度の 1 週間あたりの職務を行わない日数 

設問「15」の「平均的な一週間で職務を行わない日数」欄（D）の日数が 7 以下とな

っている調査票 
D≦7 

 

（3） 平成 24 年度の職務を行う平均的な 1 日の時間数 

設問「16」の「合計職務時間」欄（Ts）の時間が 20 未満となっている調査票 
 

Ts<20 
 

第２項 1 週間における研究活動を行う日数 

1. 該当結果表 

第 3 表 

2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

1 人当たりの 1 週間における 
職務を行う日数、 
職務を行わない日数 
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（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 1 週間における職務を行わない日数 

設問「15」の「平均的な一週間で職務を行わない日数」欄（D） 
 

（注）未記入は 0 としてカウントした。 

3. 算出方法 

 
1 人当たりの 1 週間おける職務を行う日数（Dp） ＝ 7 － （∑（D×X） ／ ΣX） 
 
D：集計対象調査票（医局員・その他の研究員）の記入日数 
∑：集計対象調査票における対象変数の和 
X：集計対象調査票（医局員・その他の研究員）のウェイト（表 １-７参照） 
 

 

4. 表章桁数 

小数点第 1 位まで表章（小数点第 2 位を四捨五入） 
 

第３項 平均的な 1 週間における活動時間及び活動内容別割合 

1. 該当結果表 

第 4 表～第 6 表 

2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

1 人当たりの 1 週間における以下の時間 
 総活動時間 
 研究活動のうち 

「あなたの論文作成を目的とした研究活動」 
「あなたの論文作成以外を目的とした研究活動」 

 社会サービス活動のうち 
「医療関連」 
「教育関連」 
「研究関連」 
「その他」 

 「その他の職務活動（学内事務等）」 
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活動内容別の割合 
 

（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 1 週間における職務を行わない日数 

第２項 2.（2）（a）と同じ。 

（b） 平均的な 1 日の時間数 

設問「16」「平成 24 年度における職務活動を行う平均的な１日の時間数」の 
（1）「あなたの論文作成を目的とした研究活動」 
（2）「あなたの論文作成以外を目的とした研究活動」 
（3）「医療関連」 
（4）「教育関連」 
（5）「研究関連」 
（6）「その他」 
（7）「その他の職務活動（学内事務等）」 
の各時間（tj ただし、j = 1～7） 

 

（注 1）（ ）内の数字は、記号による表記の「j」に対応している。 

（注 2）未記入は 0 として計算した。 

3. 算出方法 

活動内容別の 1 人当たりの 1 週間における活動時間については、「平均的な 1 日の時間

数」に「職務を行う日数」を乗じて 1 週間の活動時間を算出し、集計対象調査票数で除し

て算出した。 
 

 
活動内容別の 1 人当たり 1 週間の活動時間 

（Twj） ＝ ∑（（（7－D）× tj）×X）／ ΣX 
活動内容別の割合 ＝ Twj ／（Tw1 ＋ Tw2 ＋ Tw3 ＋Tw4 ＋ Tw5 ＋ Tw6 ＋ Tw7） 
 
D：集計対象調査票（医局員・その他の研究員）の記入日数 
∑：集計対象調査票における対象変数の和 
tj：集計対象調査票（医局員・その他の研究員）の記入時間 
X：集計対象調査票（医局員・その他の研究員）のウェイト 
j = 1～7（活動内容に対応） 
 

 

4. 表章桁数 

時間：分 
割合は、小数点第 1 位まで表章（小数点第 2 位を四捨五入） 
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第４項 職務を行う平均的な 1 日の活動内容別内訳 

1. 該当結果表 

第 3 表 

2. 算出項目及び集計対象欄 

（1） 算出項目 

区分別、1 人当たりの平均的な 1 日の以下の時間 
 総活動時間（「研究活動、社会サービス活動、その他の職務活動（学内事務等）

の合計時間」） 
 研究活動のうち 

「あなたの論文作成を目的とした研究活動」 
「あなたの論文作成以外を目的とした研究活動」 

 社会サービス活動のうち 
「医療関連」 
「教育関連」 
「研究関連」 
「その他」 

 「その他の職務活動（学内事務等）」 
 

（2） 集計対象欄及びデータの処理方法 

（a） 1 週間における職務を行わない日数 

第２項 2.（2）（a）と同じ。 

（b） 平均的な 1 日の時間数 

第３項 2.（2）（b）と同じ。 

3. 算出方法 

「活動内容別の 1 人当たり 1 週間の活動時間」を「1 人当たりの 1 週間における職務を

行う日数」で除して平均的な 1 日の活動内容別内訳を算出した。 
 
活動内容別の研究活動を行う平均的な 1 日の活動内容別時間 ＝ Twj ／ Dp 
 
Twj：活動内容別の 1 人当たり 1 週間における活動時間 
Dp：1 人当たりの 1 週間における職務を行う日数 
j = 1～7（活動内容に対応） 
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4. 表章桁数 

時間：分 
 

第５項 研究者としての状況 

1. 該当結果表 

第 7 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「3」の「研究者の区分（本務）」の 
「医局員」 
「その他の研究員」 
それぞれについて 
設問「4」の「研究者としての状況」の 
「大学院博士（後期）課程在籍中」 
「ポストドクター」 
「いずれにも該当しない」 
 

3. 集計方法 

記入された研究者の区分（本務）、研究者としての状況ごとに対象調査票数をカウントした。 
 

第６項 本務における任期の有無 

1. 該当結果表 

第 8 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「6」の「本務における任期の有無」の 
「本務における任期の有無」 
「任期」（E） 
 

（注）本務における任期が「有り」の場合で、E が未記入の場合は、不明とした。 

3. 集計方法 

選択番号及び記入期間ごとに対象調査票数をカウントした。 
集計区分は、大区分としては「任期無し」「任期有り」「無回答」で、「任期有り」につ

いては、期間ごとの区分を設けた。 
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第７項 雇用形態 

1. 該当結果表 

第 9 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「7」の「雇用形態」 

3. 集計方法 

記入された雇用形態ごとに対象調査票数をカウントした。 
 

第８項 兼務の状況 

1. 該当結果表 

第 10 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「8」の「兼務の状況」 

3. 集計方法 

記入された兼務の状況ごとに対象調査票数をカウントした。 
集計区分は、大区分としては「学外での兼務無し」「兼務の状況」で、「兼務の状況」に

ついては、状況ごとの区分を設けた。 
 

第９項 職歴 

1. 該当結果表 

第 11 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「9」の「職歴」の 
「大学等」欄（K 1） 
「（大学等）うち外国機関」（K 2） 
「公的機関」（K 3） 
「（公的機関）うち外国機関」（K 4） 
「非営利団体」（K 5） 
「（非営利団体）うち外国機関」（K 6） 
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「企業」（K 7） 
「（企業）うち外国機関」（K 8） 
の各機関数 
データの処理方法については、第１節第１０項 2と同じ。 
 

3. 集計方法 

記入された機関数ごとに対象調査票数をカウントした。 
 

第１０項 平成 24 年度の研究資金の金額 

1. 該当結果表 

第 12 表 

2. 集計対象欄及びデータの処理方法 

設問「17」の「平成 24 年度における個人又は研究代表者として得た研究資金の金額」

の 
（a）「内部資金」、 
（b）「外部資金」、 
（c）「うち競争的資金」 
の各金額欄（Fi ただし、i = a,b,c） 
データの処理方法については、第１節第１１項 2と同じ。 
 

（注）（ ）内の数字は、記号による表記の「i」に対応している。 

3. 集計方法 

選択番号及び記入金額ごとに対象調査票数をカウントした。 
集計区分は、金額ごとの区分と「なし」「無回答」を設け、「平均値」「中央値」「標準偏

差」を算出した。 
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第２章 調査資料 

 

1. 教員用 

（1） 調査票 

（2） 調査票記入の手引き 

2. 大学院博士課程の在籍者用 

（1） 調査票 

（2） 調査票記入の手引き 

3. 医局員・その他の研究員用 

（1） 調査票 

（2） 調査票記入の手引き 

4. 共通 

（1） 専門分野一覧表 
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「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」調査票

1　勤務先（本務）の名称 （学校名等） （学部・学科名等）

1　現在と同じ　　2　他の大学等　　3　公的機関　　4　非営利団体　　5　企業　　6　外国の機関　　7　その他（無職等）

↓

（学部・学科名等）

質問2の回答が「3～7」の方はここで終了です。ありがとうございました。

以下の質問は、平成25年（2013年）3月31日時点での状況についてです。

1　教授　　　　2　准教授　　　　3　講師　　　　4　助教　　　　5　助手

1　教育と研究の両方が明示的に職務に含まれる　　　　2　原則として教育のみが職務（教育専任教員）　　　　

3　原則として研究のみが職務（研究専任教員）　　　　4　教育・研究以外の特定の職務の専任　　　　　5　その他

1　任期無し（期限を定めない雇用）　　　　   2　任期有り（期限を定めた雇用）

↓

［任期（最初の契約時点から任期終了までの期間）： 年］

1　科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用　　　　　2　科学研究費助成事業以外の競争的研究資金によるプロジェクト雇用

3　その他の公的資金によるプロジェクト雇用　　　　　4　その他のプロジェクト雇用　　　　5　いずれにも該当しない

1　学外での兼務無し 2　他の大学等の職務を兼務 3　公的機関の職務を兼務

4　非営利団体の職務を兼務 5　企業の職務を兼務 6　外国の機関の職務を兼務

1　大学等 K1 機関 2　公的機関 K3 機関 3　非営利団体 K5 機関 4　企業 K7 機関

（うち外国 K2 機関） （うち外国 K4 機関） （うち外国 K6 機関） （うち外国 K8 機関）

2　外国 → ]

10　生年月（西暦で記入してください） 19 年 月

11　性別（該当する番号を一つ選択してください） 1　男性　　　　2　女性

12　最終学位

（該当する番号を一つ選択してください） 6　その他　　 → ［ ］

13　あなたの専門分野 1　人文科学 5　理学（理論系） 11 医学（基礎系・社会系） 17 家政

（最もあてはまる番号を一つ選択してください） 2　法学・政治 6　理学（実験系） 12 医学（臨床系） 18 教育

3　商学・経済 7　工学 13 歯学（基礎系・社会系） 19 芸術

4　その他（2と3以外）の 8　農学（9および10を除く） 14 歯学（臨床系） 20 その他

　　社会科学（社会学を含む） 9　農業工学 15 薬学

10 農業経済 16 その他（11～15以外）の保健

次ページへ続きます。

1　学士       2　修士       3　博士       4　博士課程満期退学・単位取得退学       5　専門職学位（法務博士・専門職修士）

6　雇用形態
（該当する番号を一つ選択してください）
・プロジェクト雇用とは、特定のプロジェクトの経
費に基づく雇用のみを指し、運営費交付金等や
大学の自己収入に基づく雇用は含みません。

7　兼務の状況
（該当する番号の左側に○を記入してください。
「2～6」については複数回答可）

8　職歴
（現職（2013年3月31日時点）も含め、今までに
勤務した本務機関数を記入してください）
（複数回答可）

9　国籍
（該当する番号を選択し、外国の場合は国名も
記入してください）

1　日本 [ （国名）

[教員用]

平成25年11月1日現在

（学校名等）

3　職名（本務）
　（該当する番号を一つ選択してください）

4　雇用上の職務の範囲
（該当する番号を一つ選択してください）
・実際の活動状況に関わらず、雇用上の職務の
範囲に基づいて回答してください。

文部科学省　科学技術・学術政策局

E

記入の際には「調査票の記入の手引き」を参照してください。 ※凡例： 入力箇所

条件付入力箇所

0  回答者ID番号（「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査への御協力のお願い」に記載されている9桁の
番号を記入してください）

2　平成25年3月31日時点の勤務先（本務）
（該当する番号を一つ選択してください。他の大
学等の場合、勤務先の名称を記入してください）

この調査票は、統計以外の目的に使用しませんので、ありのままを記入してください。

5　本務における任期の有無
（該当する番号を一つ選択してください。「2　任
期有り」の場合、任期を年数で記入してください）
・任期については、現に契約している契約の任
期（ただし、任期の更新が明確に保証されてい
る場合は、それを含めた任期）を回答してくださ
い。
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以下の質問は、平成24年度（2012年4月1日～2013年3月31日）の状況についてです。

14 平成24年度における区分別の週数及び休日数

（平成24年度の全52週を下記の(a1), (a2), (b)の3つの区分に分類し、それぞれの週数及び職務を行わない日数を記入してください。）

・ 職務を行わない日が二週間に3日間ある場合は一週間あたり1.5日として、小数まで記入してください。

Wa1 週 Da1 日

Wa2 週 Da2 日

Wb 週 （残り 52 週） Db 日

15　平成24年度の各期間における職務を行う平均的な1日の時間数

（質問14の各区分における平均的な1日の時間数を記入してください。）

・質問14で0週となった期間は空欄にしてください。

・活動時間が分単位になる場合は、30分を0.5時間として小数まで記入してください。

・教育活動、研究活動、社会サービス活動、その他の職務活動（学内事務等）の総和が同じ行の合計職務時間になるよう記入してください。

左記の期間の平均的な1日における時間数

ta1,1 時間 ta1,2 時間 ta1,3 時間 ta1,4 時間 ta1,5 時間 ta1,6 時間 Ta1,s 時間

ta2,1 時間 ta2,2 時間 ta2,3 時間 ta2,4 時間 ta2,5 時間 ta2,6 時間 Ta2,s 時間

tb,1 時間 tb,2 時間 tb,3 時間 tb,4 時間 tb,5 時間 tb,6 時間 Tb,s 時間

16　平成24年度における個人又は研究代表者として得た研究資金の金額

（該当する番号を選択し、金額を万円単位で、四捨五入して記入してください。）

・直接経費のみを記入してください。

・複数年にわたる研究資金について、平成２４年度の金額が確定していない場合は、その金額を案分して、１年当たりの金額を記入してください。

・他機関の研究分担者に研究資金を振り分けている場合は、その資金を除いてください。

(a) 内部資金 1　なし　　　　 2　ある 万円

(b) 外部資金 1　なし　　　　 2　ある 万円

(C) うち競争的資金 1　なし　　　　 2　ある 万円

17　研究時間と研究パフォーマンスに関する見解

（「研究時間を増やすために有効だと考えられる手段」及び「研究パフォーマンスを上げるために有効な手段」について、上位２つまで番号を記入してください。）

あなたの研究時間を増やすための有効な手段： 1位 2位 自由記入欄　[ ]

あなたの研究パフォーマンスを上げるための有効な手段： 1位 2位 自由記入欄　[ ]

1 大学運営業務・学内事務手続の効率化 7 外部資金獲得のための事務手続の簡素化 13 研究の継続性に配慮した研究資金制度

2 事務従事者の確保 8 共同研究者の確保 14 研究開発費の使い勝手の向上

3 大学間の機能分化による研究機能の強化 9 博士課程学生の確保 15 研究施設・機器等の共用の促進

4 教育専任教員の確保による教育活動の負担の低減 10 若手研究者（ポスドク等）の確保 16 研究スペースの確保

5 専門人員の配置による社会サービス活動の負担の低減 11 研究補助者・技能者の確保 17 その他（自由記入欄に記入してください）

6 官公庁等からの業務（評価・調査等）の負担の低減 12 リサーチアドミニストレーターの確保

本調査にご回答いただきまして、誠にありがとうございました。

Fb
Fc

教育活動
教育関連 研究関連

その他
（診療活動等）

社会サービス活動

左記の期間の週数
左記の期間の平均的な一週間

で職務を行わない日数
（土日等）

Fa

(a1) あなたが授業を行う期間

(b) 学生の休暇期間

(a2) あなたが授業を行わない期間

その他の職務
活動

（学内事務等）

(a) 学生の休暇期間以外の期間

(a1) あなたが授業を行う期
間

(a2) あなたが授業を行わな
い期間

(a) 学生の休暇期間以外の期間

(b) 学生の休暇期間

合計職務時間
研究活動

合計52週
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「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」 
調査票記入の手引き 

［教員用］ 
 
1. 調査の目的 

本調査は、科学技術の振興に関する施策の企画・立案のための基礎資料として、大学等に

おける研究者の活動の実態を把握し、研究や教育等にかける時間の利用実態を調査すると

ともに、大学等における研究者数を国際的な基準であるフルタイム基準に換算するために

必要な統計的データを得ることを目的とします。 
 
2. 本調査における「研究」の語の定義 

本調査においては、「研究」の語を研究開発統計上の用語として使用しており、その定義は、

総務省統計局「科学技術研究調査」における「研究」の語の定義と同一です。 

総務省統計局の「科学技術研究調査」における「研究」の定義： 
「研究」とは事物・機能・現象等について新しい知識を得るために，又は既存の知識の新

しい活用の道を開くために行われる創造的な努力及び探求をいう。 

上記は、必ずしも研究の一般的な定義ではないことにご注意ください。 
また、本調査の「研究」は、自然科学の研究だけでなく 人文・社会科学の研究も含みます。 
 
3. 本調査の対象 

この調査票は、総務省「科学技術研究調査」において大学等の「教員」（ただし本務者）と

して計上された研究者を対象としています。教員とは、教授、准教授、助教及び講師を指

します。助手については、実際の活動により区分（教員と同等の場合に教員と分類）しま

す。 
 
4. 個別の質問についての記入の手引き 

 質問 1  勤務先（本務）の名称  
○ 現在（平成 25 年 11 月 1 日）所属している学校等の名称と、学部・学科等の名称を必ず

両方記入してください。 
○ 所属は、原則として辞令によりますが、所属学部・学科等の発令がない場合は、実際に

勤務している学部・学科等の名称を記入してください。 
○ 他の学部・学科又は他の学校等の職務を兼務している場合は、本務先の名称のみを記入

してください。 
○ 本務とは当該勤務先に籍があり常勤している場合を指します。 
 
質問 2  平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先（本務）  
○ 平成 25 年 3 月 31 日時点における勤務先（本務）について回答してください。大学の非
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常勤講師等は本務に含めないでください。 
○ 本務とは当該勤務先に籍があり常勤している場合を指します。 
○ 平成 25 年 3 月 31 日時点における勤務先（本務）が国内の場合は選択肢 1～5 のうち該

当するもの、また、外国の場合は選択肢 6「外国の機関」を選択してください。 
○ 選択肢 1「現在と同じ」は、質問 1 で回答した学校等に教員として勤務していた場合の

みを指し、学生等であった場合は該当しません。 
○ 選択肢 2「他の大学等」を選んだ場合は、平成 25 年 3 月 31 日時点に所属していた学校

等の名称と、学部・学科等の名称を必ず両方記入してください。 
・ 所属は、原則として辞令によりますが、所属学部・学科等の発令がない場合は、実

際に勤務している学部・学科等の名称を記入してください。 
・ 他の学部・学科又は他の学校等の職務を兼務している場合は、本務先の名称のみを

記入してください。 
○ 選択肢 2 における「大学等」とは、下記を指します。 

・ 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づく大学の学部（大学院の研究科及び大

学附属病院等を含む）、短期大学、高等専門学校、大学附置研究所、大学附置研究施

設 
・ 国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）に基づく大学共同利用機関、独立行政

法人国立高等専門学校機構 
○ 選択肢 3「公的機関」とは大学等を除く国・地方公共団体、特殊法人・独立行政法人等

を指します。 
○ 選択肢 4「非営利団体」とは財団法人、社団法人、NPO、宗教法人等を指します。 
○ 選択肢 5「企業等」とは株式会社、合名会社、個人で経営する形態の企業等を指します。 
○ 選択肢 6「外国の機関」とは海外に所在する機関（大学等、企業等、研究機関等）を指

します。 
○ 選択肢 7「その他」は、学生や無職等の場合が該当します。 
 
質問 3  職名  
○ 平成 25 年 3 月 31 日時点で発令された職名（本務）に基づき、選択肢 1～5 のうち該当

するものを選択してください。 
○ 他の学部・学科又は他の学校等の職務を兼務している場合は、本務先で発令されている

職名に基づいて回答してください。特任教授、特任准教授等については、当該学校が本

務の場合、特任教授なら教授、特任准教授なら准教授とするなど、該当する番号を選択

してください。 
 
質問 4  雇用上の職務の範囲  
○ 実際の活動状況にかかわらず、雇用上の職務の性格に基づいて、選択肢 1～4 のうち該

当するものを選択してください。選択肢 1～4 のいずれにも該当しない場合は選択肢 5
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「その他」を選択してください。（実際の活動状況については、質問 14 及び質問 15 で

質問します。） 
○ あなたの職務の内容が、原則的に「教育」のみの場合、選択肢 2 を選択してください。

また、職務が原則的に「研究」のみの場合、選択肢 3 を選択してください。ただし、一

般的な「研究」や「教育」に付随する雑用や管理運営業務については、それが研究や教

育に従属的な活動であるならば、それぞれ「研究」と「教育」に含まれます。「研究」

のより具体的な内容については、本資料の「5. 職務内容の区別について」を参考にし

てください。 
○ 選択肢 4 の「教育・研究以外の特定の職務」とは、産学連携、知財管理、リサーチ・ア

ドミニストレーション（研究活動の企画・マネジメント、研究成果活用促進等）などを

指します。 
 

質問 5  本務における任期の有無  
○ 平成 25 年 3 月 31 日現在発令されている職（本務）における任期の有無を回答してくだ

さい。 
○ 選択肢 2「任期有り(期限を定めた雇用)」に該当する場合、任期の長さを年単位で記入

してください。ただし、1 年に満たない場合には 12 か月を 1 とし、小数点一桁まで記

入してください。 
○ 任期については、現に契約している契約の任期（ただし、任期の更新が明確に保証され

ている場合は、それを含めた任期）を回答してください。 
 

質問 6  雇用形態  
○ あなたが雇用された際に、特定のプロジェクトで雇用された場合、該当する選択肢１～

4 を選択してください。それ以外は 5 を選択してください。 
・ プロジェクト雇用とは、特定のプロジェクトの経費に基づく雇用のみを指し、運営

費交付金等や大学の自己収入に基づく雇用は含みません。 
 
質問 7  兼務の状況  
○ 選択肢 2～6 における機関の範囲は、質問 2 の場合と同じです。複数回答も可能です。 
 
質問 8  職歴  
○ 平成 25 年 3 月 31 日現在までに務めた機関数を、その時点（平成 25 年 3 月 31 日時点）

での勤務先も含めて回答してください。複数回答も可能です。 
 
質問 9  国籍 
○ 外国の場合は、国名を記入してください。 
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質問 13  あなたの専門分野  
○ あなたの専門分野を選択肢 1～20 から選択してください。 
○ 専門分野の分類については、専用サイトのリンクより「専門分野一覧表」を参照してく

ださい。なお、「専門分野一覧表」は、「学校基本調査」における「学科系統分類表」に

準拠していますが、あなたの所属する学科よりも、あなたの専門分野を優先して回答し

てください。 
・ 例えば、あなたが「経営情報学科」に所属しており、専門分野は「経営学」である

場合、「経営情報学」が分類されている『7 工学』や『20 その他』ではなく、「経営

学」が分類されている『3 商学・経済学』を選択してください。 
○ 専門分野が２つ以上ある場合には、主なもの１つを選択してください。 
 
質問 14  平成 24 年度における区分別の週数及び休日数  
○ 平成 24 年度の記録をもとに期間を区分して週数を記入してください。 
○ 1 年間の 52 週を 3 つのパターンに分けて、それぞれの週の数を記入してください。そ

の際には、以下の基準を用いてください。 
 週の途中でパターンが変わる週については、日数の多い方に分類してください。 
 「授業」とは講義、演習、教育目的で行う実験、実習、実技、等であり、基本的

には学生に単位が与えられるものを指します。ただし、本調査では、大学院博士

（後期）課程に在籍する大学院生の博士論文作成のための研究指導は「研究活動」

として扱うので「授業」には含めません。 
 週に 1 日でも授業を行う週については（a1）に分類してください。 
 「学生の休暇期間」とは、夏期休業や冬季休業や春期休業など、学生の休暇期間

として学校等で設定されている期間を指します。 
 学生の休暇期間に授業や集中講義を行う場合は、その週を、(a1)「授業を行う期間」

と(b)「学生の休暇期間」のうち、活動状況がより近い方に含めてください。「活動

状況がより近い」とは、授業だけでなく研究活動や会議・管理運営等を含む全て

の職務時間の内訳がより近いことを意味します。 
○ 職務を行わない日は土日や祝日を含めて 1 週間あたりの総日数を記入してください。 
○ 職務を行わない日が二週間に 3 日間ある場合は一週間あたり 1.5 日として、小数点第 2

位まで記入してください。 
 
質問 15 平成 24 年度の各期間における職務を行う平均的な 1 日の時間数 
○ 質問 14 で 0 週となった期間は空欄にしてください。 
○ 活動時間が分単位になる場合は、30 分を 0.5 時間として小数点第 2 位まで記入してく

ださい。 
○ 教育活動、研究活動、社会サービス活動、その他の職務活動の時間の総和が同じ行の合

計職務時間になるよう記入してください。 
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○ 本調査における「職務」とは、本務先の職務だけでなく兼務先の職務も含んでおり、大

学教員として行う職業的活動の全てを指します。 
 「教育活動」、「研究活動」、「社会サービス活動」、「その他の職務に関する活動」

の定義は次の通りです。 
・ 教育活動：学生に対する広い知識の教授並びに知的、道徳的及び応用的能力を

展開させる指導。 
・ 研究活動：物事・機能・現象などについて新しい知識を得るために、又は既存

の知識の新しい活用の道を開くために行なわれる創造的な努力及び探求。 
・ 社会サービス活動：教員の専門的知識を用いて大学以外の社会へ貢献すること

を主たる目的とした活動のうち、上記の「教育活動」・「研究活動」に入らない

もの。正規課程学生以外を主たる対象とする教育・啓蒙や、専門知識を用いた

連携活動や相談・診療など。 
・ その他の職務活動：学内事務や来客への対応などの上記の教育活動、研究活動、

社会サービス活動以外の職務に関する活動。 
○ より具体的な区別については、本資料の「5. 職務内容の区別について」を参考にして

ください。 
 
質問 16  平成 24 年度における個人又は研究代表者として得た研究資金の金額 
○ あなた自身が使途を決定できる研究資金を万円単位で四捨五入して記入してください。 
○ 研究資金は平成 24 年度に入金された時点の金額に基づいて回答してください。複数年

にわたる研究資金について、平成 24 年度の金額が確定していない場合は、その金額を

案分して、１年当たりの金額を記入してください。 
○ 間接経費を除いて研究者が使える直接経費のみを記入してください。 
○ 他機関の研究分担者に研究資金を振り分けている場合は、その資金を除いてください。 
 
質問 17  研究時間と研究パフォーマンスに関する見解 
○ 「あなたの研究時間を増やすために有効な手段」及び「あなたの研究パフォーマンスを

上げるための有効な手段」について、選択肢 1～17 より上位２つまで番号を記入してく

ださい。 
・ 研究パフォーマンスを上げるとは、研究成果を量的・質的に向上させることを意味

します。 
・ 大学運営業務とは、教授会・主任会議等への出席、それらに伴う業務、大学等の自

己点検・評価のための業務などを指します。 
・ 学内事務手続とは、備品購入手続、施設使用申請などを指します。 
・ 事務従事者とは、庶務・経理、福利厚生、研究組織・施設を運用するために必要な

関係者。特に専門的な技能・知識を必要としない研究関係業務（たとえば試験用農

場の手入れなど）に従事する労働者も含みます。 
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・ 大学間の機能分化とは、各大学が自らの選択に基づき、大学が有する各種の機能の

それぞれへの比重の置き方を見直していく取り組みを指します。 
・ 共同研究者には、同一組織、異なる組織及び海外の組織の研究者を含みます。 
・ 博士課程学生とは、大学院博士課程（後期）の在籍者を指します。 
・ 若手研究者とは、概ね 39 歳以下の研究者を指します。 
・ ポスドク（ポストドクター）とは、博士の学位を取得後、任期付で任用される者で

あり、①大学等の研究機関で研究業務に従事している者であって、大学教員（教授・

准教授・助教・講師等(*)）の職にない者、②独立行政法人等の研究機関において研

究業務に従事している者のうち、所属する研究グループのリーダー・主任研究員等

でない者を指します（博士課程に標準修業年限以上在学し、所定の単位を修得の上

退学した者（いわゆる「満期退学者」）を含む）。 
(*) 助手については実際の活動により区分（教員と同等の場合に教員と分類）して

ください。 
・ 研究補助者とは研究者の指示に従い資料収集、検査・測定、試験、記録、経常的観

測作業などに従事して、研究者を補助する者を指します。 
・ 技能者とは研究活動に対して専門的な技術サービスを提供することを職務とする者

を指します。検査・測定専門の技師、無菌動物の飼育に従事する者、試験用材料の

作成・加工に従事する者などが該当します。 
・ リサーチ・アドミニストレーターとは、大学等において、研究活動の企画・マネジ

メント、研究成果活用促進など、研究者の研究活動の活性化や研究開発マネジメン

トの強化等を支える者を指します。例えば、研究者とともに行う研究プロジェクト

の企画、研究計画等に関する関係法令等対応状況の精査、研究プロジェクト案につ

いての提案・交渉、研究プロジェクトの会計・財務・設備管理、研究プロジェクト

の進捗管理、特許申請等研究成果のまとめ・活用促進などに担当する者が該当しま

す。 
・ 継続性に配慮した資金制度とは、例えば、長期的な研究支援、優秀な成果を上げた

研究プロジェクトの研究期間を延長する仕組みなどを指します。 
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5. 職務内容の区別について 
(1) 職務の分類の事例 

本調査における「職務」の分類に際しては、以下の表１～表 3 に示す事例を参考にして

ください。 
 

表 1  職務の分類：教育活動及び研究活動の事例 

 

教育活動 
 授業 ○ 講義、演習、教育目的の実験、実習、実技 

※ 基本的に、学生に単位が与えられるものを対象とします。 
※ ただし、大学院博士（後期）課程の大学院生の博士論文作成のた

めの研究指導は、ここには含めず、研究活動として扱います。 

授業準備・個別指導・レポー

ト等の採点 
○ 授業又は指導に直接必要な情報・資料の収集、文献調査（教育に

直接関係しない個人的な学習、趣味としての読書等は除く） 
○ 授業又は指導に関する収集データの入力・加工・編成 
○ 教材の作成・編成、授業内容のチェック 
○ 学生に対する個別指導（卒業論文指導、学生との読書会等） 
○ 授業又は指導に関する会議・打ち合わせ 
○ レポート・テスト等の採点 

その他の教育活動 
 

○ 教科書の執筆（ただし自分の授業で用いることを主たる目的とし

たもの） 
○ 教育方法に関する研修の受講 

研究活動 
 研究に関する作業や報告など 

○ 研究に関する情報・資料の収集、文献調査（研究に直接関係しな

い個人的な学習、趣味としての読書等は除く） 
○ 研究に関する収集データの入力・加工・編成 
○ 研究に関する試作・実験・集計･分析 
○ 研究の実施に直接必要な機械・器具・装置などの工作、動植物の

育成 
○ 研究に関する論文作成（論文の翻訳、校正を含む）、発表 
○ 研究に関する論文の査読 
○ 研究に関する会議・打ち合わせ 
○ 競争的資金獲得のための申請書類の作成 

博士課程の学生への研究指導 ○ 大学院博士課程（後期課程のみ）の大学院生の博士論文作成のた

めの研究指導 
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表 2  職務の分類：社会サービス活動の事例 

 
 

表 3  職務の分類：その他の職務活動の事例 

 

社会サービス活動 
（教育関連） 

○ 公開講座、市民講座等への出講（派遣） 
○ 研修・セミナーへの出講（派遣） 
○ 研修生等受入のための業務 
○ 指導・相談 

・ 国内外における医療・看護技術の指導 
・ 学習・経営・医療・科学技術の指導・相談事業 
・ 教育相談 
・ 学外講習会への講師派遣 

○ 情報提供 
・ 所蔵する学術資料・情報の提供・展示 
・ 教材の公開 
・ 研究室・研究所の一般公開 

○ その他 
・ 依頼による自治体広報誌、新聞、一般雑誌等への執筆 
・ 講演会の記録集の出版 
・ 広報誌の発行 
・ 附属病院での院内学級の設置 

社会サービス活動 
（研究関連） 

○ 日本学術会議、学会等に関する活動（研究活動を除く） 
○ 研究ファンディング（科研費等）採択の審査・評価 
○ 国等の審議会等への出席などの行政参画活動 
○ 社会と連携及び協力するための下記のような活動（例） 

・ 薬の治験、臨床試験の受入れ 
・ 民間等との交流会の開催、研究面でのニーズの調査や企業訪問 
・ 大学等の研究活動への地域の理解のための研究施設等の公開 
・ 研究者総覧などの研究情報の公開 
・ 知的財産権や起業などの学内での啓蒙・指導 

○ 研究成果の活用に関する下記のような活動（例） 
・ 産業界への技術移転、研究成果の企業化 
・ 各種審議会、委員会への委員としての参加 
・ 地方公共団体や学協会、国際機関等の調査活動への協力 
・ 技術相談、法律相談、心理臨床相談 
・ 研究成果活用による企業役員兼業 

社会サービス活動

（その他（診療活動

等）） 

○ 大学の付属病院等における診療及び治療、及びそれらに係る検査・試験・

分析 

その他の職務活動（学内事務等） 

 本務校の運営のための業務 ○ 教授会、主任会議等への出席 
○ 学校等のその他の管理運営業務 
○ 大学等の自己点検・評価に関する活動 
○ 学内事務（備品購入手続き、施設使用申請など） 

職務に関するその他の活動 
○ 大学共同利用機関などで機関の設置目的に由来する職務のうち、

教育・研究に直接関わらない活動 
○ 特定目的でない来客の対応 
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(2) ボーダーライン的活動の扱いについて 
前項(1)に示した「教育活動」、「研究活動」、「社会サービス活動」、「その他の職務活動」

への分類が困難な活動（ボーダーライン的活動）については、下記を参考にして回答し

てください。また、七つの活動区分のうち、複数の区分に属すると考えられる活動に関

しては、内容に応じて適当な区分に案分して回答してください。 
 
○ 読書 

特定の研究のために行う場合は「研究活動」に含め、また学生の指導のような教

育のために行う場合は「教育活動」に含めてください。趣味の読書は、職務の活

動として扱わず、いずれの活動にも含めないでください。 
 

○ 自己学習 
専門書の理解等の活動を指します。特定の研究のために行う場合は「研究活動」

に含め、また学生の指導のような教育のために行う場合は「教育活動」に含めて

ください。自宅で行う自己学習であっても同様ですが、特定の目的がない場合に

は、職務の活動として扱わず、いずれの活動にも含めないでください。 
 

○ コンサルタント活動 
企業の技術指導や経営指導、行政や公的機関の運営に対する助言等を指します。 
基本的には「社会サービス活動（研究関連）」の活動に含めますが、指導や助言の

内容が自分自身の研究と関連がない場合には、「社会サービス活動（教育関連）」

に含めてください。 
 

○ 教科書の執筆 
自分の授業で使用することを主たる目的で執筆する場合は「教育活動」に含めま

すが、そうではなく、広く使用されることを目的とする場合には、「社会サービス

活動（教育関連）」に含めます。また、自己の研究成果をとりまとめた場合や内容

的に特に新奇性の高いものに関しては「研究活動」に含めてください。 
 

○ 啓蒙書の執筆 
基本的に、啓蒙書の内容が自分の研究に関連する場合には「社会サービス活動（研

究関連）」に含め、そうでない場合には「社会サービス活動（教育関連）」に含め

てください。職務の活動として行っていない場合は、いずれの活動にも含めない

でください。 
 

○ 学術書の翻訳 
特定の研究のために翻訳を行う場合には「研究活動」に含め、自分が勤務先（兼
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務先も含む）で行う教育に関連する内容の場合には「教育活動」に含めてくださ

い。それ以外の場合は、基本的に、学術書の内容が自分の研究に関連する場合に

は「社会サービス活動（研究関連）」に含め、そうでない場合には「社会サービス

活動（教育関連）」に含めてください。 
 

○ 建築設計 
基本的に「社会サービス活動（その他）」としますが、新奇性の高い場合には「研

究活動」に含めてください。 
 

○ 芸術作品の制作、音楽の演奏（職務として行う場合） 
学術活動として行われるこれらの活動に関しては、本調査では「研究活動」とし

て扱わず「社会サービス活動（その他）」に含めてください。 
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「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」調査票

（大学等
の名称）

（研究
科等の
名称）

（専攻
等の名
称）

20 年 月

19 年 月

2　外国 →

5　性別（該当する番号を一つ選択してください） 1　男性　　　　2　女性

6　あなたの専門分野 1　人文科学 5　理学（理論系） 11 医学（基礎系・社会系） 17 家政

（最もあてはまる番号を一つ選択してください） 2　法学・政治 6　理学（実験系） 12 医学（臨床系） 18 教育

3　商学・経済 7　工学 13 歯学（基礎系・社会系） 19 芸術

4　その他（2と3以外）の 8　農学（9および10を除く） 14 歯学（臨床系） 20 その他

　　社会科学（社会学を含む） 9　農業工学 15 薬学

10 農業経済 16 その他（11～15以外）の保健

1　無し  有り

↓

2　リサーチアシスタント　 3　ティーチングアシスタント　

4　テクニカルアシスタント 5　その他　　[ ]

1　受けていない　　　受けている

↓

2　日本学生支援機構　　3　日本学術振興会　　4　左記以外の公的機関　　5　民間(企業・非営利団体)

9 平成25年度(平成25年4月1日～平成26年3月31日)の区分別の週数及び休日数

（予定を含めた平成25年度の全52週を下記の(a), (b)の2つの区分に分類し、それぞれの週数及び大学院博士課程の在籍者としての活動を行わない日数を記入してください。）

・大学院博士課程の在籍者としての活動を行わない日が二週間に3日間ある場合は一週間あたり1.5日として、小数まで記入してください。

週 日

週 52 週） 日

10　平成25年度の各期間における大学院博士課程の在籍者としての活動を行う平均的な1日の時間数

（質問9の各区分で、大学院博士課程の在籍者としての活動を行う平均的な1日の時間数を記入してください。）

・ 活動時間が分単位になる場合は、30分を0.5時間として小数まで記入してください。

・ 研究、その他の大学院博士課程の在籍者としての活動の総和が同じ行の合計時間になるよう記入してください。

・ 自分の専門分野に関係のないアルバイト等は含めないでください。

ta,1 時間 ta,2 時間 ta,3 時間 時間

tb,1 時間 tb,2 時間 tb,3 時間 時間

本調査にご回答いただきまして、誠にありがとうございました。

2 　在籍している大学院博士課程への進学時期
　　（西暦で記入してください）

[大学院博士課程の在籍者用]

平成25年11月1日現在

記入の際には「調査票の記入の手引き」を参照してください。 ※凡例：

この調査票は、統計以外の目的に使用しませんので、ありのままを記入してください。

文部科学省　科学技術・学術政策局

入力箇所

条件付入力箇所

(a) 在籍大学の授業期間

(b) 在籍大学の授業期間以外

あなたの論文作
成を目的とした
研究活動

あなたの論文作
成以外を目的と
した研究活動

研究活動以外
の大学院博士
課程の在籍者と
しての活動

研究活動

8　貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金
の種類
（該当する番号を選択してください）
（「2～5」については複数回答可）

0  回答者ID番号（「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査への御協力のお願い」に記載されている9桁の番号を
記入してください）

7 雇用関係
（在籍大学等に雇用されている場合は、該当す
る番号を一つ選んでください）

4　国籍
（該当する番号を選択し、外国の場合は国名も
記入してください）

1　日本 [ （国名）

3　生年月（西暦で記入してください）

1　在籍大学等の名称

期間の区分 左記の期間の週数

Wa(a) 在籍大学の授業期間

左記の期間の平均的な1日における時間数

期間の区分
大学院博士課程の在籍
者としての活動の合計
時間

Wb （残り(b) 在籍大学の授業期間以外

Ta,s
Tb,s

左記の期間の平均的な一週間で
大学院博士課程の在籍者として

の活動を行わない日数

Da
Db

合計52週
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「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」 
調査票記入の手引き 

［大学院博士課程の在籍者用］ 
 
1. 調査の目的 

本調査は、科学技術の振興に関する施策の企画・立案のための基礎資料として、大学等に

おける研究者の活動の実態を把握し、研究や教育等にかける時間の利用実態を調査すると

ともに、大学等における研究者数を国際的な基準であるフルタイム基準に換算するために

必要な統計的データを得ることを目的とします。 
 
2. 本調査における「研究」の語の定義 

本調査においては、「研究」の語を研究開発統計上の用語として使用しており、その定義は、

総務省統計局「科学技術研究調査」における「研究」の語の定義と同一です。 

総務省統計局の「科学技術研究調査」における「研究」の定義： 
「研究」とは事物・機能・現象等について新しい知識を得るために，又は既存の知識の新

しい活用の道を開くために行われる創造的な努力及び探求をいう。 

上記は、必ずしも研究の一般的な定義ではないことにご注意ください。 
また、本調査の「研究」は、自然科学の研究だけでなく 人文・社会科学の研究も含みます。 
 
3. 本調査の対象 

この調査票は、大学院博士課程の在籍者を対象としています。大学院博士課程が前期課程

と後期課程に分かれている場合は、後期課程在籍者のみを対象とします。また 5 年制の大

学院博士課程の場合は、3 年次以降の在籍者のみを対象とします。 
 
4. 個別の質問についての記入の手引き 

 質問 1  在籍大学等の名称  
○ 現在（平成 25 年 11 月 1 日）在籍している学校等の名称、研究科等の名称、専攻等の名

称を必ず記入してください。 
 
質問 2  在籍している大学院博士課程への進学時期  
○ 西暦で記入してください。 
 
質問 4  国籍 
○ 外国の場合は、国名を記入してください。 
 
質問 6  あなたの専門分野  
○ あなたの専門分野を選択肢 1～20 から選択してください。 
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○ 専門分野の分類については専用サイトのリンクより「専門分野一覧表」を参照してくだ

さい。なお、「専門分野一覧表」は、「学校基本調査」における「学科系統分類表」に準

拠していますが、あなたの所属する研究科よりも、あなたの専攻を優先して回答してく

ださい。 
・ 例えば、あなたが「経営情報学研究科」に所属しており、専攻が「経営学」である

場合、「経営情報学」が分類されている『7 工学』や『20 その他』ではなく、「経

営学」が分類されている『3 商学・経済学』を選択してください。 
○ 専門分野が２つ以上ある場合には、主なもの１つを選択してください。 
 
質問 7  雇用関係  
○ 質問 1 で回答した大学等に雇用されている場合は、その雇用について、選択肢 2～5 の

該当する番号を選択してください。雇用関係が無い場合は 1 を選択してください。雇用

上の名称ではなく、実際の活動の内容に基づいて回答してください。 
・ 「リサーチアシスタント」とは、大学等における研究プロジェクト等に研究補助者

として参画し、これに対する手当の支給を受ける大学院学生等を指します。 
・ 「ティーチングアシスタント」とは、大学等において学部学生等に対するチュータ

リング（助言）や実験・実習・演習等の教育補助業務を担当し、これに対する手当

の支給を受ける大学院学生等を指します。 
・ 「テクニカルアシスタント」とは、専門的業務（例えば情報システムの管理・運営）

の担当者として大学等に雇用される大学院学生等を指します。ただし、業務内容が

研究の一部である場合は「リサーチアシスタント」として回答してください。 
 
質問 8  貸与・給付を受けている奨学金・研究奨励金の種類  
○ 奨学金・研究奨励金の貸与・給付を受けている場合、その奨学金・研究奨励金の種類に

ついて、選択肢 2～5 の該当する番号を選択してください。そうでない場合は 1 を選択

してください。 
 
質問 9  平成 25 年度における区分別の週数および休日数  
○ 平成 25 年度の実績および今後の予定をもとに期間を区分して週数を記入してください。 
○ 1 年間の 52 週を 2 つのパターンに分けて、それぞれの週の数を記入してください。そ

の際には、以下の基準を用いてください。 
 週の途中でパターンが変わる週については、日数の多い方に分類してください。 
 「授業」とは講義、演習、教育目的で行う実験、実習、実技、等であり、基本的

には学生に単位が与えられるものを指します。ただし、本調査では、大学院博士

（後期）課程に在籍する大学院生が博士論文作成のために受ける研究指導は「研

究活動」として扱うので「授業」には含めません。 
 週に 1 日でも授業のある週については（a）に分類してください。 
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 在籍大学の授業期間以外に授業や集中講義を受ける場合は、その週を、(a)「在籍

大学の授業期間」と(b)「在籍大学の授業期間以外」のうち、活動状況がより近い

方に含めてください。「活動状況がより近い」とは、授業だけでなく研究活動や会

議・管理運営等を含む全ての活動時間の内訳がより近いことを意味します。 
○ 大学院博士課程在籍者としての活動を行わない日は、土日や祝日を含めて 1 週間あたり

の総日数を記入してください。 
○ 大学院博士課程在籍者としての活動を行わない日が二週間に 3 日間ある場合は一週間

あたり 1.5 日として、小数点第 2 位まで記入してください。 
 
質問 10 平成 25 年度の各期間における大学院博士課程の在籍者としての活動 
を行う平均的な 1 日の時間数 
○ 質問 9 で 0 週となった期間は空欄にしてください。 
○ 活動時間が分単位になる場合は、30 分を 0.5 時間として小数点第 2 位まで記入してく

ださい。 
○ それぞれの活動時間の総和が同じ行の合計時間になるよう記入してください。 
○ 「大学院博士課程の在籍者としての活動」とは、大学院博士（後期）課程に在籍するこ

とによって必要性が生じる各種の活動を指し、下記(1)～(3)のような活動を含みます。 
(1) あなたの論文作成を目的とした研究活動 
・ あなたの成果として公表するための研究 
・ 博士論文作成のために受ける指導 
・ 直接的にあなたの研究のために行う読書 
(2) あなたの論文作成以外を目的とした研究活動 
・ あなたの論文の作成と直接関係しない研究会への出席 
・ あなたの論文と直接関係のない専門分野に関する本の読書 
・ 指導教授や所属する研究室等の研究活動への参加（自分の研究や博士論文作成

と直接的に関係のないもの） 
・ リサーチアシスタントとしての活動 
・ テクニカルアシスタントとしての活動（研究に関する活動） 
(3) 大学院博士課程の在籍者としての活動 
・ 大学院の授業（講義、演習、教育目的の実験、実習、実技、等）の受講・参加、

授業で課せられた課題の実施、授業に関連した教科書等の勉強 
・ 研究成果の製品化など産学連携に関する活動 
・ ティーチングアシスタントとしての活動 
・ 学部学生・修士課程在籍者への専門分野に関する指導 
・ 付属病院等における診療・治療に関する活動 
・ テクニカルアシスタントとしての活動（研究以外の活動） 
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「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」調査票

[医局員・その他の研究員用]

1　勤務先（本務）の名称

1　現在と同じ　　2　他の大学等　　3　公的機関　　4　非営利団体　　5　企業　　6　外国の機関　　7　その他（無職等）

↓

（学部・学科名等）

上記質問2の回答が「3～7」の方はここで終了です。ありがとうございました。

1　医局員 2　その他の研究員

1　大学院博士(後期）課程在籍中 2　ポストドクター 3　いずれにも該当しない

年 月

1　任期無し（期限を定めない雇用）　　　　   2　任期有り（期限を定めた雇用）

↓

［任期（最初の契約時点から任期終了までの期間）： 年］

1　科学研究費助成事業によるプロジェクト雇用　　　　　2　科学研究費助成事業以外の競争的研究資金によるプロジェクト雇用

3　その他の公的資金によるプロジェクト雇用　　　　　4　その他のプロジェクト雇用　　　　5　いずれにも該当しない

1　学外での兼務無し 2　他の大学等の職務を兼務 3　公的機関の職務を兼務

4　非営利団体の職務を兼務 5　企業の職務を兼務 6　外国の大学・機関の職務を兼務

1　大学等 K1 機関 2　公的機関 K3 機関 3　非営利機関 K5 機関 4　企業 K7 機関

（うち外国 K2 機関） （うち外国 K4 機関） （うち外国 K6 機関） （うち外国 K8 機関）

2　外国 → ]

11　生年月（西暦で記入してください） 19 年 月

12　性別 1　男性　　　　2　女性

13　最終学位

（該当する番号を一つ選択してください） 6　その他　　 → ［ ］

14　あなたの専門分野 1　人文科学 5　理学（理論系） 11 医学（基礎系・社会系） 17 家政

（最もあてはまる番号を一つ選択してください） 2　法学・政治 6　理学（実験系） 12 医学（臨床系） 18 教育

3　商学・経済 7　工学 13 歯学（基礎系・社会系） 19 芸術

4　その他（2と3以外）の 8　農学（9および10を除く） 14 歯学（臨床系） 20 その他

　　社会科学（社会学を含む） 9　農業工学 15 薬学

10 農業経済 16 その他（11～15以外）の保健

次ページへ続きます。

E

1　日本 [ （国名）

（学部・学科名
等）

4　研究者としての状況
　（該当する番号を一つ選択してください）

6　本務における任期の有無
（該当する番号を一つ選択してください。「2　任
期有り」の場合、任期を年数で記入してくださ
い）
・任期については、現に契約している契約の任
期（ただし、任期の更新が明確に保証されてい
る場合は、それを含めた任期）を回答してくださ
い。

7　雇用形態
（該当する番号を一つ選択してください）
・プロジェクト雇用とは、特定のプロジェクトの経
費に基づく雇用のみを指し、運営費交付金等
や大学の自己収入に基づく雇用は含みませ
ん。

2　平成25年3月31日時点の勤務先（本務）
（該当する番号を一つ選択してください。他の
大学等の場合、勤務先の名称を記入してくださ
い）

以下の質問は、平成25年（2013年）3月31日時点での状況についてです。

3　研究者の区分（本務）
　（該当する番号を一つ選択してください）

5　2013年3月31日に勤務している機関で医局
員・その他の研究員となった年月（西暦で記入
してください）

10　国籍
（該当する番号を選択し、外国の場合は国名も
記入してください）

1　学士       2　修士       3　博士       4　博士課程満期退学・単位取得退学       5　専門職学位（法務博士・専門職修士）

（学校名等）

0  回答者ID番号（「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査への御協力のお願い」に記載されている
9桁の番号を記入してください）

9　職歴
（現職（2013年3月31日時点）も含め、今までに
勤務した本務機関数を記入してください。複数
回答可）

8　兼務の状況
（該当する番号の左側に○を記入してくださ
い。
「2～6」については複数回答可）

入力箇所

平成25年11月1日現在

文部科学省　科学技術・学術政策局

※凡例：

この調査票は、統計以外の目的に使用しませんので、ありのままを記入してください。

記入の際には「調査票の記入の手引き」を参照してください。

条件付入力箇所

（学校名等）
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以下の質問は、平成24年度（2012年4月1日～2013年3月31日）の状況についてです。

15　平成24年度における一週間あたりの休日数

（平成24年度の平均的な一週間で職務を行わない日数を記入してください。） D 日

・職務を行わない日が二週間に3日間ある場合は一週間あたり1.5日として、小数まで記入してください。

16　平成24年度における職務を行う平均的な1日の時間数

・活動時間が分単位になる場合は、30分を0.5時間として小数まで記入してください。

・研究活動、社会サービス活動、その他の職務活動（学内事務等）の総和が同じ行の合計職務時間になるよう記入してください。

社会サービス活動

医療関連

t1 時間 t2 時間 t3 時間 t4 時間 t5 時間 t6 時間 t7 時間 時間

17　平成24年度における個人又は研究代表者として得た研究資金の金額

（該当する番号を選択し、金額を万円単位で、四捨五入して記入してください。）

・直接経費のみを記入してください。

・複数年にわたる研究資金について、平成２４年度の金額が確定していない場合は、その金額を案分して、１年当たりの金額を記入してください。

・他機関の研究分担者に研究資金を振り分けている場合は、その資金を除いてください。

(a) 内部資金 1　なし　　　　 2　ある 万円

(b) 外部資金 1　なし　　　　 2　ある 万円

(C) うち競争的資金 1　なし　　　　 2　ある 万円

本調査にご回答いただきまして、誠にありがとうございました。

Fb
Fc

Fa

Ts

教育関連

平均的な一週間のうち

合計職務時間
その他の職務

活動
（学内事務等）その他

あなたの論文作
成を目的とした

研究活動

あなたの論文作
成以外を目的と
した研究活動

（研究補助など）

研究関連

研究活動
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「大学等におけるフルタイム換算データに関する調査」 
調査票記入の手引き 

［医局員・その他の研究員用］ 
 
1. 調査の目的 

本調査は、科学技術の振興に関する施策の企画・立案のための基礎資料として、大学等に

おける研究者の活動の実態を把握し、研究や教育等にかける時間の利用実態を調査すると

ともに、大学等における研究者数を国際的な基準であるフルタイム基準に換算するために

必要な統計的データを得ることを目的とします。 
 
2. 本調査における「研究」の語の定義 

本調査においては、「研究」の語を研究開発統計上の用語として使用しており、その定義は、

総務省統計局「科学技術研究調査」における「研究」の語の定義と同一です。 

総務省統計局の「科学技術研究調査」における「研究」の定義： 
「研究」とは事物・機能・現象等について新しい知識を得るために，又は既存の知識の新

しい活用の道を開くために行われる創造的な努力及び探求をいう。 

上記は、必ずしも研究の一般的な定義ではないことにご注意ください。 
また、本調査の「研究」は、自然科学の研究だけでなく 人文・社会科学の研究も含みます。 
 
3. 本調査の対象 

この調査票は、総務省「科学技術研究調査」において「医局員・その他の研究員」（ただし

本務者）として計上された研究者を対象としています。学校に対して授業料等を納めてい

る者は該当しません。（大学等の「教員」及び「大学院博士課程の在籍者」には異なる調査

票が配布されます。） 
 
4. 個別の質問についての記入の手引き 

 質問 1  勤務先（本務）の名称  
○ 現在（平成 25 年 11 月 1 日）所属している学校等の名称と、学部・学科等の名称を必ず

両方記入してください。 
○ 所属は、原則として辞令によりますが、所属学部・学科等の発令がない場合は、実際に

勤務している学部・学科等の名称を記入してください。 
○ 他の学部・学科又は他の学校等の職務を兼務している場合は、本務先の名称のみを記入

してください。 
○ 本務とは当該勤務先に籍があり常勤している場合を指します。 
 
質問 2  平成 25 年 3 月 31 日時点の勤務先（本務）  
○ 平成 25 年 3 月 31 日時点における勤務先（本務）について回答してください。大学の非
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常勤講師等は本務に含めないでください。 
○ 本務とは当該勤務先に籍があり常勤している場合を指します。 
○ 平成 25 年 3 月 31 日時点における勤務先（本務）が国内の場合は選択肢 1～5 のうち該

当するもの、また、外国の場合は選択肢 6「外国の機関」を選択してください。 
○ 選択肢 1「現在と同じ」は、質問 1 で回答した学校等に「医局員・その他の研究員」と

して勤務していた場合のみを指し、学生等であった場合は該当しません。 
○ 選択肢 2「他の大学等」を選んだ場合は、平成 25 年 3 月 31 日時点に所属していた学校

等の名称と、学部・学科等の名称を必ず両方記入してください。 
・ 所属は、原則として辞令によりますが、所属学部・学科等の発令がない場合は、実

際に勤務している学部・学科等の名称を記入してください。 
・ 他の学部・学科又は他の学校等の職務を兼務している場合は、本務先の名称のみを

記入してください。 
○ 選択肢 2 における「大学等」とは、下記を指します。 

・ 学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）に基づく大学の学部（大学院の研究科及び大

学附属病院等を含む）、短期大学、高等専門学校、大学附置研究所、大学附置研究施

設 
・ 国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）に基づく大学共同利用機関、独立行政

法人国立高等専門学校機構 
○ 選択肢 3「公的機関」とは大学等を除く国・地方公共団体、特殊法人・独立行政法人等

を指します。 
○ 選択肢 4「非営利団体」とは財団法人、社団法人、NPO、宗教法人等を指します。 
○ 選択肢 5「企業等」とは株式会社、合名会社、個人で経営する形態の企業等を指します。 
○ 選択肢 6「外国の機関」とは海外に所在する機関（大学等、企業等、研究機関等）を指

します。 
○ 選択肢 7「その他」は、学生や無職等の場合が該当します。 
 
質問 3  研究者の区分（本務） 
○ 平成 25 年 3 月 31 日時点で発令されている職名（本務）に基づき、選択肢 1～2 のうち

該当するものを一つ選択してください。 
○ 「医局員」とは、医学部等に所属し、大学附属病院及び関連施設において診療、研究、

教育に従事している医者を指します。大学等の「教員」及び「大学院博士課程の在籍者」

は含みません。 
・ 「主任医師」、「チーフドクター」などの機関固有の職階や名称に関わらず、大学に

関連した病院で勤務医となっている場合は「医局員」としてください。 
・ 「教員」とは、教授、准教授、助教及び講師の役職に本務としてついている者を指

します。助手については、実際の活動により区分（教員と同等の場合に教員と分類）

してください。 
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・ 「大学院博士課程の在籍者」とは、大学院博士後期課程在籍者を指します。 
○ 「その他研究員」とは、大学等に所属する研究者のうち「教員」、「大学博士課程の在

籍者」及び「医局員」以外で、本務として研究を行う者が該当します。 
 
質問 4  研究者としての状況  
○ 平成 25 年 3 月 31 日時点で発令されている研究者としての状況を選択肢 1～3 より該当

するものを一つ選択してください。 
○ ポストドクターとは、博士の学位を取得後、任期付で任用される者であり、①大学等の

研究機関で研究業務に従事している者であって、大学教員（教授・准教授・助教・講師

等 (*)）の職にない者、②独立行政法人等の研究機関において研究業務に従事している者

のうち、所属する研究グループのリーダー・主任研究員等でない者を指します（博士課

程に標準修業年限以上在学し、所定の単位を修得の上退学した者（いわゆる「満期退学

者」）を含む）。 
(*) 助手については実際の活動により区分（教員と同等の場合に教員と分類）してください。 
 
質問 5 2013 年 3 月 31 日に勤務している機関で医局員・その他の研究員となった年月 
○ 平成 25 年 3 月 31 日時点で勤務している機関において、あなたが医局員ないしその他研

究員として採用された年月を西暦で記入してください。 
 
質問 6  本務における任期の有無  
○ 平成 25 年 3 月 31 日現在発令されている職（本務）における任期の有無を回答してくだ

さい。 
○ 選択肢 2「任期有り(期限を定めた雇用)」に該当する場合、任期の長さを年単位で記入

してください。ただし、1 年に満たない場合には 12 か月を 1 とし、小数点一桁まで記

入してください。 
○ 任期については、現に契約している契約の任期（ただし、任期の更新が明確に保証され

ている場合は、それを含めた任期）を回答してください。 
 

質問 7  雇用形態  
○ あなたが雇用された際に、特定のプロジェクトで雇用された場合、該当する選択肢１～

4 を選択してください。それ以外は 5 を選択してください。 
・ プロジェクト雇用とは、特定のプロジェクトの経費に基づく雇用のみを指し、運営

費交付金等や大学の自己収入に基づく雇用は含みません。 
 
質問 8  兼務の状況  
○ 選択肢 2～6 における機関の範囲は、質問 2 の場合と同じです。複数回答も可能です。 
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質問 9  職歴  
○ 平成 25 年 3 月 31 日現在までに務めた機関数を、その時点（平成 25 年 3 月 31 日時点）

での勤務先も含めて回答してください。複数回答も可能です。 
 
質問 10  国籍 
○ 外国の場合は、国名を記入してください。 
 
質問 14  あなたの専門分野  
○ あなたの専門分野を選択肢 1～20 から選択してください。 
○ 専門分野の分類については、専用サイトのリンクより「専門分野一覧表」を参照してく

ださい。なお、「専門分野一覧表」は、「学校基本調査」における「学科系統分類表」に

準拠していますが、あなたの所属する学科よりも、あなたの専門分野を優先して回答し

てください。 
・ 例えば、あなたが「経営情報学科」に所属しており、専門分野は「経営学」である

場合、「経営情報学」が分類されている『7 工学』や『20 その他』ではなく、「経

営学」が分類されている『3 商学・経済学』を選択してください。 
○ 専門分野が２つ以上ある場合には、主なもの１つを選択してください。 
 
質問 15  平成 24 年度における一週間あたりの休日数  
○ 平成 24 年度の平均的な一週間で職務を行わない日数を記入してください。 
○ 職務を行わない日が二週間に 3 日間ある場合は一週間あたり 1.5 日として、小数点第 2

位まで記入してください。 
 
質問 16  平成 24 年度における職務を行う平均的な 1 日の時間数 
○ 活動時間が分単位になる場合は、30 分を 0.5 時間として小数点第 2 位まで記入してく

ださい。 
○ 研究活動、社会サービス活動、その他の職務活動の時間の総和が同じ行の合計職務時間

になるよう記入してください。 
○ 本調査における「活動」とは、本務先の活動だけでなく兼務先の活動も含んでおり、あ

なたが行う職務活動の全てを指します。 
 「研究活動」とは、例えば下記を指します。 

・ 研究に関する情報・資料の収集、文献調査（研究に直接関係しない個人的な学

習、趣味としての読書等は除く） 
・ 研究に関する収集データの入力・加工・編成 
・ 研究に関する試作・実験・集計･分析 
・ 研究の実施に直接必要な機械・器具・装置などの工作、動植物の育成 
・ 研究に関する論文作成（論文の翻訳、校正を含む）、発表 
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・ 研究に関する会議・打ち合わせ 
・ 自分の研究に関する競争的資金獲得のための申請書類の作成 

 「あなたの論文作成を目的とした研究活動」とは、研究活動のうち、自分の成果とし

て公表するためのものを指します。 
 「あなたの論文作成以外を目的とした研究活動」とは、研究活動のうち、あなたの論

文の作成と直接関係しないものを指します。例えば下記が該当します。 
・ 所属する研究室等の研究活動（自分の研究や自分の論文作成と直接的に関係の

ないもの）への参加やそれを支えるための研究補助的・技能サービス的活動 
 「社会サービス活動」とは、研究者としての専門的知識を用いて社会へ貢献すること

を主たる目的とした活動のうち、「研究活動」以外のものを指します。次の４つに分

類して回答してください。 
(1) 医療関連 

例：付属病院等における診療・治療等 
(2) 教育関連 

例：学生・大学院生への専門分野に関する指導、非常勤講師、大学外での教育

活動等 
(3) 研究関連 

例：学会等に関する活動（研究活動を除く）、審議会・委員会等への出席などの

行政参画活動、薬の治験、臨床試験の受入れ、産業界への技術移転、研究成果

の企業化、地域貢献に関する活動等 
(4) その他 

専門知識を用いた社会サービス活動のうち上記(1)～(3)以外のもの 
 「その他の職務活動（学内事務等）」とは、「研究活動」、「社会サービス活動」以外の

職務活動を指します。 
 
質問 17  平成 24 年度における個人又は研究代表者として得た研究資金の金額 
○ あなた自身が使途を決定できる研究資金を万円単位で四捨五入して記入してください。 
○ 研究資金は平成 24 年度に入金された時点の金額に基づいて回答してください。複数年

にわたる研究資金について、平成 24 年度の金額が確定していない場合は、その金額を

案分して、１年当たりの金額を記入してください。 
○ 間接経費を除いて研究者が使える直接経費のみを記入してください。 
○ 他機関の研究分担者に研究資金を振り分けている場合は、その資金を除いてください。 
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専門分野一覧表

観光マネジメント学 金融公共経済学 メディア情報学 経営会計学 公共マネジメント ビジネス創造学

レジャービジネス学 金融・経営リスク科学 サービス創造学 グローバル経営学 ITソリューション学 経営情報学

先端経営学 女性キャリア学 都市環境・観光学 総合政策学 観光ビジネス学 マネジメント創造学

キャリア・マネジメント学 経済ファイナンス学 知的財産学 市場戦略学 地域再生学 情報メディア学

中国ビジネス学 環境経済学 人間経営学 現代応用経済学 ビジネス行動学 ソーシャル・マネジメント学

公共・環境経済学 現代企業学 アジア地域ビジネス学 経営デザイン学 メディアマネジメント学 健康福祉マネジメント学

シティライフ学 ビジネスデザイン学 経済経営学 地域みらい学 地域総合学 経済情報システム学

経営・会計学 スポーツビジネス リーガルエコノミクス学 地域創生学 国際コミュニケーションビジネ
学

税務会計学

観光（科）学 流通・経営学 情報ビジネス学 実践経済学 実践マネジメント学 経済政策学

総合ビジネス学 ビジネス学 経営マネージメント学 スポーツ経営学 経済経営学 観光政策学

メディアビジネス学 組織経営学 事業創造学 グローバル・ビジネス マネジメント総合学 コミュニティビジネス学

市場経営学 経営コミュニケーション学 経営戦略学 経営ネットワーク システム情報 情報システム学

公共経営学 ビジネス企画 事業構想学 文化経済学 産業デザイン学 ビジネス情報

開発経済 情報(メディア・)ネットワーク
学

マーケティング（学） ビジネス戦略 総合経営学 現代経営

生活経営学 経営情報科学 プロジェクトマネジメント学 ネットワーク(ビジネス)情報学 サービス経営システム ネットワークビジネス学

マネジメントシステム学 経営社会学 消費情報環境法学 産業経営学 地域ビジネス学 観光経営学

起業学 企業システム学 国際ビジネス学 （現代）ビジネス学 環境ビジネス学 社会経済システム学

開発協力学 アジア太平洋学 マーケティング情報学 産業社会学 ビジネスコミュニケーション学 企業情報学

国際ビジネス情報学 国際地域経済学 流通経済学 （現代）マネジメント学 アジア太平洋マネジメント学 地域経済学

総合経済学 流通マーケティング学 医療経営学 都市経済学 サービス（と）経営学 国際産業情報学

産業消費情報学 経営開発学 現代経済学 産業学 経済(・)経営学 社会経済学

現代経済 企業経営 国際経済社会 市場環境学 流通情報学 経済ネットワーキング学

経営科学 経済システム学 経営システム学 地域システム学 都市文化経済学 サービス産業学

ビジネスマネジメント学 公共経済学 経営環境情報学 経営環境学 観光産業学 流通科学

会計（・）情報学 経営システム科学 金融学 市場システム学 国際経営環境学 企業経営学

国際経営学 流通学 経済情報学 経営工学 観光経済学 （会計）ファイナンス学

貿易・観光学

経済工学 消費経済学 情報学 国際商学

現代法学 （現代）ビジネス法学 総合実践法学 政治行政学

経営経済学 国際経済学 貿易学 商業貿易学 会計学

管理科学 産業工学 応用経済学 情報管理学 （現代）経営情報学

商学 商業学 経済学 商経学 経営学 産業経営（ビジネス）学

産業経済学

公法学 経営法学 管理行政学

政治学 法律政治学 法政学 国際関係学 国際政治学

法学 法律学 私法学

行政学 国際・比較法学 企業法学

政策法学 行政政策学 国際ビジネス法学 政策学 法学政治学 国際公共政策学

経済学 国際政策学

国際企業関係法学 法政コミュニケーション学 地球環境法学

国際関係法学 地方行政学

アジアこども学 地理学 比較芸術学 文化・歴史学 国際社会学 国際文化・観光学

表現文化学 観光交流文化学 子ども未来学 こども学 国際学 ことばと文化学

地域供創学 中国語中国関係学 芸術・芸術療法学 現代文化表現学 環境地理学 人文・ジャーナリズム学

英語多文化コミュニケーショ
学

グローバル教養学 国際教養学 多文化コミュニケーション学 欧米言語文化学 発達科学

文化構想学 メディア情報学 歴史民俗・日本語日本文化学 文化遺産学 創造表現学 英語キャリア学

国際観光コミュニケーション
学

教育・臨床心理学 こども心理学 現代コミュニケーション学 子ども発達学 アジア学

映像身体学 応用コミュニケーション学 都市交流学 スピリチュアルケア学 人文コミュニケーション学 心理学

総合人間学 コミュニケーション情報学 心理・社会福祉学 外国語学 コミュニケーション文化学 国際文化交流学

国際文化協力学 美学芸術学 心理（・）行動科学 英語メディア学 子ども（こども）未来学 人間発達文化学

都市教養学 文化創造学 社会文化学 英米比較文化学 ヨーロッパ比較文化学 日本・東アジア比較文化学

心理こども学 国際文化・言語学 交流文化学 国際言語表現学 文学言語 英語文化コミュニケーション
学

日本文化創造学 地域創造学 人間発達心理学 こども文化学 ドキュメンテーション学 国際英語メディア学

グローバル(・)コミュニケー
学

言語表現学 国際・英語学 未来文化創造学 現代英語学 国際英語学

心理コミュニケーション 神道文化 芸術表現療法 心理・応用コミュニケーション 発達臨床心理学 総合人文学

現代日本文化学 日本伝統文化学 書道文化学 英語情報学 国際人間学科 アメリカ文明学

アジア文明学 ヨーロッパ文明学 文芸創作学 文化情報メディア学 多文化共生学 現代文化学

人間言語学 書道学 人類文化学 人文情報学 総合文芸学 人間環境学

観光文化学 東アジア地域言語 国際コミュニケーション学 異文化コミュニケーション学 表現文化（文化表現）学 文化総合学

文化交流学 社会コミュニケーション学 人間発達（科）学 英語文化学 環境文化学 北方圏文化学

人間行動学 国際社会コミュニケーション
学

地域情報科学 哲学歴史学 英語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ(学) アジア言語文化学

文化人類学 国際交流学 国際言語(コミュニケーション)
学

総合言語文化学 国際地域学 現代中国学

人間行動科学 日本アジア文化学 アジア文化学 超域文化科学 地域文化研究学 人間社会科学

東南アジア 南・西アジア 日本 人間情報学 文化・コミュニケーション学 国際社会文化学

思想文化学 行動文化学 ロシア・東欧 東アジア

人間科学 国際学 ヨーロッパ文化学 マスコミュニケーション学 総合文化学

文

社会心理教育学 キリスト教文化学 文明学 図書館・情報学 生活文化学 人間関係学

人間学 情報文化学 知識情報学 環日本海文化学 言語コミュニケーション学 仏教文化

地域文化学 人間文化学 文化行動学 心理・教育学 英米地域研究 人文社会学

国際言語文化学 コミュニケーション学 言語文化（文化言語）学 図書館情報学 行動学 工芸文化学

その他 人文学 人文科学 文化学 図書館学 人文・社会・自然

欧米文化学 日本文化（学） 心理社会学 国際関係学

仏教文化学 現代応用心理学 コミュニケーション心理学 人間心理応用学

国際キリスト教福祉学 宗教文化学 心理コミュニケーション学 応用健康心理学 対人・社会心理学 多元心理学

哲学関係

国際文化学 行動科学 地域科学 行動科学 文化 英米文化

東洋文化 人文学

比較文化学

社会臨床心理学 総合心理学 実践心理学 臨床福祉心理学 心理カウンセリング学 子どもコミュニケーション学

西洋哲学 印度哲学

臨床心理学 人間心理学 芸術文化学 国際禅学 文化心理学 心理臨床学

宗教学

宗学 仏教学 基督（キリスト）教学 神学 神道学 禅学

哲学 中国哲学 中国哲学文学 心理学 美学美術史学

密教学 真宗学 美学 東洋哲学

文化財歴史学 日本史学

史学・文化財学

地理歴史学

地理学 美術史学 歴史学 文化財学 歴史社会学 日本文化史学
史学関係 史学 国史学 東洋史学 西洋史学 史学地理学

歴史文化（文化歴史）学 歴史遺産学 総合歴史 歴史地理学

英語キャリア学 日本語・日本語教育学 アジア言語学 イベロアメリカ言語学

英語文化コミュニケーション
学

日本・中国文学科 国際言語学 国際コミュニケーション学 ヨーロッパ文化学 日本・東アジア文化学

ドイツ語圏文化学 フランス語圏文化学 グローバル英語学 英語教育学 日本文学（・）文化学 英語・英文学

英語英文学教育 国文中文学 国文学国語学 国文学 語学

言語文化学 英語英米文学 東アジア言語文化学 日本文化学 社会文化 国際コミュニケーション教育

国際文化（学） 英語英米文化（学） 中国語中国文化学 ヨーロッパ・アメリカ学 表現文化 実践英語

日本語教育学 日本語（・）日本文学 英語（・英米）文化学 外国語文化学 日本アジア言語文化学 米英言語文化学

専門分野 中分類 小分類

1　人文科学 文学関係 文学 日本文学 国語国文学 国語学国文学

2　法学・政治

3　商学・経済

文化史学 児童文学 日本語・日本文化学 日本語学 日本学

特設日本語学 日本語（・）日本文化学 外国語学 外国語・外国文学 外国文学 比較文化

文芸学 言語学

語学文学
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環境システム学 生物地球学

応用バイオ学 生命分子化学 環境応用化学 統合自然科学 化学・生命系 環境科学

メディア情報システム 物質創成化学 物理・情報科学 生物情報科学 応用理学 環境ゲノム学

物理・数理（数理・物理）学 化学・生命科学 物質生命科学 分子科学 生命環境学 生命圏環境科学

複雑系科学 環境情報学 メディアサイエンス学 生命情報学 物理生命システム科学 臨床生命科学

生命化学 地球環境科学 数理・情報科学 生物地球システム学 数理システム（科）学 地球惑星システム学

（応用）生命科学 認知科学 地球惑星（システム）科学 地圏環境科学 物質生物科学

物質理学 生物地球圏科学 海洋自然科学 広域科学 生命・認知科学 物質化学

環境生態学 要素科学 機能科学 環境理学 数理・情報システム学 生物地球環境科学

自然機能科学 地球生命環境科学 数理・自然情報科学 物質循環学 自然情報科学 化学・地球科学

基礎科学

機械理学 電子理学 海洋科学 自然学 海洋学 基礎理学
その他 理学 自然科学 数学物理学 経営理学

生命理学 分子生物学 生体機構学

分子生命科学 環境生命科学 環境数理学 自然環境科学 物質生命化学 地球環境学

数物科学 自然環境学 自然情報学 人間環境科学 生物圏環境科学 自然システム学

バイオサイエンス学 電子・情報科学

物質科学

地球惑星物質科学 地球惑星環境学

地球惑星科学

地球科学

地理学 地球物質科学 地球学 地質科学 物質科学 物質地球科学
地学関係 地質学 地質学鉱物学 地質鉱物学 地学 応用地学

地球システム科学 地球圏科学 物質開発工学 地球圏システム科学

生命科学 バイオ工学

生物物理学

生物学 応用生物科学 生体制御学 生物分子科学 生物科学 生物資源学

応用数理学 計算機科学 情報(科)学

情報数理学 数理科（学） 数理情報学 数学・情報数理学 計算科学 情報数理科学

生物関係 生物学 生物（・）化学 生化学 動物学 植物学

化学関係 化学 高分子学 応用化学 生物応用化学 基礎化学

機能分子化学

応用物理学 地球惑星物理学 宇宙・地球科学 物理科学 シミュレーション物理学

コンピュータシュミレーション 物理・応用物理学

5　理学（理論系）
6　理学（実験系）

数学関係 数学 応用数学 数理学

数理情報科学 情報システム 情報システム解析

物性学

国際教養学 環境社会学 国際総合政策学 音楽マネジメント学 心理経営学 医療心理学

医療福祉学 環境教育学 環境政策経営学 スポーツマネジメント学 経済政策学 都市経営学

情報メデｲア工

物理学関係 物理学 （宇宙）地球物理学 宇宙物理学 天文及び地球物理学 天文学

法律経済学 臨床福祉コミュニティ学 福祉健康スポーツ学 共生社会経済学 都市政策学 経営福祉ビジネス学

ビジネス心理学 スポーツウエルネス学 環境経営学 産業福祉マネジメント学 情報福祉マネジメント学 ホスピタリティ経営学

ビジネス実務学 国際総合学 国際学 経営教育学 医療福祉マネジメント学 現代経済デザイン学

現代法経学 経済経営 キャリアデザイン（学） 生活環境マネジメント学 法経政策学 情報行動学

ヒューマンエコノミー学 児童発達学 英語国際ビジネス学 スポーツ社会学 子ども福祉学 ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ・ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学

経営メディア学 政策イノベーション学 心身マネジメント学 競技ｽﾎﾟｰﾂﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学 人間発達学 地域構想学

知的財産マネジメント学 サービス産業学 地域環境政策学 現代こども学 地域文化政策学 ビジネス社会学

ビジネス情報 総合経済政策 知的財産学 健康福祉科学 未来社会創造学 地域福祉学

コミュニティ福祉政策学 公益学科 環境政策学 環境創造学 観光・生活文化事業学 社会環境学

社会環境設計学 総合管理学 文化情報学 総合情報学 経済システム法学

政策情報学 地域システム学 総合政策学 法ビジネス学 政策（科）学 法政経学

地域社会学 情報メディア学 応用実務法学 文化政策学 観光文化学

法政策学 総合社会システム学 情報マネジメント 情報社会政策学 地域経営学

自治行政学

社会学 経済法学 国際関係学 社会工学 国際関係（総合）学 情報システム学
その他 政経学 法経学 社会 社会科学 政治経済学

社会情報学 国際政治経済学 政策科学 国際政策文化学

地域政策（行政）学 国際協力学 国際ビジネス(学) 情報文化学 社会政策科学 公共政策学

情報社会学 総合政策科学 産業情報工学 公共システム学 地域社会システム学 総合社会科学

社会システム情報学 社会システム学

社会システム設計学

人間環境学 臨床介護福祉学 サービスマネジメント学 健康スポーツコミュニケーショ
学

人間コミュニケーション学 子ども教育福祉学

総合社会学 社会調査学 アニメーション文化学 生活情報学 生活文化学 観光文化学

環境社会学 人間福祉学 福祉実践学 心理福祉学 コミュニティ福祉学 現代日本社会学

社会デザイン学 文化社会学 都市生活学 公共社会学 アーバン福祉学 コミュニケーション社会学

環境ツーリズム学 身体環境共生学 社会マネジメント学 生活医療福祉学 臨床福祉心理学 政治経済学

ビジネス情報学 臨床心理学 心理学 総合臨床福祉学 臨床医療福祉学 福祉マネジメント学

福祉環境マネジメント学 コミュニティマネジメント学 地域づくり学 メディア学 メディア情報学 メディア社会学

共生社会学 人間社会学 ソーシャルワーク学 福祉貢献学 マスコミュニケーション学 スポーツ健康福祉学

福祉コミュニティ学 21世紀アジア学 映像コミュニケーション メデイア社会（社会メデイア） 環境デザイン学 健康スポーツ福祉

医療福祉サービス学 メディア文化学 地球市民学 情報メディア 広報メディア 社会福祉・社会

社会心理学 人間文化学 コミュニティ関係学 福祉環境学 総合福祉学 行動社会学

人間科学 精神保健福祉学 福祉ボランティア学 ビジネスコミュニケーション学 社会文化システム学 メディアコミュニケーション学

社会問題・政策 地域社会研究 産業情報学 国際社会学 総合政策学 環境情報学

人間関係学 福祉経営学 福祉産業学 アジア太平洋学 ヒューマンサービス学 文化情報学

臨床福祉学 現代コミュニケーション学 福祉環境情報学 仏教福祉学 東洋介護福祉学 社会福祉計画学

介護福祉学 生活福祉学 福祉社会学 福祉情報学 コミュニティ福祉学 コミュニティ政策学

児童福祉学 福祉児童学

応用社会学 広報学 人類学 社会事業学 産業関係学 福祉学
4　その他の社会科学 社会学関係

（社会事業関係を
含む）

社会学 歴史社会学 新聞学 社会福祉学

産業福祉学 産業社会学 観光学 社会教育学

コミュニケーション学 健康福祉学 福祉文化学 福祉計画学 福祉臨床学 福祉援助学

現代社会学 人間福祉（学） 保健福祉学 国際観光学 経営福祉学 現代福祉学

福祉心理学 社会理論
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工芸学関係 建築工芸学 色染工芸学 窯業工芸学 意匠工芸学 工業意匠学

総合デザイン学 表現工学 住環境デザイン学 クリエイティブデザイン学

起業経営学 経営ビジネス学

マネジメントシステム学 経営情報システム工学 経営情報工学 経営情報学

システム情報工学 システムマネジメント工 情報システム工 マネジメントサイエンス学 情報科学 経営コミュニケーション学

航空システム工学

安全安心生活デザイン学 デザイン学

伝統工芸学

機械工芸学

住環境学 工業デザイン学 産業デザイン学 環境デザイン学 プロダクトデザイン学 環境・建築デザイン学

経営工学関係 経営工学 工業経営学 通信経営学 管理工学 経営管理学 経営システム工学

生産情報システム工学 プロジェクトマネジメント学

航空工学関係 航空学 航空工学 航空宇宙学 航空宇宙工学 航空宇宙（宇宙航空）システ
学

海事システム工学

海事技術マネジメント(学)
船舶工学関係 船舶工学 造船工学 造船学 船舶海洋工学 船舶海洋システム工学

起業学 マネジメント工学 情報システム創成 技術マネジメント学

感性工学 先進繊維工学

応用化学 材料化学工学

繊維機械学

製糸学 製糸紡績学 繊維高分子工学 有機材料工学 機能高分子学 高分子学
繊維工学関係 繊維工学 繊維化学 繊維染料学 繊維化学工学 繊維工業化学

高分子材料工学 繊維システム工学 精密素材工学 素材開発化学

金属加工学

鉄鋼工学 鉄鋼冶金学 金属材料学 冶金・金属材料工学 熔接工学 機能材料工学
金属工学関係 冶金学 冶金工学 金属学 金属工学 金属材料工学

資源開発工学

鉱山土木学 資源化学工学
鉱山学関係 鉱山学 鉱山工学 鉱山地質学 採鉱学 資源工学

システム量子工学

量子エネルギー工学 原子力技術応用工学 原子力安全工学
原子力工学関係 原子（力）核工学 原子力工学 原子炉工学 原子工学 応用原子核工学

材料物理工学 物理情報工学

応用理工系学 理工学 基礎理工学 数理情報工学

計数工学

物理工学 工業物理学 物性物理工学 応用物性学 物質工学 制御情報工学
応用理学関係 応用理学 応用物理学 計測工学 数理工学 制御工学

計測数理工学 応用数理工学 応用理工学 物理システム工学

環境生命化学 バイオ化学工学 生命応用化学 物質化学系学

バイオ環境化学 環境応用化学 マテリアル工学 機能分子・生命化学 化学システム創成工学 バイオ環境工学

応用バイオ科学 バイオ・応用化学 応用化学・生物化学 化学・物質工学 生命環境化学 ナノサイエンス（学）

バイオ化学 ナノ化学 ナノ物質工学 物質生命科学 生命工学 物質生命理工学

環境物質化学 環境・生命未来工 化学・バイオ工学 共生応用化学 生命・物質工学 環境材料工学

機能高分子工学 生物環境化学（工学） 先端材料工学 有機材料化学 環境化学プロセス工学 化学応用デザイン

応用反応化学 応用精密化学 物質工学 物質化学工学 材料精密化学

環境化学工学 材料化学 材料開発工学 資源応用化学 工業化学工学

物質理工学 物質・生命工学 量子・物質工学 物質環境化学 機能化学工学 物質応用化学

環境物質工学 機能物質化学 物質生命化学 化学応用科学 精密物質学 物質生命システム工学

物質化学 応用化学工学 応用物質化学 応用分子化学 化学生命工学 機能分子工学

電気化学 合成化学工学

反応化学 環境化学 化学環境工学 資源化学 資源循環化学 安全工学

醗酵生産学

化学工学 化学機械工学 窯業工学 応用電気化学 高分子化学 無機材料工学
応用化学関係 応用化学 工業化学 合成化学 燃料化学 醗酵工学

高分子工学 燃料工学 石油化学 応用理化学

精密応用化学 分子化学工学 化学応用工学 物質生物工学 生物化学工学 化学システム工学

材料システム工学

都市マネジメント学 環境エネルギー 建築・環境デザイン 環境土木・建築学

都市学 創造システム工学 建築・都市システム学 建築都市・環境系 まちづくり学 自然環境工学

建築・建設学 環境デザイン学 環境都市デザイン工学 建築都市学 建築社会基盤系学 ライフ・ウェルネス学

都市建設工学 都市基盤デザイン工学 空間デザイン学 環境技術学 社会環境デザイン工学 市民工学

都市社会工学 都市環境学 社会環境システム学 都市創造工学 都市環境デザイン工学 社会基盤学

環境土木工学 都市環境工学 建築都市環境学 社会デザイン工 建築・社会環境工学 建築・デザイン工学

土木建設工学 社会開発工学 土木（・）環境工学 環境設計工学 造形工学

建築創造学 住環境デザイン 建築(・)デザイン（学） 都市基盤工学 都市デザイン工学 都市環境システム工学

環境創造学 居住環境学 建設技能工芸学 （人間）環境デザイン学 都市環境デザイン学 社会交通(土木)工学

環境資源工学 建築建設工学 建築環境システム学 環境計画工学 （環境）都市工学 建築都市デザイン学

交通土木工学

建設工学 建設基礎工学 衛生工学 都市工学 開発土木工学 環境計画学
土木建築工学

関係

土木工学 建築学 建築工学 建築(･)設備工学 交通工学

構造工学 開発工学 水工土木学

環境システム工学 環境デザイン工学 環境建設学 社会環境工学 建設社会工学 安全システム建設工学

建設システム工学 都市システム工学 社会建設工学 建設環境工学 土木開発工学 建設都市工学

環境建設工学

建設学

地域情報システム学 電気電子系学

情報・知能工学 電子機械学 数物・電子情報系 電気通信系 情報系 複雑系知能

アセット・マネジメント学 経営ビジネス学 宇宙情報科学 総合情報学 情報・通信工学 電気・電子情報工学

電子情報学 情報ネットワーク・コミュニ
学

建築デザイン学 知能工学 産業情報学 電気電子・情報システム工学

情報理工学 機械科学・航空学 電気電子生命学 組込みソフトウェア工学 機械情報システム学 情報フロンティア工学

応用化学 光・エレクトロニクス 電気電子工学 情報メディア創成学 情報電子システム工学 知能情報エレクトロニクス学

知能デザイン工学 コンピュータサイエンス学 情報通信メディア工学 電子情報フロンティア インテリジェント情報工学 電子情報通信工学

電気情報システム工学 コンピュテーショナル工学 ソフトウェア開発工学 情報知能学 情報通信電子工学 電子情報工学

エレクトロメカニクス学 情報サイエンス学 メカエレクトロニクス学 ソフトウェアサイエンス学 ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑﾃｸﾉﾛｼﾞｰ学 ﾒﾃﾞｨｱｺﾝﾋﾟｭｰﾀｼｽﾃﾑ学

メディア情報学 システム電子情報学 情報学 システム創成情報工学 先端情報電気工学 システムマネジメント学

情報コミュニケーション学 メディアネットワーク学 情報ネット・メディア工学 コンピュータ応用学 電子情報デザイン学 電子情報電気工学

情報電気電子工 コンピュータ・ネットワーク工
学

電子知能システム（工学） コンピュータ・メデイア工 情報システム創造工 電気情報・物理工学

電子情報ネットワーク学 電気(・)電子情報工学 電気電子メディア工学 環境情報工学 情報エレクトロニクス学 メディア情報通信

情報環境デザイン学 環境空間デザイン学 機械情報技術 機械システムデザイン(工) 電子光情報工学 応用電気情報工学

エレクトロニクス学 コミュニケーション工学 産業情報学 コンピュテーショナル情報工
学

宇宙通信工学 情報環境工学

デジタルメディア学 （電気）電子情報通信工学 電気（・）デジタルシステム工
学

情報テクノロジー学 知的情報システム工学 情報メディア(工)学

応用情報工学 システム情報工学 通信ネットワーク工学 電気電子情報工学 情報アーキテクチャ学 コンピュータ科学

信頼性情報システム工学 情報コミュニケーション工学 経営情報工学 情報(・)メディア(工)学 知能システム工学 電子情報システム学

電子（・）光システム（工）学 管理情報工学 情報ネットワーク（工）学 電気・情報通信学 光システム工学 電子情報システム工学

情報システム学 物理情報工学 電子制御システム工学 応用情報学 知能情報システム学 電子物理科学

情報科学 情報通信システム メディア通信工学 電気システム工学 数理情報システム工学 情報処理学

電子・電気工学 電子情報（システム）学 電気・情報工学 光電機械工学 電子情報（工）学

計算機科学 数理情報工学 情報学 電気･電子システム工学 電子・情報工学

情報機械システム工学 知識工学 電気電子（･）情報工学 情報電子工学 電子基礎工学 電気設備学

流通情報工学 輸送情報システム工学 知能情報システム（工）学 情報知能工学 電子システム情報工学 システム制御工学

情報知識工学 電子応用工学 情報システム工学 制御システム工学 知識情報工学 電気(・)電子システム（工）学

熔接工学 情報処理工学

電子計算機学 情報通信工学 情報工学 情報数理工学 システム工学 組織工学

電気通信工学

通信工学 電波通信学 電子工学 電子材料工学 電子機械工学 電子物性工学
電気通信工学関係 電気学 電気工学 電気（・）電子工学 電気通信学

電子物理工学 電子通信工学 応用電子工学 通信材料工学

電気情報工(科)学 電子通信学 電子制御機械工学 電子システム工学 電気・電子工学 知能情報(工)学

電子機器工学

機械工学・材料系 機械システム系 機械設計システム工学 機械・ロボット学系

海洋ロジスティックス科学 機械システムデザイン 応用理工学 応用数理工学 機械航空創造系学 機械機能工学

機能ロボティクス学 未来ロボティクス学 ヒューマン・ロボット学 総合機械工学 機械ロボティクス学 機械電気工学

エネルギー機械工学 機能機械学 機械制御（システム）工学 機械・精密システム工学 機械電子工学 交通電子機械工学

機械・エネルギーシステム工
学

機械知能・航空工学 マイクロ機械システム学 機械システム学 機械学 ロボット工学

環境機械システム工学 コンピュータ応用工学 (システム)デザイン工学 機械創成工学 機械サイエンス学 海上輸送システム学

機能機械工学

人間・機械工学 ロボティックス学 知能機械システム工学 基礎機械工学 機械創造工学科 交通科学

動力機械工学 舶用機械工学 精密工学

精密機械工学 交通機械工学 交通機械学 機械物理工学 機械系学
7　工学 機械工学関係 機械工学 生産機械工学 産業機械工学

機械システム工学 応用機械工学

海洋電子機械工学 動力システム工学 機械情報工学 機械知能工学 機械（・）航空工学 機械情報システム工学

機械科学 機械知能システム（工）学 機械宇宙学 機械エネルギー工学 知能機械工学

機械システム工学 生産精密工学 生産工学
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アグリビジネス学 食料資源経済学

食料環境政策学 食品ビジネス学

酪農経済学 拓殖学

農業拓殖学 農業経営学 食品経済学 園芸経済学 産業経営学 国際資源管理学

農業経済学 農村経済学 農政経済学 農林経済学

食料・環境経済学 ファームビジネス学 フードビジネス学 環境マネジメント学

食料生産環境工学 生産科学

地域農業工学

農業機械学 農業開発工学

畜産土木工学 農業システム工学 農業環境工学 農業生産環境工学 国際農業開発学 生産環境工学

農業工学 農業水産工学 農業生産工学 農業土木学

生産環境情報学 環境管理工学 生物環境工学 生物生産環境学

地域産業経営学 地域食物科学

産業経営学 アクアバイオ学 システム生命科学 循環農学 食と健康学 環境共生

亜熱帯生物資源科学 動物・環境システム学 亜熱帯地域農学 食料生命環境学 バイオセラピー学 食品科学

資源機能化学 農学生命科学 生物資源・環境科学 食料環境システム学 応用生物化学 亜熱帯農林環境科学

国際バイオビジネス学 バイオ環境デザイン学 バイオセラピー学 アクアバイオ学 生命動物科学 増殖生命科学

食品栄養科学 生物環境システム学 生命化学 生命環境学 応用生命化学 環境管理学

地域環境科学 環境資源科学

生物資源管理学 環境・資源学

生物資源化学 生物環境学 生産環境学 生産環境科学 応用生命科学 資源生物環境学

アニマルサイエンス 海洋政策文化学 生命機能化学 生物情報科学 環境科学 環境システム学

生物圏生命科学 農林環境科学 地域農業システム学 生命科学 地域環境工学 生物資源（・）環境科学

生命機能科学 生物資源環境学 食料環境経済学 生物企業情報学 資源環境学 共生環境学

食品生産学 海洋生物資源学 水産海洋科学 海洋生産システム学 海洋生物生産科学

農林総合化学

生物資源学 生物生産科学 生物資源生産学 生物生産システム学 生物資源利用学 森林資源科学
その他 栄養学 食品栄養学 環境保護学 農林学 生物生産学

地域開発科学 農林生産学 動物生産学 生物資源開発学

地域生態システム学 生物機能科学 生態環境科学 人間環境科学 国際地域開発学 食料生産科学

生物環境科学 地域経済･資源科学 食品流通学 動物応用科学

製造学

増殖学 海洋資源学 栽培漁業学 水産化学 水産食品学 海洋環境工学
水産学関係 水産学 水産製造学 水産増殖学 漁業学 遠洋漁業学

漁業生産学 漁業生産工学 資源増殖学 水産養殖学

海洋生物学 海洋生物科学 海洋資源科学 海洋生命科学 海洋生物環境学 海洋地球科学

海洋生物資源化学 海洋環境学 海洋生物資源科学 水産生物科学 海洋食品科学 海洋文明学

海洋生産学 資源育成学

資源管理学

動物学 獣医保健看護学

畜産草地科学 動物看護学 獣医保健看護学 共同獣医学（課）

畜産経営学

畜産環境学 畜産食品工学 家畜環境学 家畜生産科学 環境畜産学 畜産管理学
獣医学畜産学

関係

獣医学 畜産学 畜産獣医学 家禽畜産学 酪農学

畜産環境科学 畜産科学 応用動物学 動物（資源）科学

森林緑地環境科学

林産学関係 林産学 林産工学
林学関係 林学 森林学 森林科学 森林総合科学 環境森林科学

応用生命科学

農芸化学関係

生物資源食糧化学 醸造科学 食品生物科学 食品生命科学 食品生命学 食品香粧学

食品生産化学 生物資源科学

資源生物科学 食品科学 生物資源化学 生物機能化学 応用生物化学 食品科学工学

園芸化学

食糧化学 食糧化学工学 食品製造工学 生物化学工学 食品学 食品化学

醸造学 農産製造学 農芸化学 農業化学 農産化学

食品工学 食品工業化学 畜産食品化学 畜産食品工学

園芸農学 造園学 養蚕学

農業生物学 農林生物学 植物防疫学 草地学 暖地農学 経営農学

農学生命

動物資源科学 資源生命科学 植物生産環境科学

応用植物科学 植物資源科学 造園科学 農業生命科学 応用動物科学

資源生物科 植物バイオサイエンス学 バイオサイエンス学 緑地環境科学 共生バイオサイエンス学

8　農学 農学関係 農学 繊維農学 園芸学

農業生産管理学 総合農学 環境緑地学

生物環境制御学

機械・電気電子工学 建築・生産設計工学 社会環境システム工学 環境ロボティクス

医用情報科学 情報環境デザイン学 産業イノベーションデザイン学 建築生活環境 情報メカトロニクス工学 先端技術理工学

その他

環境保全学 蚕糸生物学 応用生物科学

応用生物学 農業生産学 総合農業科学 農業生産科学 緑地（・）環境学 植物資源学

創生工学 創生科学 産業ビジネス学 電子制御・ロボット工学 製造学 マネジメント学

生命システム学 生命資源環境学 動物生命医科学 人間工学 化学生命系 工学

建築都市デザイン学 科学技術学 火災科学 総合理工学 人間環境学 自然環境学

生命医工学 コンピュータデザイン学 電子・ロボット工学 先進理工学 先端工学基礎 環境・生命工学

応用理化学系学 応用化学・生命工学 情報生体システム工学 ものづくり環境学 人間システム工学 デジタルエンジニアリング学

コンピュータ理工学 エネルギー循環化学 環境生命工学 環境資源学 環境エネルギー化学 システム創成工学

バイオエンジニアリング 生物機能科学 IT科学 国際開発工学 環境共生学 海洋生物科学

ｲﾝﾃﾘｼﾞｪﾝﾄｼｽﾃﾑ学 ヒューマン情報システム学 総合システム工学 デザイン学 画像科学 エネルギー化学

総合デザイン工学 生体機能科学 ホームエレクトロニクス開発学 機能創造理工学 総合工学 ﾈｯﾄﾜｰｸﾒﾃﾞｨｱ学

理工学 教育創造工学 ロボットシステム工学 社会環境工学 生命情報学 システム生体工学

循環環境工学 情報知能システム総合学 エネルギー・環境工学 生命・生物工学 エコデザイン学 化学・生命化学

環境情報工 船舶海洋工 航海 コンピュータ応用 スポーツシステム工学 環境プロセス工学

知的情報システム学 高分子機能工学 先端科学技術 プロダクトデザイン 建築・環境デザイン（学） 海洋建設工

ビジュアルデザイン学 光・画像工学 環境工学 生体医工学 自動車システム開発工学 ロボット・メカトロニクス学

環境社会工学 生体分子機能工学 リモートセンシング学 環境サイエンス学 都市環境デザイン学 環境（科）学

バイオ・リサイクル学 バイオロボティクス学 医療電子工学 応用物質科学 感性デザイン学 生命・環境システム工学

食品安全工学 医療情報工学 システムデザイン学 メディア画像学 ロボティクス学 情報システムデザイン学

環境エネルギー工 マリンエンジニアリング（学） 材料科学総合学 メディカルシステム工学 身体システム工学 医療福祉機械工学

情報メデイア学 コンピュータ情報学 医療工 先端マテリアル工 生体機械工 生命情報工

生命環境科学 デザイン科学 コンピュータサイエンス学 電気・情報生命工学 くらしデザイン学 環境共生工学

数理デザイン工学 光情報メディア学 臨床工学 物質・環境工学 デジタルゲーム学 環境ソリューション学

先端工学基礎学 地域環境システム工学 福祉生体工学 社会情報システム 社会基盤工学 人間情報システム工学

マテリアル科学 国際基礎工学 製造技能工芸学科 環境生物科学 社会基礎工学 生命化学

物質システム工学 化学生物工学 宇宙地球情報工学 応用生命（科）学 先端基礎工学 システムコミュニケーション工
学

知的材料工学 福祉システム工学 応用生命システム工学 システム創成学 医療福祉工学 海洋環境学

海洋生物工学 知能物理工学 人間コミュニケーション学 材料創造工学 マテリアル工学 医用工学

ソフトウエア情報学 物質光科学 光応用システム学 生命科学工学 マリンデザイン工学 環境マテリアル（学）

循環システム工学 環境機能工学 デザイン経営工学 地球総合工学 地球環境工学 工学基礎学

材料工学 都市環境システム学 （機械）デザイン工学 情報画像（工）学 福祉人間工学 コンピュータ・メディア工学

物質・環境システム工学 社会システム工学 エネルギー基礎工学 遺伝子工学 応用生命工学 地球資源学

システムマネジメント工学 芸術情報設計学 福祉環境工学 生体工学 システム科学 物質科学工学

知能生産システム工学 地球工学 電子情報エネルギー工学 生活環境デザイン工学 システムデザイン工学 デザイン情報学

物質応用工学 人間情報工学 地球資源環境学 光メカトロニクス学 環境システム学 感性デザイン工学

開発システム工学 生命工学 応用自然科学 物質生物システム工学 ソフトウェア学 素材基礎工学

コンピュータソフトウェア学 コンピュータハードウェア学 光工学 機能物質科学 地球システム工学 文化情報学

土木海洋工学 素材工学 生産デザイン学 情報デザイン学 エコロジー工学 光応用工学

医用情報工学 医用生体工学 工学システム学 システム工学 生物機能工学 応用生物工学

生態機能応用工学 材料物性工学 資源・素材工学 機能材料工学 分子素材工学 医用電子工学

化学（・）生物工学 生物生産工学 環境デザイン学 視覚情報デザイン学 材料科学工学 応用生物化学

印刷工学 応用微生物工学 基礎工学 光学工学

社会工学 海洋（システム）工学 海洋土木工学 材料科学

制御システム工学 海洋開発工学 生物化学システム工学 生物機能工学 材料機能工学 材料プロセス工学

材料加工学 生物応用工学 材料開発工学 生産加工工学 生体分子工学 設計生産工学

環境安全工学 食品工業科 画像応用工学 社会開発システム工学 生産システム工学 材料物性学

基礎工学 海洋建築工学 開発学 エネルギー工学 生産システム工学 創造設計工学

環境（システム）工学 エネルギー工学

海洋土木開発工学 航海工学 環境整備工学 組織工学 特設工学 画像工学

生物工学

環境設計学 工業設計学 画像設計学 音響設計学 生物化学工学 材料（工）学

写真工学

9　農業工学

10　農業経済学
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心理臨床・子ども学

こども健康・教育学 子ども生活学 国際こども教育学 教育文化学 教育経営学 国際教育学

教育発達学 子ども育成学 子ども発達教育学 臨床教育学 家族・地域支援学 保育子ども学

スポーツテクノロジー学 スポーツ健康政策学 児童発達学 教育保育学 地域科学 波立教育心理学

学校教員養成 学校教育学 スポーツ健康科学 総合人間形成 人間社会 スポーツ教育学

発達支援教育学 幼児児童教育学 健康こども学 こどもスポーツ教育学 ジュニアスポーツ教育学 こ（子）ども教育福祉学

人間社会科学 乳幼児教育学 学級経営学 児童幼児教育学 幼児教育心理学 複合文化学

人間環境システム学 人間地域科学 障害科学 環境総合科学 芸術スポーツ文化 現代学芸

現代教育学 国際幼児児童教育学 総合こども学 学習コーチング学 生涯教育文化学 発達教育学

幼児保育学 保育児童学 幼児発達学 子ども（こども）教育学 子ども（こども）発達学 こども健康学

運動栄養学 乳幼児発達学 児童保育学 地域教育学 発達科学 子ども（こども）学

生涯発達心理学 臨床心理（心理臨床）学 教育福祉学 保育学 発達臨床学 現代子ども学科

環境情報教育 生涯スポーツ芸術 科学文化教育系 言語文化教育系 生涯活動教育系 地域共生社会

人間発達科学 教育カウンセリング 自然環境教育 生活環境福祉 生活健康 共生社会教育

生活文化 社会システム 地域環境教育 情報社会教育 人間環境教育 環境教育

情報社会 総合文化 人文社会 社会教育 総合芸術

健康科学 情報文化 スポーツ科学 総合教育 文化社会 生産科学

生涯学習学 人間発達環境 情報文化教育 地域社会 人間文化 地域政策

人間福祉（科学） 水産教員養成 総合科学教育 実践臨床教育 情報科学教育 健康科学教育

生涯教育総合 人間環境 生涯学習 学校教育 生涯スポーツ学 生涯スポーツ福祉

文化研究 基礎理学

生涯教育 情報教育 情報社会文化 社会教育文化 教養学科 芸術文化

中等教育

養護教諭養成 商業教員養成 工業教員養成 児童文化 総合科学 社会教育総合
その他 初等教育学 幼児教育学 児童教育学 児童学 初等教育

人間科学 国際文化教育 情報環境科学 芸術

情報科学 総合文化科学 地域文化 生涯スポーツ 国際理解教育 学校教育教員養成

総合文化教育

特別支援教育課程 特別支援教育教員養成 特別支援学校教員養成
障害児教育課程 障害児教育教員養成

スポーツ総合 スポーツ指導学 現代武道学 健康・スポーツ科学 スポーツプロモーション学

体育学関係

競技スポーツ（科）学 スポーツ・レジャーマネジメン
学

スポーツ学 スポーツ教育（学） 健康・スポーツマネジメント学 スポーツ情報マスメディア学

健康運動科学 運動科学 スポーツ健康（科）学 体育科学

健康科学 健康システム学 スポーツトレーナー学 国際スポーツ文化学 生涯スポーツ学 体育専門学群

体育学 健康学 健康教育学 体育学健康教育学 武道学 社会体育学

体育・スポーツ 武道

幼稚園課程 幼稚園教員養成
養護学校課程 養護学校教員養成 言語障害児教育教員養成 肢体不自由児教育教員養成 病虚弱児教育教員養成 養護教育教員養成
中等教育学校課程 中等教育教員養成

小学校課程 小学校教員養成 初等教育教員養成 学校心理 学校教育教員養成

聾学校課程 聾学校教員養成
盲学校課程 盲学校教員養成

子ども心理学科 情報コミュニケーション学

舞踊教育学 情報教育学 社会教育学 人間形成学 人間発達（科）学 総合教育科学

特別教科課程 特別教科教員養成(書道)

　　　 〃 　　　(保健体育)

高等学校課程 高等学校教員養成
中学校課程 中学校教員養成

基督教教育学 産業教育学 人間学 教科教育学 教育社会学
18　教育 教育学関係 教育学 教育心理学（心理学） 学校教育学 教育行政学 心理教育学 特殊教育学

その他 ファッション・ハウジングデザ
学

学校心理過程 幼児・初等教育学 児童教育学 初等教育学 児童幼児教育学

芸術・表現行動学 教育科学 心理人間学 人間教育学

人間健康学 健康科学 フードビジネス学 発達栄養学 食物バイオ学

住居・インテリア設計学

児童学関係 児童学
住居学関係 住居学 住居保健学 住環境学 建築デザイン学 建築・インテリア学

服飾造形学

服装造形学 服装社会学 国際ファッション文化学 ファッション造形学
被服学関係 被服学 服装学 服飾美術学 服飾学 生活デザイン学

食品学

食生活科学 栄養健康科学 栄養科学 食物栄養科学 食保健学 食生活学
食物学関係 食物学 栄養学 食物栄養学 食品栄養学 管理栄養士養成

健康栄養学 栄養マネジメント学 医療栄養学 人間栄養

発酵食品学 食健康栄養学 食文化 食品開発科学

食品生命科学 栄養生命科学 食健康（科）学 生命栄養科学 生活栄養学 現代食文化学

管理栄養学 福祉栄養

実践栄養学

生活情報学 生活環境情報学 生活文化学 食物健康科学 居住環境学 造形芸術学

現代家政学 生活文化デザイン学 生活マネジメント学 食・健康学 社会福祉学 生活デザイン・建築学

建築・デザイン学 福祉のまちづくり学 環境（・）建築デザイン学 建築・環境デザイン学 ライフデザイン 食環境科学

家政保健学

生活福祉学 生活健康・衣環境学 人間栄養学 人間環境情報学 メディアデザイン学 ライフプランニング

生活科学 生活美学 生活美術学

家庭経営学 家政理学 家庭理学 家政経済学 生活経済学 生活造形学
17　家政 家政学関係 家政学 生活学 生活理学

生活経営学 生活環境学 生活芸術（学）

福祉環境デザイン学 食生活健康 環境デザイン 食環境栄養 健康生活学 生活環境デザイン

情報メデイア 居住空間デザイン学 インテリアデザイン学 生活デザイン学 人間・環境科学

人間生活学 生活社会科学 人間環境学

医学検査学 コミュニティ福祉学 はり灸・スポーツトレーナー学 義肢装具学

スポーツ・健康医科学 鍼灸スポーツ学 栄養療法学 臨床技術学 スポーツ保健医療学 検査科学

医療技術学 口腔健康科学 健康総合科学 医療スポーツ学 健康鍼灸学 健康柔道整復学

人間環境デザイン学 医療科学 ヘルスプロモーション整復学 人間健康科学 健康デザイン学 歯科衛生学

救急救命学 スポーツ医療学 健康福祉 義肢装具自立支援学 整復医療・トレーナー学 健康栄養学

社会リハビリテーション学 健康医療科学 医療検査学 食文化栄養学 心理学 健康開発学

環境マネジメント学 臨床検査学 医療福祉経営学 医療秘書学 医療福祉デザイン学 医療リハビリテーション学

口腔生命福祉学 身体機能ケア学 柔道整復学 視能矯正学 医療貢献学 健康科学

言語聴覚学 養護保健学 総合健康学 臨床福祉学 国際福祉開発マネジメント学 口腔保健学

栄養学 保健学 衛生技術学 産業衛生学 環境保健学 臨床検査技術学

保健栄養学

言語聴覚療法学 視機能療法学 保健福祉学 コミュニケーション障害学 医療福祉(・)マネジメント学 医療福祉環境デザイン

医療経営管理学

放射線学 臨床工学 健康環境科学 地域福祉学 診療放射線学 栄養健康学

健康科学・看護学 理学療法学 作業療法学 文化栄養学 （総合）リハビリテーション学

医療工学 放射線技術（科）学 言語聴覚障害学 放射線・情報科学 衛生学

製薬学

16　その他の保健 看護学関係 看護学 衛生看護学 保健看護学 人間看護学

鍼灸学 診療放射線技術（科）学 生物科学

臨床栄養学

創薬科学 生命創薬科学 健康生命薬科学 創製薬科学

創薬・生命薬科学 動物生命薬科学 医療ビジネス薬科学

保健衛生学 生命科学

医療栄養学 医療福祉学 臨床心理学 医療情報学 感覚矯正学 健康体育

看護・医療科学 看護医療学

その他

歯学

医学

生物薬学 総合薬学

医療薬物薬学 医療衛生薬学

薬科学 総合薬品科学 医療薬学

漢方薬学 健康薬学 創薬学 生命薬学 臨床薬学科 生命薬科学

薬学 薬剤学 厚生薬学 製造薬学 衛生薬学 製薬化学

11　医学（基礎系・社会系）
12　医学（臨床系）

13　歯学（基礎系・社会系）
14　歯学（臨床系）

15　薬学
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舶用制御工学

運送工学 輸送科学 海洋機械管理学 商船システム工学 商船システム学
商船学関係 航海 航海学 機関 機関学 原子動力学

モチベーション行動科学 健康スポーツ学 地域教育文化学

スポーツ経営学 医療経営学 現代社会 環境危機管理学 動物危機管理学 デザイン文化学

学際科学 人間文化 文芸学 人間スポーツ学 文芸表現学 健康医療学

社会環境学 スポーツ健康学 メディアプロデュース学 交流文化学 キャリア形成学 安全マネジメント学

システム工学 環境理工学 経営情報学 食産業学 航空・輸送安全学 医療情報管理学

環境園芸学 創生デザイン学 医療危機管理学 アニマルバイオサイエンス学 コンピュータバイオサイエンス
学

総合教養学

社会創生学 総合理数学 生活心理学 企画構想学 健康・スポーツ心理学 健康スポーツ栄養学

アビエーションマネジメント学 情報経営学 法律政策学 環境政策・計画学 情報システム数理学 人間文化学

物質化学 自然システム学 生命機能学 国際マネジメント学 健康栄養学 応用生物学

医生命システム学 スポーツ健康科学 知能情報学 人間キャリア創造学 生活科学 地域創造学

都市環境デザイン学 フードデザイン学 メディアデザイン学 福祉工学 医工学 医情報学

総合文化政策学 国際日本学 コンピュータシステム学 人間情報デザイン学 社会起業学 アーツ・サイエンス学

ＰＲ学 医療経営情報学 バイオ・マテリアル学 光システム学 グローバルシステムデザイン
学

心理・社会学

福祉総合学 子ども保育福祉学 キャリア実践学 国際学 ライフマネジメント学 保健医療経営学

ＩＴ総合学 世界遺産学 国際メディア学 生活福祉学科 映像学 メディア・芸術学

ライフデザイン学 英語情報マネジメント学 デジタルアート・アニメーション 情報システム数理学科 知識情報・図書館学 グローバルスタディーズ学

ウェルネスツーリズム学 社会環境デザイン学 子ども家庭福祉学 情報環境学 観光ホスピタリティ学 マネジメントデザイン学

生活総合学 共生システム理工学 人間表現学 生命医科学 人間健康学 人間環境デザイン学

ﾎｽﾋﾟﾀﾘﾃｨ・ﾂｰﾘｽﾞﾑ学 デジタルコンテンツ学 環境・バイオサイエンス学 国際総合科学 子どもケア学 総合文化

メディア文化学 人間情報学 生活支援学 こども健康学 感性デザイン学 造形芸術学

環境安全システム学 危機管理システム学 総合キャリア学 文化芸術学 デジタルメディア学 医療福祉情報学

生活環境情報学 生活デザイン・情報学 共生科学 家庭教育 人間開発教育 防災システム学

教育福祉学 生活環境学 環境リスクマネジメント学 心理教育学 人間環境マネジメント学 人間福祉情報学

環境学 デジタルメデイアコミュニケー
学

総合人間学 情報コミュニケーション学 心理情報学

リベラルアーツ学 情報ビジネスコミュニケー
学

バイオニクス学 キャリアデザイン学 人間環境科学 食品健康学

文化財修復国際協力学 国際報道 国際教養学 フードシステム 人間健康 カルチュラル・マネジメント学

健康情報学 都市環境学 感性情報学 環境文化学 環境（・）情報（科）学 表現学

ソフトサイエンス

環境科学 環境人間学 地域環境学 環境共生（工）学 メディア（情報）学 ディジタルビジネス学

メディア科学 生活福祉文化学 環境社会学 人間関係（学） 情報デザイン学 メディア情報文化学

情報マネジメント学 情報福祉学 情報社会学 健康心理学 総合文化学 福祉システム工学

情報通信学 数理科学 （人間）情報科学 文化創造学 情報学 総合人間・文化学

地球環境 マルチメディア文化 国際共生社会 地域科学 国際言語文化

学習社会ﾈｯﾄﾜｰｸ 生活環境科学 健康スポーツ科学 芸術環境創造 生涯学習

その他 不動産学 地域科学 国際文化 人間環境 美術・工芸 事業計画学

デザイン情報学

健康プランニング学 コミュニティ文化学 心理カウンセリング学 メディア表現学 社会情報学 イメージ文化学

環境政策学 図書館情報学 環境防災学 環境情報ビジネス学 人間環境学 人間科学

人間行動・表現学

健康科学 健康スポーツ科学 スポーツ行動学 スポーツ医科学 スポーツ文化学 スポーツ科学
人間関係科学関係 人間基礎科学 人間健康科学 スポ－ツ科学 組織管理学 スポーツマネジメント学

健康スポーツ学 心身健康科学

生活情報コミュニケーション

人文・社会科学関
係
（「1．人文科学」
「2．社会科学」のい
ずれでないもの）

人文社会科学 人間社会学 社会文化学 都市情報学 情報社会科学 人文経営学

人文社会学 言語コミュニケーション学

国際ﾋｭｰﾏﾝ･ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学 現代社会学 心理学 教育福祉学 教育人間学

現代社会 グローバル・メディア学 福祉心理学 国際福祉開発学 国際理解学 文化コミュニケーション学

現代教養学 コミュニケーション学 共生社会学 グローバル・スタディズ 人間関係学 教育文化学

総合科学関係 総合科学
20　その他 教養学関係

クラフト・美術学 こども学

その他

人間文化学 人文学 コミュニケーション心理学 アジア共生学

人間科学 国際コミュニケーション学 人間・社会文化学 文化環境学 人間行動学

写真映像学 初等芸術教育学 インタラクティブメディア学 ゲーム学 まんが表現学 映像表現学

造形デザイン学 美術学 こども芸術学 トータルビューティー学 メディア・コンテンツ学 メディア映像学

日本文化芸術学 メディア・コンテンツデザイン マンガプロデュース学 素材表現学 メディア造形学 放送・メディア映像学

芸術計画学 芸能学

工芸学 建築（学） 芸術（学） 映画学 演劇学

デザイン（・）工芸学 映像造形学 芸術文化学 先端芸術表現科

映像・デザイン学 工芸・デザイン学 音楽文化創造学 幼児音楽教育学 ｺﾝﾃﾝﾂ・ﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｻｰ学 キャラクター造形学

芸術工芸 アニメーション学 造形表現学 芸術専門学群 環境デザイン 芸術表現・ｱｰﾄﾌﾟﾛﾃﾞｭｰｽ学

立体アート学 メディアアート表現学 映像メディア ﾊﾟﾌｫｰﾐﾝｸﾞ･ｱｰﾂ ビジュアル・アーツ 音楽環境創造科

ピアノ・オルガン学 音楽制作・教育学 音楽芸術運営学 音楽表現学 音楽文化応用学 応用音楽学

指揮

邦楽 音楽学 音楽教育学 教育音楽学 作曲 作曲理論学

空間造形学 芸術メディア学 マンガ学 映像・舞台芸術学 メディアアート学 ファッション造形学

映像演劇学 総合芸術学

音楽文化学 デザイン情報学 芸術情報学 情報表現学 生産造形学 技術造形学

写真学

放送学 環境計画学 映像（計画）学 舞台芸術学

デザイン関係 基礎デザイン学 産業美術学 産業デザイン デザイン（学）（ﾃﾞｻﾞｲﾝｺｰｽ） 視覚伝達デザイン学 工芸工業デザイン学

音楽関係 音楽 演奏学 声楽 器楽 楽理

宗教音楽学 器楽学 声楽学 作曲学

ものデザイン学

デザイン工学 メディア（・）デザイン学 キャラクターデザイン学 プロダクトデザイン学 アート・デザイン表現学 アート・デザイン学

音楽文化デザイン学 応用演奏学 音楽芸術学 ヴォルトゥオーソ学 音楽環境運営学 音楽総合学

楽理学 音楽デザイン学

西洋画 美術（学） 絵画・彫刻

油絵学 造形学 デザイン・工芸 造形美術（学） 美術工芸学 歴史遺産学
19　芸術 美術関係 絵画（学） 彫刻（学） 日本画

美術（・）工芸学 美術史・文化財保存修復学 美術文化学

芸能デザイン学 空間演出デザイン学 工業デザイン学 ビジュアルデザイン学 グラフィックデザイン学 空間演出デザイン学

情報デザイン学 環境デザイン学 観光デザイン学 ファッションデザイン学 視覚デザイン学

メディア・芸術（学） 芸術文化学
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